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第76号議案

令和６年度 大分県一般会計補正予算（第２号）

令和６年度大分県一般会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１０，１２８，０１５千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ７００，１０７，８２９千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。

（繰越明許費）

第２条 地方自治法第２１３条第１項の規定により、翌年度に繰り越して使用することができる経費は、「第２表 繰越明許費」による。

（債務負担行為の補正）

第３条 債務負担行為の追加及び変更は、「第３表 債務負担行為補正」による。

令 和 ６ 年 ９ 月 ４ 日 提 出

大分県知事 佐 藤 樹 一 郎
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款 項 既 定 額

千円

補 正 額

千円

計

千円

９ 国 庫 支 出 金 １０３，３１３，６８９ ３，７０４ １０３，３１７，３９３

３ 委 託 金 １，３２３，６５３ ３，７０４ １，３２７，３５７

１２ 繰 入 金 ２７，４０２，０２６ ２３８，３４５ ２７，６４０，３７１

２ 基 金 繰 入 金 ２７，０５３，５７６ ２３８，３４５ ２７，２９１，９２１

１３ 繰 越 金 １００ ８，０８５，９６６ ８，０８６，０６６

第 １ 表

歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳 入
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１ 繰 越 金 １００ ８，０８５，９６６ ８，０８６，０６６

１４ 諸 収 入 ７９，３４６，０６０ １，８００，０００ ８１，１４６，０６０

３ 貸 付 金 元 利 収 入 ７２，５０９，０９０ １，８００，０００ ７４，３０９，０９０

歳 入 合 計 ６８９，９７９，８１４ １０，１２８，０１５ ７００，１０７，８２９
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款 項 既 定 額

千円

補 正 額

千円

計

千円

２ 総 務 費 ２６，６２４，３１５ １，２８５，０９８ ２７，９０９，４１３

１ 総 務 管 理 費 １０，６７１，２７０ ３９，８９９ １０，７１１，１６９

２ 企 画 費 ７，４３２，９５６ １，２３９，３４１ ８，６７２，２９７

６ 防 災 費 ２，５０４，３９９ ５，８５８ ２，５１０，２５７

３ 福 祉 生 活 費 ７３，４６５，９６８ １，４４６，１２１ ７４，９１２，０８９

１ 社 会 福 祉 費 ４７，４３６，１９５ １，３０９，７７６ ４８，７４５，９７１

４ 災 害 救 助 費 ４３６，７６６ １３６，３４５ ５７３，１１１

４ 保 健 環 境 費 ４１，８４８，２６２ １０２，０００ ４１，９５０，２６２

歳 出
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４ 医 務 費 ５，８５０，２９８ １０２，０００ ５，９５２，２９８

７ 商 工 費 ７７，９２８，２９１ １，８３０，５６０ ７９，７５８，８５１

１ 中 小 企 業 費 ７１，７３７，７７５ １，８３０，５６０ ７３，５６８，３３５

１０ 教 育 費 １２４，９６６，５６０ ７３，５２４ １２５，０４０，０８４

１ 教 育 総 務 費 １４，７６９，２１２ ７３，５２４ １４，８４２，７３６

１３ 諸 支 出 金 ７２，４２９，８１７ ５，３９０，７１２ ７７，８２０，５２９

１ 積 立 金 ２５５，５５３ ５，３９０，７１２ ５，６４６，２６５

歳 出 合 計 ６８９，９７９，８１４ １０，１２８，０１５ ７００，１０７，８２９
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款 項 事 業 名 金 額

千円

２ 総 務 費 ２０，０００

２ 企 画 費 ２０，０００

盛土災害防止調査費（森林保全課分） １０，０００

盛土災害防止調査費（都市・まちづくり推進課分） １０，０００

６ 農 林 水 産 業 費 ３，４３６，０００

２ 畜 産 業 費 ５０，０００

第 ２ 表

繰 越 明 許 費
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畜産研究部施設整備事業費 ５０，０００

３ 農 地 費 １，０７７，０００

基幹水利施設保全対策事業費 ５０，０００

農業水利施設保全合理化事業費 １７２，０００

小水力発電施設整備事業費 ９，０００

水田畑地化推進基盤整備事業費 ２９５，０００

畑地帯総合整備事業費 ７１，０００

産地基幹農道整備事業費 ６５，０００

農村振興総合整備事業費 ２８，０００

中山間地域総合整備事業費 ８４，０００

演習場周辺障害防止対策事業費 １０４，０００

防災重点農業用ため池等整備事業費 １９２，０００

海岸保全事業費 ７，０００
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４ 林 業 費 １，５４９，０００

森林基幹道開設事業費 ６７，０００

森林管理道開設事業費 ３６，０００

復旧治山事業費 ６９６，０００

予防治山事業費 ５９１，０００

林地荒廃防止事業費 ８，０００

保安林改良事業費 ５７，０００

地すべり防止事業費 ９４，０００

５ 水 産 業 費 ７６０，０００

沿岸漁場基盤整備事業費 ２９０，０００

水産流通基盤整備事業費 ２１２，０００

水産物供給基盤機能保全事業費 １４８，０００

漁港施設機能強化事業費 １００，０００

（ 8 ）



漁港海岸保全施設整備事業費 １０，０００

８ 土 木 費 １１，７３２，５６９

１ 土 木 管 理 費 ２２，５６９

県有建築物保全事業費 ２２，５６９

２ 道 路 橋 梁 費 ６，０６０，０００

（単）道路防災事業費 １００，０００

（単）道路施設補修事業費 １８０，０００

（公）交通安全事業費 ６２０，０００

（公）道路防災事業費 ２５０，０００

（公）道路施設補修事業費 １，１９０，０００

（公）道路改良事業費 ３，０３０，０００

（単）道路改良事業費 ６５０，０００
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道路関係受託事業費 ２０，０００

（単）橋梁整備事業費 ２０，０００

３ 河 川 海 岸 費 ３，５６０，０００

（単）河川海岸改良事業費 １３０，０００

（単）緊急河床掘削事業費 ８０，０００

（公）広域河川改修事業費 ６１０，０００

（公）河川緊急情報基盤整備事業費 ２０，０００

（公）障害防止対策事業費 １２０，０００

（公）河川災害関連事業費 ５０，０００

（公）治水ダム建設事業費 １５０，０００

河川施設災害防止緊急対策事業費 ３８０，０００

河川関係受託事業費 ４０，０００

（公）海岸環境整備事業費 １０，０００
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（公）津波危機管理対策緊急事業費（河川課分） ３０，０００

（公）侵食対策事業費 ２０，０００

（公）津波危機管理対策緊急事業費（港湾課分） ４０，０００

（単）砂防改修事業費 ３０，０００

（単）急傾斜地崩壊対策事業費 １７０，０００

（単）砂防施設再生事業費 １０，０００

（公）通常砂防事業費 ２９０，０００

（公）火山砂防事業費 １８０，０００

（公）特定緊急砂防事業費 ３０，０００

（公）地すべり対策事業費 ７０，０００

（公）急傾斜地崩壊対策事業費 ２６０，０００

（公）砂防施設緊急改築事業費 ４００，０００

（公）砂防災害関連事業費 ７０，０００
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砂防施設・急傾斜地災害防止緊急対策事業費 ３７０，０００

４ 港 湾 費 ７２０，０００

（公）重要港湾改修事業費 ２２０，０００

（公）地方港湾改修事業費 ３２０，０００

（公）港湾改修統合事業費 １８０，０００

５ 都 市 計 画 費 １，１００，０００

（単）街路改良事業費 ５０，０００

（公）街路改良事業費 ９９０，０００

県営都市公園施設整備事業費 １０，０００

（公）県営都市公園長寿命化等対策事業費 ５０，０００

６ 住 宅 費 ２７０，０００

県営住宅等管理対策事業費 １０，０００

（公）県営住宅建設事業費 １９０，０００
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（公）既設県営住宅改善事業費 ７０，０００

１０ 教 育 費 １，７３９，０００

４ 高 等 学 校 費 １，６９４，０００

高等学校施設整備事業費 １，６９４，０００

５ 特 別 支 援 教 育 費 ４５，０００

盲ろう学校施設整備事業費 ４５，０００

１１ 災 害 復 旧 費 ２３０，０００

２ 土 木 施 設 災 害 復 旧 費 ２３０，０００

土木関係災害時緊急対応事業費 ２３０，０００

合 計 １７，１５７，５６９
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事 項 期 間 限 度 額

千円

大阪・関西万博出展事業
令 和 ６ 年 度 か ら

令 和 ７ 年 度 ま で
４，２７９

第 ３ 表

債 務 負 担 行 為 補 正

⑴ 追 加
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事 項 期 間 限 度 額

信用保証協会の中小企業制度資金の貸付けに伴う保証料率軽減

に対する補助
「2，409，085千円」を「2，647，338千円」

⑵ 変 更
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第77号議案

令和６年度 大分県港湾施設整備事業特別会計補正予算（第１号）

令和６年度大分県港湾施設整備事業特別会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

（繰越明許費）

第１条 地方自治法第２１３条第１項の規定により、翌年度に繰り越して使用することができる経費は、「第１表 繰越明許費」による。

令 和 ６ 年 ９ 月 ４ 日 提 出

大分県知事 佐 藤 樹 一 郎
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款 項 事 業 名 金 額

千円

１ 港 湾 施 設 整 備 事 業 費 ３５０，０００

１ 港 湾 施 設 整 備 事 業 費 ３５０，０００

港湾機能施設整備事業費 ３５０，０００

第 １ 表

繰 越 明 許 費
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第
七
十
八
号
議
案

大
分
県
行
財
政
改
革
計
画
の
策
定
に
つ
い
て

県
政
運
営
を
支
え
る
持
続
可
能
な
行
財
政
基
盤
構
築
の
指
針
と
な
る
新
た
な
大
分
県
行
財
政
改
革
計
画
を

別
冊
の
と
お
り
策
定
す
る
こ
と
に
つ
い
て
、
大
分
県
行
政
に
係
る
基
本
的
な
計
画
の
議
決
等
に
関
す
る
条
例

（
平
成
二
十
年
大
分
県
条
例
第
五
十
六
号
）
第
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
議
決
を
求
め
る
。

令
和
六
年
九
月
四
日
提
出

大
分
県
知
事

佐

藤

樹

一

郎
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第
七
十
九
号
議
案

行
政
手
続
に
お
け
る
特
定
の
個
人
を
識
別
す
る
た
め
の
番
号
の
利
用
等
に
関
す
る
法
律
に
基

づ
く
個
人
番
号
の
利
用
等
に
関
す
る
条
例
の
一
部
改
正
に
つ
い
て

行
政
手
続
に
お
け
る
特
定
の
個
人
を
識
別
す
る
た
め
の
番
号
の
利
用
等
に
関
す
る
法
律
に
基
づ
く
個
人
番

号
の
利
用
等
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
六
年
九
月
四
日
提
出

大
分
県
知
事

佐

藤

樹

一

郎

行
政
手
続
に
お
け
る
特
定
の
個
人
を
識
別
す
る
た
め
の
番
号
の
利
用
等
に
関
す
る
法
律
に
基

づ
く
個
人
番
号
の
利
用
等
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

行
政
手
続
に
お
け
る
特
定
の
個
人
を
識
別
す
る
た
め
の
番
号
の
利
用
等
に
関
す
る
法
律
に
基
づ
く
個
人
番

号
の
利
用
等
に
関
す
る
条
例
（
平
成
二
十
七
年
大
分
県
条
例
第
二
十
七
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す

る
。別

表
第
一
の
一
の
項
中
「
進
学
準
備
給
付
金
」
を
「
進
学
・
就
職
準
備
給
付
金
」
に
改
め
る
。

別
表
第
二
の
一
の
項
中
「
進
学
準
備
給
付
金
」
を
「
進
学
・
就
職
準
備
給
付
金
」
に
改
め
、
同
表
の
二
の

項
の
特
定
個
人
情
報
の
欄
及
び
三
の
項
の
特
定
個
人
情
報
の
欄
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

外
国
人
保
護
関
係
情
報
で
あ
っ
て
規
則
で
定
め
る
も
の

別
表
第
二
の
六
の
項
の
特
定
個
人
情
報
の
欄
第
三
号
を
削
り
、
同
表
の
七
の
項
の
特
定
個
人
情
報
の
欄
第

三
号
を
削
り
、
同
表
中
八
の
項
を
削
り
、
九
の
項
を
八
の
項
と
し
、
同
表
の
十
の
項
の
特
定
個
人
情
報
の
欄

を
次
の
よ
う
に
改
め
、
同
項
を
同
表
の
九
の
項
と
す
る
。

戦
傷
病
者
手
帳
関
係
情
報
で
あ
っ
て
規
則
で
定
め
る
も
の

別
表
第
二
中
十
一
の
項
を
十
の
項
と
し
、
十
二
の
項
を
十
一
の
項
と
し
、
十
三
の
項
を
十
二
の
項
と
し
、

同
表
の
十
四
の
項
の
特
定
個
人
情
報
の
欄
を
次
の
よ
う
に
改
め
、
同
項
を
同
表
の
十
三
の
項
と
す
る
。

肝
炎
医
療
費
助
成
に
関
す
る
情
報
で
あ
っ
て
規
則
で
定
め
る
も
の

別
表
第
二
の
十
五
の
項
の
特
定
個
人
情
報
の
欄
第
一
号
中
「
生
活
保
護
関
係
情
報
」
を
「
生
活
保
護
法
に

よ
る
保
護
の
実
施
又
は
就
労
自
立
給
付
金
若
し
く
は
進
学
・
就
職
準
備
給
付
金
の
支
給
に
関
す
る
情
報
（
以

下
「
生
活
保
護
関
係
情
報
」
と
い
う
。
）
」
に
改
め
、
同
項
を
同
表
の
十
四
の
項
と
し
、
同
表
の
十
六
の
項

を
同
表
の
十
五
の
項
と
し
、
同
表
の
十
七
の
項
の
特
定
個
人
情
報
の
欄
を
次
の
よ
う
に
改
め
、
同
項
を
同
表

の
十
六
の
項
と
す
る
。

外
国
人
保
護
関
係
情
報
で
あ
っ
て
規
則
で
定
め
る
も
の

別
表
第
二
の
十
八
の
項
の
特
定
個
人
情
報
の
欄
を
次
の
よ
う
に
改
め
、
同
項
を
同
表
の
十
七
の
項
と
す

る
。外

国
人
保
護
関
係
情
報
で
あ
っ
て
規
則
で
定
め
る
も
の

別
表
第
二
の
十
九
の
項
の
特
定
個
人
情
報
の
欄
中
第
一
号
を
削
り
、
第
二
号
を
第
一
号
と
し
、
第
三
号
を

第
二
号
と
し
、
同
項
を
同
表
の
十
八
の
項
と
す
る
。
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別
表
第
三
の
一
の
項
中
「
進
学
準
備
給
付
金
」
を
「
進
学
・
就
職
準
備
給
付
金
」
に
改
め
、
同
表
の
三
の

項
中
「
療
育
手
帳
」
の
下
に
「
（
児
童
相
談
所
（
児
童
福
祉
法
第
十
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
児
童
相
談
所

を
い
う
。
）
又
は
知
的
障
害
者
更
生
相
談
所
（
知
的
障
害
者
福
祉
法
（
昭
和
三
十
五
年
法
律
第
三
十
七
号
）

第
九
条
第
六
項
に
規
定
す
る
知
的
障
害
者
更
生
相
談
所
を
い
う
。
）
に
お
い
て
知
的
障
害
で
あ
る
と
判
定
さ

れ
た
者
に
対
し
て
知
事
が
交
付
す
る
手
帳
で
、
そ
の
者
の
障
害
の
程
度
そ
の
他
の
事
項
の
記
載
が
あ
る
も
の

を
い
う
。
）
」
を
加
え
る
。

附

則

こ
の
条
例
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

理

由

行
政
手
続
に
お
け
る
特
定
の
個
人
を
識
別
す
る
た
め
の
番
号
の
利
用
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
五

年
法
律
第
二
十
七
号
）
等
の
一
部
改
正
に
伴
い
、
規
定
を
整
備
す
る
必
要
が
あ
る
の
で
提
出
す
る
。
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第
八
十
号
議
案

大
分
県
長
期
総
合
計
画
の
策
定
に
つ
い
て

県
行
政
の
長
期
的
か
つ
総
合
的
な
指
針
と
な
る
新
た
な
大
分
県
長
期
総
合
計
画
を
別
冊
の
と
お
り
策
定
す

る
こ
と
に
つ
い
て
、
大
分
県
行
政
に
係
る
基
本
的
な
計
画
の
議
決
等
に
関
す
る
条
例
（
平
成
二
十
年
大
分
県

条
例
第
五
十
六
号
）
第
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
議
決
を
求
め
る
。

令
和
六
年
九
月
四
日
提
出

大
分
県
知
事

佐

藤

樹

一

郎
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第
八
十
一
号
議
案

一
時
保
護
施
設
の
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
を
定
め
る
条
例
の
制
定
に
つ
い
て

一
時
保
護
施
設
の
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
を
定
め
る
条
例
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
六
年
九
月
四
日
提
出

大
分
県
知
事

佐

藤

樹

一

郎

一
時
保
護
施
設
の
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
を
定
め
る
条
例

（
趣
旨
）

第
一
条

こ
の
条
例
は
、
児
童
福
祉
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
百
六
十
四
号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）

第
十
二
条
の
四
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
一
時
保
護
施
設
の
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
を
定
め
る

も
の
と
す
る
。

（
用
語
）

第
二
条

こ
の
条
例
に
お
い
て
使
用
す
る
用
語
は
、
法
に
お
い
て
使
用
す
る
用
語
の
例
に
よ
る
。

（
最
低
基
準
の
目
的
等
）

第
三
条

こ
の
条
例
で
定
め
る
基
準
（
以
下
こ
の
条
及
び
次
条
に
お
い
て
「
最
低
基
準
」
と
い
う
。
）
は
、

一
時
保
護
施
設
に
入
所
し
て
い
る
児
童
が
、
明
る
く
、
衛
生
的
な
環
境
に
お
い
て
、
素
養
が
あ
り
、
か

つ
、
適
切
な
訓
練
を
受
け
た
職
員
の
支
援
に
よ
り
、
心
身
と
も
に
健
や
か
に
し
て
、
安
全
な
生
活
を
送
る

こ
と
を
保
障
す
る
も
の
と
す
る
。

２

県
は
、
最
低
基
準
を
常
に
向
上
さ
せ
る
よ
う
に
努
め
る
も
の
と
す
る
。

（
最
低
基
準
と
一
時
保
護
施
設
）

第
四
条

一
時
保
護
施
設
は
、
最
低
基
準
を
超
え
て
、
常
に
、
そ
の
設
備
及
び
運
営
を
向
上
さ
せ
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。

２

最
低
基
準
を
超
え
て
、
設
備
を
有
し
、
又
は
運
営
を
し
て
い
る
一
時
保
護
施
設
に
お
い
て
は
、
最
低
基

準
を
理
由
と
し
て
、
そ
の
設
備
又
は
運
営
を
低
下
さ
せ
て
は
な
ら
な
い
。

（
一
時
保
護
施
設
の
一
般
原
則
）

第
五
条

一
時
保
護
施
設
は
、
入
所
し
て
い
る
児
童
の
権
利
に
十
分
配
慮
す
る
と
と
も
に
、
一
人
一
人
の
人

格
を
尊
重
し
て
、
そ
の
運
営
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

一
時
保
護
施
設
は
、
児
童
の
保
護
者
及
び
地
域
社
会
に
対
し
、
当
該
一
時
保
護
施
設
の
運
営
の
内
容
を

適
切
に
説
明
す
る
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３

一
時
保
護
施
設
は
、
自
ら
そ
の
行
う
業
務
の
質
の
評
価
を
行
う
と
と
も
に
、
定
期
的
に
外
部
の
者
に
よ

る
評
価
を
受
け
て
、
そ
れ
ら
の
結
果
を
公
表
し
、
常
に
そ
の
改
善
を
図
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

４

一
時
保
護
施
設
に
は
、
法
第
三
十
三
条
第
一
項
又
は
第
二
項
に
規
定
す
る
一
時
保
護
の
目
的
を
達
成
す

る
た
め
に
必
要
な
設
備
を
設
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

５

一
時
保
護
施
設
の
構
造
設
備
は
、
採
光
、
換
気
等
入
所
し
て
い
る
児
童
の
保
健
衛
生
及
び
こ
れ
ら
の
児

童
に
対
す
る
危
害
防
止
に
十
分
な
考
慮
を
払
っ
て
設
け
ら
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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（
非
常
災
害
対
策
）

第
六
条

一
時
保
護
施
設
は
、
消
火
設
備
そ
の
他
の
非
常
災
害
に
際
し
て
必
要
な
設
備
を
設
け
る
と
と
も

に
、
災
害
の
態
様
ご
と
に
非
常
災
害
に
対
す
る
具
体
的
計
画
を
策
定
し
、
並
び
に
非
常
災
害
時
の
関
係
機

関
へ
の
通
報
体
制
及
び
連
携
体
制
を
整
備
し
、
そ
れ
ら
を
職
員
に
周
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

前
項
の
規
定
に
よ
り
策
定
し
、
又
は
整
備
し
た
具
体
的
計
画
並
び
に
通
報
体
制
及
び
連
携
体
制
は
、
施

設
内
に
掲
示
し
、
必
要
に
応
じ
て
内
容
の
検
証
及
び
見
直
し
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３

一
時
保
護
施
設
は
、
非
常
災
害
に
備
え
る
た
め
、
定
期
的
に
必
要
な
訓
練
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
当
該
訓
練
は
、
夜
間
（
夜
間
を
想
定
し
た
場
合
を
含
む
。
）
に
お
い
て
も
行

わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

４

一
時
保
護
施
設
は
、
前
項
の
訓
練
の
う
ち
避
難
及
び
消
火
に
対
す
る
訓
練
に
つ
い
て
は
、
少
な
く
と
も

毎
月
一
回
、
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
安
全
計
画
の
策
定
等
）

第
七
条

一
時
保
護
施
設
は
、
児
童
の
安
全
の
確
保
を
図
る
た
め
、
当
該
一
時
保
護
施
設
の
設
備
の
安
全
点

検
、
職
員
、
児
童
等
に
対
す
る
施
設
外
で
の
活
動
、
取
組
等
を
含
め
た
一
時
保
護
施
設
で
の
生
活
そ
の
他

の
日
常
生
活
に
お
け
る
安
全
に
関
す
る
教
育
、
職
員
の
研
修
及
び
訓
練
そ
の
他
一
時
保
護
施
設
に
お
け
る

安
全
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
の
計
画
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
安
全
計
画
」
と
い
う
。
）
を
策
定

し
、
当
該
安
全
計
画
に
従
い
必
要
な
措
置
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

一
時
保
護
施
設
は
、
職
員
に
対
し
、
安
全
計
画
に
つ
い
て
周
知
す
る
と
と
も
に
、
前
項
の
研
修
及
び
訓

練
を
定
期
的
に
実
施
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３

一
時
保
護
施
設
は
、
定
期
的
に
安
全
計
画
の
見
直
し
を
行
い
、
必
要
に
応
じ
て
安
全
計
画
の
変
更
を
行

う
も
の
と
す
る
。

（
自
動
車
を
運
行
す
る
場
合
の
所
在
の
確
認
）

第
八
条

一
時
保
護
施
設
は
、
児
童
の
施
設
外
で
の
活
動
、
取
組
等
の
た
め
の
移
動
そ
の
他
の
児
童
の
移
動

の
た
め
に
自
動
車
を
運
行
す
る
と
き
は
、
児
童
の
乗
車
及
び
降
車
の
際
に
、
点
呼
そ
の
他
の
児
童
の
所
在

を
確
実
に
把
握
す
る
こ
と
が
で
き
る
方
法
に
よ
り
、
児
童
の
所
在
を
確
認
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
入
所
し
た
児
童
を
平
等
に
取
り
扱
う
原
則
）

第
九
条

一
時
保
護
施
設
に
お
い
て
は
、
入
所
し
て
い
る
児
童
の
国
籍
、
信
条
、
社
会
的
身
分
等
に
よ
っ

て
、
差
別
的
取
扱
い
を
し
て
は
な
ら
な
い
。

（
児
童
の
権
利
擁
護
）

第
十
条

知
事
又
は
児
童
相
談
所
長
は
、
一
時
保
護
施
設
に
お
い
て
一
時
保
護
を
行
う
に
当
た
っ
て
は
、
児

童
に
対
し
、
児
童
の
権
利
、
児
童
の
権
利
を
擁
護
す
る
仕
組
み
、
一
時
保
護
を
行
う
理
由
そ
の
他
必
要
な

事
項
に
つ
い
て
、
年
齢
、
発
達
の
状
況
そ
の
他
の
当
該
児
童
の
事
情
に
応
じ
た
説
明
を
行
わ
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。

2

一
時
保
護
施
設
に
お
い
て
は
、
入
所
し
た
児
童
に
対
し
、
そ
の
意
見
又
は
意
向
（
意
見
聴
取
等
措
置
に

お
い
て
表
明
さ
れ
た
意
見
又
は
意
向
を
含
む
。
）
を
尊
重
し
た
支
援
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
児
童
の
権
利
の
制
限
）

第
十
一
条

一
時
保
護
施
設
に
お
い
て
は
、
正
当
な
理
由
な
く
、
児
童
の
権
利
を
制
限
し
て
は
な
ら
な
い
。
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２

一
時
保
護
施
設
に
お
い
て
、
前
項
の
正
当
な
理
由
が
あ
る
場
合
に
、
や
む
を
得
ず
児
童
の
権
利
を
制
限

す
る
に
当
た
っ
て
は
、
そ
の
理
由
に
つ
い
て
十
分
な
説
明
を
行
い
、
児
童
の
理
解
を
得
る
よ
う
努
め
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。

（
児
童
の
行
動
の
制
限
）

第
十
二
条

一
時
保
護
施
設
に
お
い
て
は
、
施
錠
等
に
よ
り
児
童
の
行
動
を
制
限
し
て
は
な
ら
な
い
。

（
児
童
の
所
持
品
等
）

第
十
三
条

一
時
保
護
施
設
に
お
い
て
は
、
合
理
的
な
理
由
な
く
、
児
童
の
所
持
す
る
物
の
持
込
み
を
禁
止

し
て
は
な
ら
な
い
。

２

一
時
保
護
施
設
に
お
い
て
、
前
項
の
合
理
的
な
理
由
が
あ
る
場
合
に
、
や
む
を
得
ず
児
童
の
所
持
す
る

物
の
持
込
み
を
禁
止
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
そ
の
理
由
に
つ
い
て
十
分
な
説
明
を
行
い
、
児
童
の
理
解
を

得
た
上
で
こ
れ
を
行
う
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３

一
時
保
護
施
設
に
お
い
て
、
児
童
の
所
持
す
る
物
を
保
管
す
る
場
合
は
、
紛
失
、
盗
難
、
毀
損
等
が
生

じ
な
い
よ
う
な
設
備
に
保
管
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
虐
待
等
の
禁
止
）

第
十
四
条

一
時
保
護
施
設
の
職
員
は
、
入
所
中
の
児
童
に
対
し
、
法
第
三
十
三
条
の
十
各
号
に
掲
げ
る
行

為
そ
の
他
当
該
児
童
の
心
身
に
有
害
な
影
響
を
与
え
る
行
為
を
し
て
は
な
ら
な
い
。

（
業
務
継
続
計
画
の
策
定
等
）

第
十
五
条

一
時
保
護
施
設
は
、
感
染
症
又
は
非
常
災
害
の
発
生
時
に
お
い
て
、
入
所
し
て
い
る
児
童
に
対

す
る
支
援
の
提
供
を
継
続
的
に
実
施
し
、
及
び
非
常
時
の
体
制
で
早
期
の
業
務
再
開
を
図
る
た
め
の
計
画

（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
業
務
継
続
計
画
」
と
い
う
。
）
を
策
定
し
、
当
該
業
務
継
続
計
画
に
従
い
必

要
な
措
置
を
講
ず
る
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

一
時
保
護
施
設
は
、
職
員
に
対
し
、
業
務
継
続
計
画
に
つ
い
て
周
知
す
る
と
と
も
に
、
必
要
な
研
修
及

び
訓
練
を
定
期
的
に
実
施
す
る
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３

一
時
保
護
施
設
は
、
定
期
的
に
業
務
継
続
計
画
の
見
直
し
を
行
い
、
必
要
に
応
じ
て
業
務
継
続
計
画
の

変
更
を
行
う
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。

（
設
備
）

第
十
六
条

一
時
保
護
施
設
の
設
備
の
基
準
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一

児
童
の
居
室
、
学
習
等
を
行
う
室
、
屋
内
運
動
場
（
一
時
保
護
施
設
の
付
近
に
あ
る
屋
内
運
動
場
に

代
わ
る
べ
き
場
所
を
含
む
。
第
八
号
及
び
第
二
十
九
条
第
二
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
又
は
屋
外
運
動
場

（
一
時
保
護
施
設
の
付
近
に
あ
る
屋
外
運
動
場
に
代
わ
る
べ
き
場
所
を
含
む
。
第
八
号
及
び
第
二
十
九

条
第
二
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
、
相
談
室
、
食
堂
（
ユ
ニ
ッ
ト
（
居
室
、
居
室
に
近
接
し
て
設
け
ら
れ

る
相
互
に
交
流
を
図
る
こ
と
が
で
き
る
設
備
、
浴
室
及
び
便
所
に
よ
り
一
体
的
に
構
成
さ
れ
る
場
所
で

あ
っ
て
、
そ
の
利
用
定
員
が
お
お
む
ね
六
人
以
下
で
あ
る
も
の
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
並
び
に
第
二
十

条
第
一
項
及
び
第
二
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
整
備
し
、
各
ユ
ニ
ッ
ト
に
お
い
て
食
事
を
提
供
す
る
場

合
を
除
く
。
）
、
調
理
室
、
浴
室
及
び
便
所
を
設
け
る
こ
と
。

二

児
童
が
で
き
る
限
り
良
好
な
家
庭
的
環
境
に
お
い
て
安
全
に
か
つ
安
心
し
て
暮
ら
す
こ
と
が
で
き
る

よ
う
、
ユ
ニ
ッ
ト
を
整
備
す
る
よ
う
努
め
る
こ
と
。
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三

児
童
の
居
室
は
、
児
童
が
穏
や
か
に
過
ご
す
こ
と
が
で
き
、
安
心
し
て
暮
ら
す
こ
と
が
で
き
る
環
境

を
整
え
る
こ
と
。

四

児
童
の
居
室
の
一
室
の
定
員
は
、
四
人
以
下
と
し
、
そ
の
面
積
は
、
一
人
に
つ
き
四
・
九
五
平
方
メ

ー
ト
ル
以
上
と
す
る
こ
と
。
た
だ
し
、
乳
児
又
は
幼
児
の
み
の
居
室
の
一
室
の
定
員
は
、
六
人
以
下
と

し
、
そ
の
面
積
は
、
一
人
に
つ
き
三
・
三
平
方
メ
ー
ト
ル
以
上
と
す
る
こ
と
。

五

少
年
の
居
室
の
一
室
の
定
員
は
、
一
人
と
す
る
よ
う
努
め
る
と
と
も
に
、
そ
の
面
積
は
、
八
平
方
メ

ー
ト
ル
以
上
と
す
る
よ
う
努
め
る
こ
と
。

六

少
年
で
あ
っ
て
も
、
そ
の
福
祉
の
た
め
に
必
要
が
あ
る
と
き
は
、
複
数
の
児
童
（
少
年
を
含
む
。
以

下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
で
同
一
の
居
室
を
利
用
で
き
る
よ
う
、
複
数
の
児
童
で
の
利
用
が
可
能

な
居
室
を
設
け
る
こ
と
。

七

入
所
し
て
い
る
児
童
の
年
齢
等
に
応
じ
、
男
子
と
女
子
の
居
室
を
別
に
す
る
こ
と
。

八

学
習
等
を
行
う
室
及
び
屋
内
運
動
場
又
は
屋
外
運
動
場
は
、
児
童
の
人
数
に
応
じ
た
必
要
な
面
積
を

有
す
る
こ
と
。

九

浴
室
及
び
便
所
は
、
男
子
用
と
女
子
用
と
を
別
に
す
る
こ
と
。
た
だ
し
、
少
数
の
児
童
を
対
象
と
し

て
設
け
る
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

十

居
室
、
浴
室
及
び
便
所
を
設
け
る
に
当
た
っ
て
は
、
入
所
す
る
児
童
の
年
齢
、
性
別
、
性
的
指
向
及

び
ジ
ェ
ン
ダ
ー
ア
イ
デ
ン
テ
ィ
テ
ィ
の
多
様
性
に
関
す
る
国
民
の
理
解
の
増
進
に
関
す
る
法
律
（
令
和

五
年
法
律
第
六
十
八
号
）
第
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
性
的
指
向
及
び
同
条
第
二
項
に
規
定
す
る
ジ
ェ

ン
ダ
ー
ア
イ
デ
ン
テ
ィ
テ
ィ
等
に
配
慮
す
る
こ
と
。

十
一

児
童
三
十
人
以
上
を
入
所
さ
せ
る
一
時
保
護
施
設
に
は
、
医
務
室
及
び
静
養
室
を
設
け
る
こ
と
。

十
二

児
童
の
生
活
の
場
は
、
児
童
の
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
の
保
護
に
十
分
に
配
慮
し
た
環
境
を
整
え
る
こ

と
。

（
一
時
保
護
施
設
に
お
け
る
職
員
の
一
般
的
要
件
）

第
十
七
条

一
時
保
護
施
設
に
入
所
し
て
い
る
児
童
の
保
護
に
従
事
す
る
職
員
は
、
健
全
な
心
身
を
有
し
、

豊
か
な
人
間
性
と
倫
理
観
を
備
え
、
児
童
福
祉
事
業
に
熱
意
の
あ
る
者
で
あ
っ
て
、
で
き
る
限
り
児
童
福

祉
事
業
の
理
論
及
び
実
際
に
つ
い
て
訓
練
を
受
け
た
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
一
時
保
護
施
設
の
職
員
の
知
識
及
び
技
能
の
向
上
等
）

さ
ん

第
十
八
条

一
時
保
護
施
設
の
職
員
は
、
常
に
自
己
研
鑽
に
励
み
、
法
第
三
十
三
条
第
一
項
又
は
第
二
項
に

規
定
す
る
一
時
保
護
の
目
的
を
達
成
す
る
た
め
に
必
要
な
知
識
及
び
技
能
の
修
得
、
維
持
及
び
向
上
に
努

め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

知
事
は
、
一
時
保
護
施
設
の
職
員
に
対
し
、
そ
の
資
質
の
向
上
の
た
め
に
、
一
時
保
護
施
設
に
入
所
し

て
い
る
児
童
の
権
利
の
擁
護
、
児
童
の
意
見
又
は
意
向
を
尊
重
し
た
支
援
の
実
施
そ
の
他
必
要
な
事
項
に

関
す
る
研
修
の
機
会
を
確
保
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
職
員
）

第
十
九
条

一
時
保
護
施
設
に
は
、
児
童
指
導
員
（
児
童
の
生
活
指
導
を
行
う
者
を
い
う
。
次
項
及
び
第
二

十
二
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
、
嘱
託
医
、
看
護
師
、
保
育
士
、
心
理
療
法
担
当
職
員
、
個
別
対
応
職
員
、

学
習
指
導
員
、
栄
養
士
及
び
調
理
員
を
置
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
児
童
十
人
以
下
を
入
所
さ
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せ
る
一
時
保
護
施
設
に
あ
っ
て
は
個
別
対
応
職
員
を
、
学
習
指
導
を
委
託
す
る
一
時
保
護
施
設
に
あ
っ
て

は
学
習
指
導
員
を
、
児
童
四
十
人
以
下
を
入
所
さ
せ
る
一
時
保
護
施
設
に
あ
っ
て
は
栄
養
士
を
、
調
理
業

務
の
全
部
を
委
託
す
る
施
設
に
あ
っ
て
は
調
理
員
を
置
か
な
い
こ
と
が
で
き
る
。

２

児
童
指
導
員
及
び
保
育
士
の
総
数
は
、
通
じ
て
、
満
二
歳
に
満
た
な
い
幼
児
お
お
む
ね
一
・
六
人
に
つ

き
一
人
以
上
、
満
二
歳
以
上
満
三
歳
に
満
た
な
い
幼
児
お
お
む
ね
二
人
に
つ
き
一
人
以
上
、
満
三
歳
以
上

の
児
童
お
お
む
ね
三
人
に
つ
き
一
人
以
上
と
す
る
。

３

心
理
療
法
担
当
職
員
の
数
は
、
児
童
お
お
む
ね
十
人
に
つ
き
一
人
以
上
と
す
る
。

４

学
習
指
導
員
の
数
は
、
児
童
の
人
数
に
応
じ
た
適
切
な
数
を
置
く
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
夜
間
の
職
員
配
置
）

第
二
十
条

一
時
保
護
施
設
（
ユ
ニ
ッ
ト
を
整
備
し
て
い
な
い
も
の
に
限
る
。
）
に
は
、
夜
間
、
職
員
二
人

以
上
を
置
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

一
時
保
護
施
設
（
前
項
に
規
定
す
る
も
の
を
除
く
。
）
に
は
、
夜
間
、
一
の
ユ
ニ
ッ
ト
ご
と
に
職
員
一

人
以
上
を
置
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
夜
間
に
置
か
れ
る
職
員
全
体
の
数
は
、
二
人
を
下
る
こ

と
は
で
き
な
い
。

３

一
時
保
護
施
設
に
お
い
て
児
童
相
談
所
の
開
庁
時
間
以
外
の
時
間
に
お
け
る
法
第
二
十
五
条
第
一
項
の

規
定
に
よ
る
通
告
に
係
る
対
応
を
行
う
場
合
に
は
、
一
時
保
護
施
設
に
は
、
夜
間
、
前
二
項
に
規
定
す
る

職
員
と
は
別
に
、
当
該
対
応
の
た
め
に
必
要
な
職
員
を
置
く
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
一
時
保
護
施
設
の
管
理
者
等
）

第
二
十
一
条

一
時
保
護
施
設
に
は
、
人
格
が
高
潔
で
識
見
が
高
く
、
一
時
保
護
施
設
を
適
切
に
運
営
す
る

能
力
を
有
す
る
者
を
管
理
者
と
し
て
置
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

一
時
保
護
施
設
に
は
、
職
員
の
指
導
及
び
教
育
を
行
う
指
導
教
育
担
当
職
員
を
置
か
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

３

指
導
教
育
担
当
職
員
は
、
一
時
保
護
施
設
に
お
け
る
業
務
又
は
児
童
相
談
所
に
お
け
る
児
童
の
福
祉
に

係
る
相
談
援
助
業
務
に
通
算
し
て
お
お
む
ね
五
年
以
上
従
事
し
た
経
験
を
有
す
る
者
で
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

４

一
時
保
護
施
設
の
管
理
者
及
び
指
導
教
育
担
当
職
員
は
、
二
年
に
一
回
以
上
、
一
時
保
護
施
設
の
運
営

に
関
す
る
必
要
な
知
識
の
習
得
及
び
そ
の
資
質
の
向
上
の
た
め
の
こ
ど
も
家
庭
庁
長
官
が
指
定
す
る
者
が

行
う
研
修
又
は
こ
れ
に
準
ず
る
研
修
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
や
む
を
得
な
い
理
由
が
あ

る
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

（
児
童
指
導
員
の
資
格
）

第
二
十
二
条

児
童
指
導
員
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

都
道
府
県
知
事
の
指
定
す
る
児
童
福
祉
施
設
の
職
員
を
養
成
す
る
学
校
そ
の
他
の
養
成
施
設
を
卒
業

し
た
者
（
学
校
教
育
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
二
十
六
号
）
の
規
定
に
よ
る
専
門
職
大
学
の
前
期
課

程
を
修
了
し
た
者
を
含
む
。
）

二

社
会
福
祉
士
の
資
格
を
有
す
る
者

三

精
神
保
健
福
祉
士
の
資
格
を
有
す
る
者

四

学
校
教
育
法
の
規
定
に
よ
る
大
学
（
短
期
大
学
を
除
く
。
次
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
お
い
て
、
社
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会
福
祉
学
、
心
理
学
、
教
育
学
若
し
く
は
社
会
学
を
専
修
す
る
学
科
又
は
こ
れ
ら
に
相
当
す
る
課
程
を

修
め
て
卒
業
し
た
者

五

学
校
教
育
法
の
規
定
に
よ
る
大
学
に
お
い
て
、
社
会
福
祉
学
、
心
理
学
、
教
育
学
又
は
社
会
学
に
関

す
る
科
目
の
単
位
を
優
秀
な
成
績
で
修
得
し
た
こ
と
に
よ
り
、
同
法
第
百
二
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り

大
学
院
へ
の
入
学
を
認
め
ら
れ
た
者

六

学
校
教
育
法
の
規
定
に
よ
る
大
学
院
に
お
い
て
、
社
会
福
祉
学
、
心
理
学
、
教
育
学
若
し
く
は
社
会

学
を
専
攻
す
る
研
究
科
又
は
こ
れ
ら
に
相
当
す
る
課
程
を
修
了
し
た
者

七

外
国
の
大
学
に
お
い
て
、
社
会
福
祉
学
、
心
理
学
、
教
育
学
若
し
く
は
社
会
学
を
専
修
す
る
学
科
又

は
こ
れ
ら
に
相
当
す
る
課
程
を
修
め
て
卒
業
し
た
者

八

学
校
教
育
法
の
規
定
に
よ
る
高
等
学
校
若
し
く
は
中
等
教
育
学
校
を
卒
業
し
た
者
、
同
法
第
九
十
条

第
二
項
の
規
定
に
よ
り
大
学
へ
の
入
学
を
認
め
ら
れ
た
者
若
し
く
は
通
常
の
課
程
に
よ
る
十
二
年
の
学

校
教
育
を
修
了
し
た
者
（
通
常
の
課
程
以
外
の
課
程
に
よ
り
こ
れ
に
相
当
す
る
学
校
教
育
を
修
了
し
た

者
を
含
む
。
）
又
は
文
部
科
学
大
臣
が
こ
れ
と
同
等
以
上
の
資
格
を
有
す
る
と
認
定
し
た
者
で
あ
っ

て
、
二
年
以
上
児
童
福
祉
事
業
に
従
事
し
た
も
の

九

教
育
職
員
免
許
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
四
十
七
号
）
に
規
定
す
る
幼
稚
園
、
小
学
校
、
中
学

校
又
は
高
等
学
校
の
教
諭
の
免
許
状
を
有
す
る
者
で
あ
っ
て
、
知
事
が
適
当
と
認
め
た
も
の

十

三
年
以
上
児
童
福
祉
事
業
に
従
事
し
た
者
で
あ
っ
て
、
知
事
が
適
当
と
認
め
た
も
の

２

知
事
が
行
う
前
項
第
一
号
の
規
定
に
よ
る
指
定
は
、
児
童
福
祉
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
三
年
厚
生
省

令
第
十
一
号
）
別
表
に
定
め
る
教
育
内
容
に
適
合
す
る
学
校
又
は
施
設
に
つ
い
て
行
う
も
の
と
す
る
。

（
心
理
療
法
担
当
職
員
の
資
格
）

第
二
十
三
条

心
理
療
法
担
当
職
員
は
、
学
校
教
育
法
の
規
定
に
よ
る
大
学
（
短
期
大
学
を
除
く
。
）
若
し

く
は
大
学
院
に
お
い
て
、
心
理
学
を
専
修
す
る
学
科
、
研
究
科
若
し
く
は
こ
れ
に
相
当
す
る
課
程
を
修
め

て
卒
業
し
た
者
若
し
く
は
修
了
し
た
者
で
あ
っ
て
、
個
人
及
び
集
団
心
理
療
法
の
技
術
を
有
す
る
も
の
又

は
こ
れ
と
同
等
以
上
の
能
力
を
有
す
る
と
認
め
ら
れ
る
者
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
学
習
指
導
員
の
資
格
）

第
二
十
四
条

学
習
指
導
員
は
、
教
育
職
員
免
許
法
に
規
定
す
る
小
学
校
、
中
学
校
又
は
高
等
学
校
の
教
諭

の
免
許
状
を
有
す
る
者
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

学
齢
児
童
及
び
学
齢
生
徒
（
そ
れ
ぞ
れ
学
校
教
育
法
第
十
八
条
に
規
定
す
る
学
齢
児
童
及
び
学
齢
生
徒

を
い
う
。
）
を
入
所
さ
せ
る
一
時
保
護
施
設
で
あ
っ
て
学
習
指
導
員
を
二
人
以
上
置
く
も
の
に
あ
っ
て

は
、
教
育
職
員
免
許
法
に
規
定
す
る
小
学
校
の
教
諭
の
免
許
状
を
有
す
る
学
習
指
導
員
及
び
同
法
に
規
定

す
る
中
学
校
の
教
諭
の
免
許
状
を
有
す
る
学
習
指
導
員
を
そ
れ
ぞ
れ
一
人
以
上
置
く
よ
う
努
め
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。

（
社
会
福
祉
施
設
を
併
せ
て
設
置
す
る
と
き
の
設
備
及
び
職
員
）

第
二
十
五
条

一
時
保
護
施
設
は
、
社
会
福
祉
施
設
を
併
せ
て
設
置
す
る
と
き
は
、
必
要
に
応
じ
当
該
一
時

保
護
施
設
の
設
備
及
び
職
員
の
一
部
に
併
せ
て
設
置
す
る
社
会
福
祉
施
設
の
設
備
及
び
職
員
を
兼
ね
さ
せ

る
こ
と
が
で
き
る
。

２

前
項
の
規
定
は
、
入
所
し
て
い
る
児
童
の
居
室
及
び
一
時
保
護
施
設
に
特
有
の
設
備
並
び
に
入
所
し
て
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い
る
児
童
の
保
護
に
直
接
従
事
す
る
職
員
に
つ
い
て
は
、
適
用
し
な
い
。

（
衛
生
管
理
等
）

第
二
十
六
条

一
時
保
護
施
設
に
入
所
し
て
い
る
児
童
の
使
用
す
る
設
備
、
食
器
等
又
は
飲
用
に
供
す
る
水

に
つ
い
て
は
、
衛
生
的
な
管
理
に
努
め
、
又
は
衛
生
上
必
要
な
措
置
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

一
時
保
護
施
設
は
、
当
該
一
時
保
護
施
設
に
お
い
て
感
染
症
又
は
食
中
毒
が
発
生
し
、
又
は
ま
ん
延
し

な
い
よ
う
に
、
職
員
に
対
し
、
感
染
症
及
び
食
中
毒
の
予
防
及
び
ま
ん
延
の
防
止
の
た
め
の
研
修
並
び
に

感
染
症
の
予
防
及
び
ま
ん
延
の
防
止
の
た
め
の
訓
練
を
定
期
的
に
実
施
す
る
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

３

一
時
保
護
施
設
に
お
い
て
は
、
入
所
し
て
い
る
児
童
の
希
望
等
を
勘
案
し
、
清
潔
を
維
持
す
る
こ
と
が

で
き
る
よ
う
適
切
に
、
入
所
し
て
い
る
児
童
を
入
浴
さ
せ
、
又
は
清
し
き
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

４

一
時
保
護
施
設
は
、
入
所
し
て
い
る
児
童
に
対
し
清
潔
な
衣
服
を
提
供
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
な

お
、
下
着
は
、
児
童
の
所
持
す
る
物
を
使
用
さ
せ
、
又
は
未
使
用
の
も
の
を
提
供
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

５

一
時
保
護
施
設
に
は
、
必
要
な
医
薬
品
そ
の
他
の
医
療
品
を
備
え
る
と
と
も
に
、
そ
れ
ら
の
管
理
を
適

正
に
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
食
事
）

第
二
十
七
条

一
時
保
護
施
設
に
お
い
て
、
入
所
し
て
い
る
児
童
に
食
事
を
提
供
す
る
と
き
は
、
当
該
一
時

保
護
施
設
内
で
調
理
す
る
方
法
（
第
二
十
五
条
の
規
定
に
よ
り
、
当
該
一
時
保
護
施
設
の
調
理
室
を
兼
ね

て
い
る
社
会
福
祉
施
設
の
調
理
室
に
お
い
て
調
理
す
る
方
法
を
含
む
。
）
に
よ
り
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

２

一
時
保
護
施
設
に
お
い
て
、
入
所
し
て
い
る
児
童
に
食
事
を
提
供
す
る
と
き
は
、
そ
の
献
立
は
、
で
き

る
限
り
、
変
化
に
富
み
、
入
所
し
て
い
る
児
童
の
健
全
な
発
育
に
必
要
な
栄
養
量
を
含
有
す
る
も
の
で
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３

食
事
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
ほ
か
、
食
品
の
種
類
及
び
調
理
方
法
に
つ
い
て
栄
養
並
び
に
入
所
し
て

し

い
る
児
童
の
身
体
的
状
況
及
び
嗜
好
を
考
慮
し
た
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

４

調
理
は
、
あ
ら
か
じ
め
作
成
さ
れ
た
献
立
に
従
っ
て
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
少
数
の
児

童
を
対
象
と
し
て
家
庭
的
な
環
境
の
下
で
調
理
す
る
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

５

一
時
保
護
施
設
は
、
望
ま
し
い
食
習
慣
の
定
着
及
び
食
を
通
じ
た
豊
か
な
人
間
形
成
等
に
よ
る
児
童
の

心
身
の
健
全
育
成
を
図
る
た
め
、
食
育
の
推
進
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

６

一
時
保
護
施
設
は
、
食
育
の
推
進
の
た
め
、
責
任
者
を
置
き
、
食
育
の
計
画
を
定
め
る
等
の
措
置
を
講

ず
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。

７

一
時
保
護
施
設
は
、
入
所
し
て
い
る
児
童
に
食
事
を
提
供
す
る
と
き
は
、
地
域
で
生
産
さ
れ
た
食
材
を

活
用
す
る
と
と
も
に
、
季
節
を
感
じ
ら
れ
る
食
事
を
提
供
す
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。

（
入
所
し
た
児
童
及
び
職
員
の
健
康
状
態
の
把
握
等
）

第
二
十
八
条

児
童
相
談
所
長
は
、
入
所
し
た
児
童
の
健
康
状
態
を
把
握
す
る
た
め
に
、
当
該
児
童
の
状
況

等
に
応
じ
、
医
師
又
は
歯
科
医
師
に
よ
る
診
察
そ
の
他
の
必
要
な
措
置
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

前
項
の
措
置
の
実
施
に
よ
り
児
童
の
健
康
状
態
を
把
握
し
た
医
師
又
は
歯
科
医
師
は
、
そ
の
結
果
必
要
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な
事
項
を
入
所
し
た
児
童
の
健
康
を
記
録
す
る
表
に
記
入
す
る
と
と
も
に
、
必
要
に
応
じ
一
時
保
護
の
解

除
及
び
医
療
上
の
措
置
等
必
要
な
手
続
を
と
る
こ
と
を
、
児
童
相
談
所
長
又
は
知
事
に
勧
告
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。

３

一
時
保
護
施
設
の
職
員
の
健
康
状
態
の
把
握
に
当
た
っ
て
は
、
特
に
入
所
し
て
い
る
児
童
の
食
事
を
調

理
す
る
者
に
つ
き
、
綿
密
な
注
意
を
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
養
護
）

第
二
十
九
条

一
時
保
護
施
設
に
お
け
る
養
護
は
、
児
童
に
対
し
て
安
定
し
た
生
活
環
境
を
整
え
る
と
と
も

に
、
生
活
支
援
及
び
教
育
を
行
い
つ
つ
児
童
を
養
育
す
る
こ
と
に
よ
り
、
児
童
の
心
身
の
健
や
か
な
成
長

を
支
援
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

学
習
等
を
行
う
室
、
屋
内
運
動
場
、
屋
外
運
動
場
等
に
お
け
る
活
動
は
、
そ
れ
ら
の
面
積
及
び
利
用
す

る
児
童
数
等
を
勘
案
し
て
、
児
童
の
安
全
が
確
保
さ
れ
た
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
生
活
支
援
、
教
育
及
び
親
子
関
係
再
構
築
支
援
等
）

第
三
十
条

一
時
保
護
施
設
に
お
け
る
生
活
支
援
は
、
児
童
の
自
主
性
を
尊
重
し
つ
つ
、
基
本
的
生
活
習
慣

を
確
立
す
る
と
と
も
に
豊
か
な
人
間
性
及
び
社
会
性
を
養
う
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。

２

一
時
保
護
施
設
に
お
け
る
教
育
は
、
児
童
が
そ
の
適
性
、
能
力
等
に
応
じ
た
学
習
を
行
う
こ
と
が
で
き

る
よ
う
、
適
切
な
相
談
、
助
言
、
情
報
の
提
供
等
の
支
援
に
よ
り
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３

一
時
保
護
施
設
は
、
学
校
教
育
法
第
一
条
に
規
定
す
る
学
校
（
幼
稚
園
を
除
く
。
）
に
在
籍
し
て
い
る

児
童
が
適
切
な
教
育
を
受
け
ら
れ
る
よ
う
、
当
該
児
童
の
希
望
を
尊
重
し
つ
つ
、
そ
の
置
か
れ
て
い
る
環

境
そ
の
他
の
事
情
を
勘
案
し
、
通
学
の
支
援
そ
の
他
の
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。

４

一
時
保
護
施
設
は
、
児
童
の
家
庭
の
状
況
に
応
じ
、
親
子
関
係
の
再
構
築
等
が
図
ら
れ
る
よ
う
、
必
要

な
支
援
等
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

５

一
時
保
護
施
設
は
、
児
童
が
適
切
な
支
援
を
受
け
ら
れ
る
よ
う
、
一
時
保
護
の
解
除
後
も
当
該
解
除
を

行
っ
た
児
童
相
談
所
に
必
要
な
協
力
を
す
る
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
関
係
機
関
と
の
連
携
）

第
三
十
一
条

児
童
相
談
所
長
は
、
児
童
の
通
学
す
る
学
校
及
び
必
要
に
応
じ
警
察
、
医
療
機
関
等
関
係
機

関
と
密
接
に
連
携
し
て
児
童
の
支
援
に
当
た
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
一
時
保
護
施
設
内
部
の
規
程
）

第
三
十
二
条

一
時
保
護
施
設
に
お
い
て
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
の
う
ち
必
要
な
事
項
に
つ
き
規
程
を
設
け

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

入
所
す
る
児
童
の
支
援
に
関
す
る
事
項

二

そ
の
他
施
設
の
管
理
に
つ
い
て
の
重
要
事
項

（
一
時
保
護
施
設
に
備
え
る
帳
簿
）

第
三
十
三
条

一
時
保
護
施
設
に
は
、
入
所
し
て
い
る
児
童
の
処
遇
の
状
況
を
明
ら
か
に
す
る
帳
簿
を
整
備

し
て
お
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
秘
密
保
持
等
）
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第
三
十
四
条

一
時
保
護
施
設
の
職
員
は
、
正
当
な
理
由
が
な
く
、
そ
の
業
務
上
知
り
得
た
児
童
又
は
そ
の

家
族
の
秘
密
を
漏
ら
し
て
は
な
ら
な
い
。

２

知
事
は
、
一
時
保
護
施
設
の
職
員
で
あ
っ
た
者
が
、
正
当
な
理
由
が
な
く
、
そ
の
業
務
上
知
り
得
た
児

童
又
は
そ
の
家
族
の
秘
密
を
漏
ら
す
こ
と
が
な
い
よ
う
、
必
要
な
措
置
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
苦
情
へ
の
対
応
）

第
三
十
五
条

知
事
は
、
一
時
保
護
施
設
に
入
所
し
て
い
る
児
童
又
は
そ
の
保
護
者
等
か
ら
の
苦
情
に
迅
速

か
つ
適
切
に
対
応
す
る
た
め
に
、
苦
情
を
受
け
付
け
る
た
め
の
窓
口
の
設
置
そ
の
他
の
必
要
な
措
置
を
講

じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

知
事
は
、
前
項
の
苦
情
の
公
正
な
解
決
を
図
る
た
め
、
当
該
一
時
保
護
施
設
の
職
員
以
外
の
者
を
そ
の

処
理
に
関
与
さ
せ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
電
磁
的
記
録
）

第
三
十
六
条

一
時
保
護
施
設
及
び
そ
の
職
員
は
、
記
録
、
作
成
そ
の
他
こ
れ
ら
に
類
す
る
も
の
の
う
ち
、

こ
の
条
例
の
規
定
に
お
い
て
書
面
（
書
面
、
書
類
、
文
書
、
謄
本
、
抄
本
、
正
本
、
副
本
、
複
本
そ
の
他

文
字
、
図
形
等
人
の
知
覚
に
よ
っ
て
認
識
す
る
こ
と
が
で
き
る
情
報
が
記
載
さ
れ
た
紙
そ
の
他
の
有
体
物

を
い
う
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
で
行
う
こ
と
が
規
定
さ
れ
、
又
は
想
定
さ
れ
る
も
の
に
つ
い

て
は
、
書
面
に
代
え
て
、
当
該
書
面
に
係
る
電
磁
的
記
録
（
電
子
的
方
式
、
磁
気
的
方
式
そ
の
他
人
の
知

覚
に
よ
っ
て
は
認
識
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
方
式
で
作
ら
れ
る
記
録
で
あ
っ
て
、
電
子
計
算
機
に
よ
る
情

報
処
理
の
用
に
供
さ
れ
る
も
の
を
い
う
。
）
に
よ
り
行
う
こ
と
が
で
き
る
。

附

則

（
施
行
期
日
）

１

こ
の
条
例
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
設
備
に
関
す
る
経
過
措
置
）

２

こ
の
条
例
の
施
行
の
際
現
に
存
す
る
一
時
保
護
施
設
（
こ
の
条
例
の
施
行
の
後
に
増
築
さ
れ
、
又
は
改

築
さ
れ
た
も
の
を
除
く
。
）
に
係
る
設
備
に
つ
い
て
は
、
第
十
六
条
の
規
定
は
適
用
せ
ず
、
児
童
福
祉
施

設
の
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
（
昭
和
二
十
三
年
厚
生
省
令
第
六
十
三
号
）
第
四
十
一
条
の
規
定
を

準
用
す
る
。

理

由

児
童
福
祉
法
の
一
部
改
正
に
伴
い
、
一
時
保
護
施
設
の
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
を
定
め
る
必
要

が
あ
る
の
で
提
出
す
る
。
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第
八
十
二
号
議
案

大
分
県
環
境
基
本
計
画
の
策
定
に
つ
い
て

大
分
県
環
境
基
本
条
例
（
平
成
十
一
年
大
分
県
条
例
第
三
十
二
号
）
第
九
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、

別
冊
の
と
お
り
新
た
な
大
分
県
環
境
基
本
計
画
を
策
定
す
る
こ
と
に
つ
い
て
、
大
分
県
行
政
に
係
る
基
本
的

な
計
画
の
議
決
等
に
関
す
る
条
例
（
平
成
二
十
年
大
分
県
条
例
第
五
十
六
号
）
第
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ

り
、
議
決
を
求
め
る
。

令
和
六
年
九
月
四
日
提
出

大
分
県
知
事

佐

藤

樹

一

郎
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第
八
十
三
号
議
案

大
分
県
農
林
水
産
業
振
興
計
画
の
策
定
に
つ
い
て

県
農
林
水
産
業
振
興
の
長
期
的
か
つ
総
合
的
な
指
針
と
な
る
新
た
な
大
分
県
農
林
水
産
業
振
興
計
画
を
別

冊
の
と
お
り
策
定
す
る
こ
と
に
つ
い
て
、
大
分
県
行
政
に
係
る
基
本
的
な
計
画
の
議
決
等
に
関
す
る
条
例

（
平
成
二
十
年
大
分
県
条
例
第
五
十
六
号
）
第
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
議
決
を
求
め
る
。

令
和
六
年
九
月
四
日
提
出

大
分
県
知
事

佐

藤

樹

一

郎
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第
八
十
四
号
議
案

工
事
請
負
契
約
の
締
結
に
つ
い
て

次
の
よ
う
に
工
事
請
負
契
約
を
締
結
す
る
こ
と
に
つ
い
て
、
議
会
の
議
決
に
付
す
べ
き
契
約
及
び
特
に
重

要
な
公
の
施
設
の
廃
止
に
関
す
る
条
例
（
昭
和
三
十
九
年
大
分
県
条
例
第
二
十
九
号
）
第
二
条
の
規
定
に
よ

り
、
議
決
を
求
め
る
。

令
和
六
年
九
月
四
日
提
出

大
分
県
知
事

佐

藤

樹

一

郎

一

契
約
の
目
的

県
道
三
重
新
殿
線
道
路
改
良
工
事

り
ょ
う

二

工
事
の
概
要

橋
梁
上
部
工

延
長

二
百
二
十
六
メ
ー
ト
ル

三

契
約
の
方
法

一
般
競
争
入
札

四

契
約
金
額

二
十
二
億
五
千
二
百
十
万
四
千
八
百
円

五

工

期

着
工

契
約
締
結
の
日
の
翌
日

完
成

令
和
十
年
三
月
十
五
日

六

契
約
の
相
手
方

大
分
市
日
吉
原
三
番
地

三
井
住
友
建
設
鉄
構
エ
ン
ジ
・
大
鐵
特
定
建
設
工
事
共
同
企
業
体

代
表
者

三
井
住
友
建
設
鉄
構
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
株
式
会
社
大
分
営
業
所

所
長

高

橋

昭

理

由

県
道
三
重
新
殿
線
の
道
路
改
良
に
係
る
工
事
請
負
契
約
を
締
結
し
た
い
の
で
提
出
す
る
。
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第
八
十
五
号
議
案

工
事
請
負
契
約
の
変
更
に
つ
い
て

次
の
よ
う
に
工
事
請
負
契
約
の
一
部
を
変
更
す
る
こ
と
に
つ
い
て
、
議
会
の
議
決
に
付
す
べ
き
契
約
及
び

特
に
重
要
な
公
の
施
設
の
廃
止
に
関
す
る
条
例
（
昭
和
三
十
九
年
大
分
県
条
例
第
二
十
九
号
）
第
二
条
の
規

定
に
よ
り
、
議
決
を
求
め
る
。

令
和
六
年
九
月
四
日
提
出

大
分
県
知
事

佐

藤

樹

一

郎

一

工

事

名

県
道
栃
野
西
大
山
線
道
路
改
良
工
事

二

契
約
締
結
年
月
日

令
和
四
年
九
月
二
十
六
日

三

契
約
の
相
手
方

豊
後
高
田
市
香
々
地
四
千
八
十
九
番
地

菅
組
・
谷
組
特
定
建
設
工
事
共
同
企
業
体

代
表
者

株
式
会
社
菅
組

代
表
取
締
役

堤

俊

之

四

契
約
変
更
事
項

契
約
金
額

旧

十
五
億
三
千
六
百
六
十
四
万
五
千
八
十
八
円

新

十
四
億
四
千
五
百
三
万
七
千
二
十
二
円

理

由

当
初
推
定
し
て
い
た
地
質
と
の
相
違
に
よ
る
施
工
方
法
の
変
更
並
び
に
建
設
工
事
に
係
る
労
務
費
及
び

資
材
価
格
の
変
動
に
伴
い
、
契
約
金
額
を
変
更
す
る
必
要
が
あ
る
の
で
提
出
す
る
。
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第
八
十
六
号
議
案

工
事
請
負
契
約
の
締
結
に
つ
い
て

次
の
よ
う
に
工
事
請
負
契
約
を
締
結
す
る
こ
と
に
つ
い
て
、
議
会
の
議
決
に
付
す
べ
き
契
約
及
び
特
に
重

要
な
公
の
施
設
の
廃
止
に
関
す
る
条
例
（
昭
和
三
十
九
年
大
分
県
条
例
第
二
十
九
号
）
第
二
条
の
規
定
に
よ

り
、
議
決
を
求
め
る
。

令
和
六
年
九
月
四
日
提
出

大
分
県
知
事

佐

藤

樹

一

郎

一

契
約
の
目
的

都
市
計
画
道
路
庄
の
原
佐
野
線
街
路
改
築
工
事

り
ょ
う

二

工
事
の
概
要

橋
梁
下
部
工

二
基

三

契
約
の
方
法

一
般
競
争
入
札

四

契
約
金
額

六
億
六
千
二
百
九
十
六
万
九
千
二
百
九
十
六
円

五

工

期

着
工

契
約
締
結
の
日
の
翌
日

完
成

令
和
八
年
三
月
三
十
日

六

契
約
の
相
手
方

大
分
市
中
島
西
三
丁
目
五
番
一
号

株
式
会
社
佐
伯
建
設

代
表
取
締
役
社
長

川

崎

栄

一

理

由

都
市
計
画
道
路
庄
の
原
佐
野
線
橋
梁
下
部
工
新
設
に
係
る
工
事
請
負
契
約
を
締
結
し
た
い
の
で
提
出
す

る
。
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第
八
十
七
号
議
案

大
分
県
県
営
住
宅
等
の
設
置
及
び
管
理
に
関
す
る
条
例
の
一
部
改
正
に
つ
い
て

大
分
県
県
営
住
宅
等
の
設
置
及
び
管
理
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
を
次
の
よ
う
に
定
め

る
。

令
和
六
年
九
月
四
日
提
出

大
分
県
知
事

佐

藤

樹

一

郎

大
分
県
県
営
住
宅
等
の
設
置
及
び
管
理
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

大
分
県
県
営
住
宅
等
の
設
置
及
び
管
理
に
関
す
る
条
例
（
平
成
九
年
大
分
県
条
例
第
二
十
七
号
）
の
一
部

を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

題
名
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

大
分
県
県
営
住
宅
の
設
置
及
び
管
理
に
関
す
る
条
例

目
次
中
「
県
営
住
宅
等
の
設
置
」
を
「
県
営
住
宅
の
設
置
」
に
、
「
第
三
条
の
五
」
を
「
第
三
条
の
四
」

に
、
「
第
六
章

特
定
公
共
賃
貸
住
宅
の
管
理
（
第
五
十
五
条
―
第
六
十
条
）

第
七
章

駐
車
場
の
管
理
（
第
六
十
一
条
―
第
六
十
五
条
）

」
を
「
第
六
章

駐
車
場
の

管
理
（
第
五
十
五
条
―
第
五
十
九
条
）
」
に
、
「
第
八
章
」
を
「
第
七
章
」
に
、
「
第
六
十
六
条
―
第
七
十

条
」
を
「
第
六
十
条
―
第
六
十
七
条
」
に
改
め
る
。

第
一
条
中
「
特
定
優
良
賃
貸
住
宅
の
供
給
の
促
進
に
関
す
る
法
律
（
平
成
五
年
法
律
第
五
十
二
号
。
以
下

「
特
定
住
宅
法
」
と
い
う
。
）
に
基
づ
き
県
が
建
設
す
る
賃
貸
住
宅
並
び
に
」
及
び
「
、
特
定
住
宅
法
」
を

削
る
。

第
二
条
第
二
号
を
削
り
、
同
条
第
一
号
の
二
中
「
次
号
に
規
定
す
る
特
定
公
共
賃
貸
住
宅
」
を
「
特
定
公

共
賃
貸
住
宅
（
県
が
特
定
優
良
賃
貸
住
宅
の
供
給
の
促
進
に
関
す
る
法
律
（
平
成
五
年
法
律
第
五
十
二
号
。

第
五
十
条
に
お
い
て
「
特
定
住
宅
法
」
と
い
う
。
）
第
十
八
条
の
規
定
に
基
づ
き
建
設
し
た
住
宅
及
び
そ
の

附
帯
施
設
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
」
に
改
め
、
同
号
を
同
条
第
二
号
と
し
、
同
条
第
三

号
中
「
及
び
前
号
」
を
削
り
、
同
条
中
第
五
号
を
削
り
、
第
六
号
を
第
五
号
と
し
、
第
七
号
を
第
六
号
と
す

る
。「

第
二
章

県
営
住
宅
等
の
設
置
」
を
「
第
二
章

県
営
住
宅
の
設
置
」
に
改
め
る
。

第
三
条
第
二
項
中
「
別
表
第
一
」
を
「
別
表
」
に
改
め
る
。

第
三
条
の
二
を
削
り
、
第
三
条
の
三
を
第
三
条
の
二
と
し
、
第
三
条
の
四
を
第
三
条
の
三
と
す
る
。

第
三
条
の
五
中
「
第
三
条
の
三
」
を
「
第
三
条
の
二
」
に
改
め
、
同
条
を
第
三
条
の
四
と
す
る
。

第
十
二
条
第
一
項
中
「
こ
の
章
に
お
い
て
」
を
削
る
。

第
四
十
九
条
中
「
第
六
十
七
条
」
を
「
第
六
十
一
条
」
に
改
め
る
。

第
五
十
一
条
中
「
省
令
」
を
「
特
定
優
良
賃
貸
住
宅
の
供
給
の
促
進
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
（
平
成
五

年
建
設
省
令
第
十
六
号
。
次
条
に
お
い
て
「
省
令
」
と
い
う
。
）
」
に
改
め
る
。

第
五
十
四
条
中
「
第
六
十
七
条
」
を
「
第
六
十
一
条
」
に
改
め
る
。

（ 36 ）



第
六
章
を
削
る
。

第
六
十
一
条
中
「
の
各
号
」
を
削
り
、
同
条
第
一
号
中
「
県
営
住
宅
の
入
居
者
若
し
く
は
」
を
「
入
居
者

又
は
」
に
、
「
）
又
は
特
定
公
共
賃
貸
住
宅
の
入
居
者
若
し
く
は
同
居
者
（
以
下
「
入
居
者
又
は
同
居
者
」

と
い
う
」
を
「
以
下
同
じ
」
に
改
め
、
同
条
第
三
号
中
「
第
六
十
三
条
第
一
項
」
を
「
第
五
十
七
条
第
一
項
」

に
改
め
、
第
七
章
中
同
条
を
第
五
十
五
条
と
し
、
第
六
十
二
条
を
第
五
十
六
条
と
す
る
。

第
六
十
三
条
第
二
項
中
「
こ
の
頃
」
を
「
こ
の
項
」
に
、
「
一
に
」
を
「
い
ず
れ
か
に
」
に
改
め
、
同
条

を
第
五
十
七
条
と
す
る
。

第
六
十
四
条
第
一
項
中
「
一
に
」
を
「
い
ず
れ
か
に
」
に
改
め
、
同
項
第
五
号
中
「
第
六
十
一
条
」
を

「
第
五
十
五
条
」
に
改
め
、
同
条
を
第
五
十
八
条
と
す
る
。

第
六
十
五
条
中
「
第
六
十
一
条
」
を
「
第
五
十
五
条
」
に
、
「
第
六
十
二
条
第
四
項
」
を
「
第
五
十
六
条

第
四
項
」
に
、
「
第
六
十
四
条
第
一
項
」
を
「
第
五
十
八
条
第
一
項
」
に
改
め
、
同
条
を
第
五
十
九
条
と
す

る
。第

七
章
を
第
六
章
と
す
る
。

第
六
十
六
条
第
二
項
中
「
特
定
公
共
賃
貸
住
宅
（
以
下
「
県
営
住
宅
等
」
と
い
う
。
）
並
び
に
」
を
削

り
、
「
、
県
営
住
宅
等
」
を
「
、
県
営
住
宅
」
に
改
め
、
同
条
第
四
項
中
「
県
営
住
宅
等
」
を
「
県
営
住

宅
」
に
改
め
、
第
八
章
中
同
条
を
第
六
十
条
と
す
る
。

第
六
十
七
条
第
一
項
及
び
第
二
項
中
「
県
営
住
宅
等
」
を
「
県
営
住
宅
」
に
改
め
、
同
条
を
第
六
十
一
条

と
す
る
。

第
六
十
八
条
中
「
県
営
住
宅
等
」
を
「
県
営
住
宅
」
に
改
め
、
同
条
を
第
六
十
二
条
と
す
る
。

第
六
十
八
条
の
二
第
四
号
中
「
県
営
住
宅
等
」
を
「
県
営
住
宅
」
に
改
め
、
同
条
を
第
六
十
三
条
と
す

る
。第

六
十
八
条
の
三
各
号
列
記
以
外
の
部
分
中
「
県
営
住
宅
等
」
を
「
県
営
住
宅
」
に
改
め
、
同
条
第
一
号

中
「
、
特
定
住
宅
法
」
を
削
り
、
同
条
第
三
号
中
「
県
営
住
宅
等
」
を
「
県
営
住
宅
」
に
改
め
、
同
条
を
第

六
十
四
条
と
す
る
。

第
六
十
八
条
の
四
第
二
項
中
「
第
六
十
二
条
第
二
項
か
ら
第
四
項
ま
で
、
第
六
十
四
条
第
一
項
並
び
に
第

六
十
六
条
第
三
項
」
を
「
第
五
十
六
条
第
二
項
か
ら
第
四
項
ま
で
、
第
五
十
八
条
第
一
項
並
び
に
第
六
十
条

第
三
項
」
に
、
「
第
六
十
四
条
第
三
項
」
を
「
第
五
十
八
条
第
三
項
」
に
改
め
、
同
条
を
第
六
十
五
条
と
す

る
。第

六
十
九
条
中
「
県
営
住
宅
等
の
」
及
び
「
若
し
く
は
減
額
後
家
賃
」
を
削
り
、
同
条
を
第
六
十
六
条
と

し
、
第
七
十
条
を
第
六
十
七
条
と
す
る
。

第
八
章
を
第
七
章
と
す
る
。

別
表
第
二
を
削
る
。

別
表
第
一
の
県
営
平
床
住
宅
の
項
を
削
り
、
同
表
を
別
表
と
す
る
。

附

則

（
施
行
期
日
）

１

こ
の
条
例
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
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（
大
分
県
犯
罪
被
害
者
等
支
援
条
例
の
一
部
改
正
）

２

大
分
県
犯
罪
被
害
者
等
支
援
条
例
（
平
成
二
十
九
年
大
分
県
条
例
第
四
十
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に

改
正
す
る
。

第
十
八
条
中
「
大
分
県
県
営
住
宅
等
の
設
置
及
び
管
理
に
関
す
る
条
例
」
を
「
大
分
県
県
営
住
宅
の
設

置
及
び
管
理
に
関
す
る
条
例
」
に
改
め
る
。

理

由

中
堅
所
得
者
等
の
住
宅
事
情
の
変
化
に
よ
る
特
定
公
共
賃
貸
住
宅
の
需
要
の
著
し
い
減
少
を
踏
ま
え
同

住
宅
に
係
る
規
定
を
廃
止
す
る
と
と
も
に
、
大
分
県
公
営
住
宅
等
長
寿
命
化
計
画
に
基
づ
き
老
朽
化
し
た

県
営
平
床
住
宅
を
廃
止
し
た
い
の
で
提
出
す
る
。
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第
八
十
八
号
議
案

工
事
請
負
契
約
の
締
結
に
つ
い
て

次
の
よ
う
に
工
事
請
負
契
約
を
締
結
す
る
こ
と
に
つ
い
て
、
議
会
の
議
決
に
付
す
べ
き
契
約
及
び
特
に
重

要
な
公
の
施
設
の
廃
止
に
関
す
る
条
例
（
昭
和
三
十
九
年
大
分
県
条
例
第
二
十
九
号
）
第
二
条
の
規
定
に
よ

り
、
議
決
を
求
め
る
。

令
和
六
年
九
月
四
日
提
出

大
分
県
知
事

佐

藤

樹

一

郎

一

契
約
の
目
的

大
分
県
立
別
府
コ
ン
ベ
ン
シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー
等
特
定
天
井
改
修
工
事

つ

二

工
事
の
概
要

吊
り
天
井
耐
震
化
工
事

三

契
約
の
方
法

一
般
競
争
入
札

四

契
約
金
額

十
一
億
四
千
九
十
三
万
二
千
八
百
四
十
八
円

五

工

期

着
工

契
約
締
結
の
日
の
翌
日

完
成

令
和
八
年
七
月
三
十
一
日

六

契
約
の
相
手
方

宇
佐
市
大
字
長
洲
五
百
五
十
四
番
地
の
五

森
田
・
平
野
特
定
建
設
工
事
共
同
企
業
体

代
表
者

森
田
建
設
株
式
会
社

代
表
取
締
役
社
長

大

山

繁

久

理

由

大
分
県
立
別
府
コ
ン
ベ
ン
シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー
等
の
特
定
天
井
改
修
工
事
に
係
る
工
事
請
負
契
約
を
締
結

し
た
い
の
で
提
出
す
る
。
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第
八
十
九
号
議
案

物
品
の
取
得
に
つ
い
て

次
の
よ
う
に
物
品
を
取
得
す
る
こ
と
に
つ
い
て
、
大
分
県
県
有
財
産
条
例
（
昭
和
三
十
九
年
大
分
県
条
例

第
二
十
八
号
）
第
二
条
の
規
定
に
よ
り
、
議
決
を
求
め
る
。

令
和
六
年
九
月
四
日
提
出

大
分
県
知
事

佐

藤

樹

一

郎

一

取
得
物
品

タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末
等
一
式

二

取
得
予
定
金
額

八
千
七
百
七
十
四
万
八
千
百
円

三

相

手

方

大
分
市
東
春
日
町
十
七
番
十
九
号

ミ
カ
サ
商
事
株
式
会
社
大
分
支
店

支
店
長

下

北

圭

介

理

由

各
県
立
学
校
に
お
い
て
使
用
す
る
タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末
等
と
し
て
取
得
し
た
い
の
で
提
出
す
る
。
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第
九
十
号
議
案

船
舶
の
取
得
に
つ
い
て

次
の
よ
う
に
船
舶
を
取
得
す
る
こ
と
に
つ
い
て
、
大
分
県
県
有
財
産
条
例
（
昭
和
三
十
九
年
大
分
県
条
例

第
二
十
八
号
）
第
二
条
の
規
定
に
よ
り
、
議
決
を
求
め
る
。

令
和
六
年
九
月
四
日
提
出

大
分
県
知
事

佐

藤

樹

一

郎

一

船
舶
の
種
類
等

種

類

実
習
船
（
小
型
）

用

途

漁
業
・
操
船
実
習
等

数

量

一
隻

二

取
得
予
定
金
額

八
千
六
百
七
十
五
万
七
千
円

三

相

手

方

佐
賀
県
唐
津
市
鎮
西
町
名
護
屋
千
六
百
四
十
番
地
一

有
限
会
社
吉
川
造
船
所

代
表
取
締
役

吉

川

富

博

理

由

県
立
海
洋
科
学
高
等
学
校
に
お
い
て
使
用
す
る
実
習
船
と
し
て
取
得
し
た
い
の
で
提
出
す
る
。

（ 41 ）



第
九
十
一
号
議
案

損
害
賠
償
の
額
を
定
め
る
こ
と
に
つ
い
て

次
の
よ
う
に
損
害
賠
償
の
額
を
定
め
る
こ
と
に
つ
い
て
、
地
方
自
治
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
六
十
七

号
）
第
九
十
六
条
第
一
項
第
十
三
号
の
規
定
に
よ
り
、
議
決
を
求
め
る
。

令
和
六
年
九
月
四
日
提
出

大
分
県
知
事

佐

藤

樹

一

郎

一

賠
償
金
額

四
百
二
十
万
五
千
六
十
九
円

二

賠
償
の
相
手
方

東
京
都
千
代
田
区
霞
が
関
一
丁
目
二
番
二
号

厚
生
労
働
大
臣

武

見

敬

三

三

事
件
の
概
要

大
分
県
が

Ａ

　　　
と
令
和
五
年
十
二
月
二
十
二
日
に
行
っ
た
交
通
事
故
に
係
る
損
害
賠
償
請

求
訴
訟
の
和
解
に
お
い
て
、
大
分
県
が
同
人
ら
に
対
し
支
払
う
和
解
金
か
ら
、
国
が
同
人
に
支
給
し
た
障

害
厚
生
年
金
及
び
障
害
基
礎
年
金
の
価
額
が
控
除
さ
れ
た
こ
と
に
伴
い
、
厚
生
年
金
保
険
法
（
昭
和
二
十

九
年
法
律
第
百
十
五
号
）
第
四
十
条
第
一
項
及
び
国
民
年
金
法
（
昭
和
三
十
四
年
法
律
第
百
四
十
一
号
）

第
二
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
同
人
が
有
す
る
損
害
賠
償
の
請
求
権
を
取
得
し
た
国
か
ら
、
大
分
県

に
対
し
、
求
償
が
な
さ
れ
た
。

理

由

国
の
代
位
請
求
に
よ
り
、
損
害
賠
償
を
す
る
必
要
が
あ
る
の
で
提
出
す
る
。
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第
九
十
二
号
議
案

令
和
五
年
度
大
分
県
病
院
事
業
会
計
利
益
の
処
分
及
び
決
算
の
認
定
に
つ
い
て

別
冊
の
と
お
り
、
地
方
公
営
企
業
法
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
二
百
九
十
二
号
）
第
三
十
二
条
第
二
項
の

規
定
に
よ
り
、
令
和
五
年
度
大
分
県
病
院
事
業
会
計
利
益
の
処
分
に
つ
い
て
議
決
を
求
め
、
同
法
第
三
十
条

第
四
項
の
規
定
に
よ
り
、
令
和
五
年
度
大
分
県
病
院
事
業
会
計
決
算
に
つ
い
て
、
大
分
県
監
査
委
員
の
意
見

を
付
け
て
、
そ
の
認
定
を
求
め
る
。

令
和
六
年
九
月
四
日
提
出

大
分
県
知
事

佐

藤

樹

一

郎
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第
九
十
三
号
議
案

令
和
五
年
度
大
分
県
電
気
事
業
会
計
利
益
の
処
分
及
び
決
算
の
認
定
に
つ
い
て

別
冊
の
と
お
り
、
地
方
公
営
企
業
法
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
二
百
九
十
二
号
）
第
三
十
二
条
第
二
項
の

規
定
に
よ
り
、
令
和
五
年
度
大
分
県
電
気
事
業
会
計
利
益
の
処
分
に
つ
い
て
議
決
を
求
め
、
同
法
第
三
十
条

第
四
項
の
規
定
に
よ
り
、
令
和
五
年
度
大
分
県
電
気
事
業
会
計
決
算
に
つ
い
て
、
大
分
県
監
査
委
員
の
意
見

を
付
け
て
、
そ
の
認
定
を
求
め
る
。

令
和
六
年
九
月
四
日
提
出

大
分
県
知
事

佐

藤

樹

一

郎
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第
九
十
四
号
議
案

令
和
五
年
度
大
分
県
工
業
用
水
道
事
業
会
計
利
益
の
処
分
及
び
決
算
の
認
定
に
つ
い
て

別
冊
の
と
お
り
、
地
方
公
営
企
業
法
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
二
百
九
十
二
号
）
第
三
十
二
条
第
二
項
の

規
定
に
よ
り
、
令
和
五
年
度
大
分
県
工
業
用
水
道
事
業
会
計
利
益
の
処
分
に
つ
い
て
議
決
を
求
め
、
同
法
第

三
十
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
、
令
和
五
年
度
大
分
県
工
業
用
水
道
事
業
会
計
決
算
に
つ
い
て
、
大
分
県
監

査
委
員
の
意
見
を
付
け
て
、
そ
の
認
定
を
求
め
る
。

令
和
六
年
九
月
四
日
提
出

大
分
県
知
事

佐

藤

樹

一

郎

（ 45 ）



第
九
十
五
号
議
案

令
和
五
年
度
大
分
県
一
般
会
計
歳
入
歳
出
決
算
の
認
定
に
つ
い
て

令
和
五
年
度
大
分
県
一
般
会
計
歳
入
歳
出
決
算
は
、
別
冊
の
と
お
り
に
つ
き
、
地
方
自
治
法
（
昭
和
二
十

二
年
法
律
第
六
十
七
号
）
第
二
百
三
十
三
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
、
大
分
県
監
査
委
員
の
意
見
を
付
け

て
、
そ
の
認
定
を
求
め
る
。

令
和
六
年
九
月
四
日
提
出

大
分
県
知
事

佐

藤

樹

一

郎

（ 46 ）



第
九
十
六
号
議
案

令
和
五
年
度
大
分
県
公
債
管
理
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
の
認
定
に
つ
い
て

令
和
五
年
度
大
分
県
公
債
管
理
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
は
、
別
冊
の
と
お
り
に
つ
き
、
地
方
自
治
法

（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
六
十
七
号
）
第
二
百
三
十
三
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
、
大
分
県
監
査
委
員
の
意

見
を
付
け
て
、
そ
の
認
定
を
求
め
る
。

令
和
六
年
九
月
四
日
提
出

大
分
県
知
事

佐

藤

樹

一

郎

（ 47 ）



第
九
十
七
号
議
案

令
和
五
年
度
大
分
県
国
民
健
康
保
険
事
業
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
の
認
定
に
つ
い
て

令
和
五
年
度
大
分
県
国
民
健
康
保
険
事
業
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
は
、
別
冊
の
と
お
り
に
つ
き
、
地
方

自
治
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
六
十
七
号
）
第
二
百
三
十
三
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
、
大
分
県
監
査
委

員
の
意
見
を
付
け
て
、
そ
の
認
定
を
求
め
る
。

令
和
六
年
九
月
四
日
提
出

大
分
県
知
事

佐

藤

樹

一

郎

（ 48 ）



第
九
十
八
号
議
案

令
和
五
年
度
大
分
県
母
子
父
子
寡
婦
福
祉
資
金
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
の
認
定
に
つ
い
て

令
和
五
年
度
大
分
県
母
子
父
子
寡
婦
福
祉
資
金
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
は
、
別
冊
の
と
お
り
に
つ
き
、

地
方
自
治
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
六
十
七
号
）
第
二
百
三
十
三
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
、
大
分
県
監

査
委
員
の
意
見
を
付
け
て
、
そ
の
認
定
を
求
め
る
。

令
和
六
年
九
月
四
日
提
出

大
分
県
知
事

佐

藤

樹

一

郎

（ 49 ）



第
九
十
九
号
議
案

令
和
五
年
度
大
分
県
中
小
企
業
設
備
導
入
資
金
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
の
認
定
に
つ
い
て

令
和
五
年
度
大
分
県
中
小
企
業
設
備
導
入
資
金
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
は
、
別
冊
の
と
お
り
に
つ
き
、

地
方
自
治
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
六
十
七
号
）
第
二
百
三
十
三
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
、
大
分
県
監

査
委
員
の
意
見
を
付
け
て
、
そ
の
認
定
を
求
め
る
。

令
和
六
年
九
月
四
日
提
出

大
分
県
知
事

佐

藤

樹

一

郎

（ 50 ）



第
百
号
議
案

令
和
五
年
度
大
分
県
流
通
業
務
団
地
造
成
事
業
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
の
認
定
に
つ
い
て

令
和
五
年
度
大
分
県
流
通
業
務
団
地
造
成
事
業
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
は
、
別
冊
の
と
お
り
に
つ
き
、

地
方
自
治
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
六
十
七
号
）
第
二
百
三
十
三
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
、
大
分
県
監

査
委
員
の
意
見
を
付
け
て
、
そ
の
認
定
を
求
め
る
。

令
和
六
年
九
月
四
日
提
出

大
分
県
知
事

佐

藤

樹

一

郎

（ 51 ）



第
百
一
号
議
案

令
和
五
年
度
大
分
県
林
業
・
木
材
産
業
改
善
資
金
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
の
認
定
に
つ
い

て

令
和
五
年
度
大
分
県
林
業
・
木
材
産
業
改
善
資
金
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
は
、
別
冊
の
と
お
り
に
つ

き
、
地
方
自
治
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
六
十
七
号
）
第
二
百
三
十
三
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
、
大
分

県
監
査
委
員
の
意
見
を
付
け
て
、
そ
の
認
定
を
求
め
る
。

令
和
六
年
九
月
四
日
提
出

大
分
県
知
事

佐

藤

樹

一

郎

（ 52 ）



第
百
二
号
議
案

令
和
五
年
度
大
分
県
沿
岸
漁
業
改
善
資
金
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
の
認
定
に
つ
い
て

令
和
五
年
度
大
分
県
沿
岸
漁
業
改
善
資
金
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
は
、
別
冊
の
と
お
り
に
つ
き
、
地
方

自
治
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
六
十
七
号
）
第
二
百
三
十
三
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
、
大
分
県
監
査
委

員
の
意
見
を
付
け
て
、
そ
の
認
定
を
求
め
る
。

令
和
六
年
九
月
四
日
提
出

大
分
県
知
事

佐

藤

樹

一

郎

（ 53 ）



第
百
三
号
議
案

令
和
五
年
度
大
分
県
県
営
林
事
業
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
の
認
定
に
つ
い
て

令
和
五
年
度
大
分
県
県
営
林
事
業
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
は
、
別
冊
の
と
お
り
に
つ
き
、
地
方
自
治
法

（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
六
十
七
号
）
第
二
百
三
十
三
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
、
大
分
県
監
査
委
員
の
意

見
を
付
け
て
、
そ
の
認
定
を
求
め
る
。

令
和
六
年
九
月
四
日
提
出

大
分
県
知
事

佐

藤

樹

一

郎

（ 54 ）



第
百
四
号
議
案

令
和
五
年
度
大
分
県
臨
海
工
業
地
帯
建
設
事
業
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
の
認
定
に
つ
い
て

令
和
五
年
度
大
分
県
臨
海
工
業
地
帯
建
設
事
業
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
は
、
別
冊
の
と
お
り
に
つ
き
、

地
方
自
治
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
六
十
七
号
）
第
二
百
三
十
三
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
、
大
分
県
監

査
委
員
の
意
見
を
付
け
て
、
そ
の
認
定
を
求
め
る
。

令
和
六
年
九
月
四
日
提
出

大
分
県
知
事

佐

藤

樹

一

郎

（ 55 ）



第
百
五
号
議
案

令
和
五
年
度
大
分
県
港
湾
施
設
整
備
事
業
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
の
認
定
に
つ
い
て

令
和
五
年
度
大
分
県
港
湾
施
設
整
備
事
業
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
は
、
別
冊
の
と
お
り
に
つ
き
、
地
方

自
治
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
六
十
七
号
）
第
二
百
三
十
三
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
、
大
分
県
監
査
委

員
の
意
見
を
付
け
て
、
そ
の
認
定
を
求
め
る
。

令
和
六
年
九
月
四
日
提
出

大
分
県
知
事

佐

藤

樹

一

郎

（ 56 ）



第
百
六
号
議
案

令
和
五
年
度
大
分
県
用
品
調
達
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
の
認
定
に
つ
い
て

令
和
五
年
度
大
分
県
用
品
調
達
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
は
、
別
冊
の
と
お
り
に
つ
き
、
地
方
自
治
法

（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
六
十
七
号
）
第
二
百
三
十
三
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
、
大
分
県
監
査
委
員
の
意

見
を
付
け
て
、
そ
の
認
定
を
求
め
る
。

令
和
六
年
九
月
四
日
提
出

大
分
県
知
事

佐

藤

樹

一

郎

（ 57 ）



報
第
十
号大

分
県
中
小
企
業
者
等
向
け
融
資
の
損
失
補
償
に
係
る
求
償
権
の
不
等
価
譲
渡
の
承
認
に
つ

い
て

大
分
県
中
小
企
業
者
等
向
け
融
資
に
係
る
損
失
補
償
に
関
す
る
条
例
（
平
成
二
十
一
年
大
分
県
条
例
第
二

十
一
号
）
第
三
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
求
償
権
の
不
等
価
譲
渡
を
承
認
し
た
の
で
、
同
条
例
第
四
条
の
規
定

に
よ
り
報
告
す
る
。

令
和
六
年
九
月
四
日
提
出

大
分
県
知
事

佐

藤

樹

一

郎

一

承
認
日

令
和
六
年
七
月
二
十
六
日

二

承
認
額

二
千
五
百
九
十
九
万
二
百
九
十
六
円

三

前
号
の
額
の
う
ち
県
の
損
失
補
償
金
相
当
額

百
三
万
九
千
六
百
十
二
円

四

承
認
理
由

損
失
補
償
契
約
の
対
象
と
な
る
保
証
債
務
に
係
る
求
償
権
の
不
等
価
譲
渡
に
つ
い
て
の
大
分
県
信
用
保

証
協
会
か
ら
の
申
出
に
対
し
、
当
該
申
出
が
中
小
企
業
再
生
支
援
協
議
会
の
支
援
を
受
け
て
策
定
さ
れ
た

再
生
に
関
す
る
計
画
に
基
づ
く
も
の
で
あ
り
、
か
つ
、
当
該
計
画
が
当
該
計
画
を
策
定
し
た
者
の
事
業
の

再
生
に
資
す
る
と
認
め
ら
れ
た
た
め
。

（ 58 ）



（ 59 ）

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

－

（３．７５）

－

（８．７５）

９．８

（２５．０）

１６４．６

（４００．０）

（単位 パーセント）

（備考）１ 実質赤字比率及び連結実質赤字比率はない。実質黒字額等による比率は、それぞれ２．４３パーセント、９．６８パーセントである。
２ 括弧書き内は、同法に基づく早期健全化基準

報第１１号

地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく健全化判断比率の算定について

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３条第１項の規定により、令和５年度決算に基づく健全化判断比率について、大分県監

査委員の意見を付けて、次のとおり報告する。

令 和 ６ 年 ９ 月 ４ 日 提 出

大分県知事 佐 藤 樹 一 郎

令和５年度決算に基づく健全化判断比率



（ 60 ）

特 別 会 計 の 名 称 資金不足比率 備 考

大分県病院事業会計
－

（２０．０）
１ 各事業会計ともに資金不足比率はない。資金剰
余額による比率は、それぞれ次のとおりである。
大分県病院事業会計 ３５．４
大分県電気事業会計 １７４．０大分県電気事業会計

－
（２０．０）

（単位 パーセント）

報第１２号

地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく資金不足比率の算定について

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第２２条第１項の規定により、令和５年度決算に基づく大分県病院事業会計、大分県電気事

業会計、大分県工業用水道事業会計、大分県流通業務団地造成事業特別会計、大分県臨海工業地帯建設事業特別会計及び大分県港湾施設整備事業特別会計毎の

資金不足比率について、大分県監査委員の意見を付けて、次のとおり報告する。

令 和 ６ 年 ９ 月 ４ 日 提 出

大分県知事 佐 藤 樹 一 郎

令和５年度決算に基づく資金不足比率



（ 61 ）

大分県工業用水道事業会計
－

（２０．０）
大分県工業用水道事業会計 ３０３．１
大分県流通業務団地造成事業特別会計 －
大分県臨海工業地帯建設事業特別会計 －
大分県港湾施設整備事業特別会計 ３．３

２ 括弧書き内は、同法に基づく経営健全化基準

大分県流通業務団地造成事業特別会計
－

（２０．０）

大分県臨海工業地帯建設事業特別会計
－

（２０．０）

大分県港湾施設整備事業特別会計
－

（２０．０）



（ 62 ）

報
第
十
三
号

令
和
五
年
度
大
分
県
内
部
統
制
評
価
報
告
書
の
提
出
に
つ
い
て

令
和
五
年
度
大
分
県
内
部
統
制
評
価
報
告
書
は
、
別
冊
の
と
お
り
に
つ
き
、
地
方
自
治
法
（
昭
和
二
十
二

年
法
律
第
六
十
七
号
）
第
百
五
十
条
第
六
項
の
規
定
に
よ
り
、
大
分
県
監
査
委
員
の
意
見
を
付
け
て
提
出
す

る
。

令
和
六
年
九
月
四
日
提
出

大
分
県
知
事

佐

藤

樹

一

郎



（ 63 ）

報
第
十
四
号

公
益
財
団
法
人
大
分
県
自
治
人
材
育
成
セ
ン
タ
ー
の
経
営
状
況
を
説
明
す
る
書
類
の
提
出
に

つ
い
て

地
方
自
治
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
六
十
七
号
）
第
二
百
四
十
三
条
の
三
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
、
公

益
財
団
法
人
大
分
県
自
治
人
材
育
成
セ
ン
タ
ー
の
事
業
の
経
営
状
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別紙１

令 和 ６ 年 度 事 業 計 画 書

１ 事業計画
重点事項として、若手職員の増加等の状況変化に応じた各階層へのきめ細かな研修の実施並びに地方創生の実現及びデジタル社会

の進展に向けた人材育成に取り組む。
⑴ 県職員研修
ア 一般研修
「自ら考え自ら行動する職員」を育成するため、職員に職務の遂行に必要な知識、技能、姿勢等を習得させることその他自己
啓発の支援を目的として、階層別研修、職務能力向上研修（キャリアアップ研修）、行政実務研修及びその他研修に区分して実
施する。
ア 階層別研修
各階層に求められる知識及び能力を習得させるための研修並びに公務員に求められる倫理等基本的な資質及び姿勢を身に付
けさせるための研修を実施する。
イ 職務能力向上研修（キャリアアップ研修）
職級（中堅・係長級・課長補佐級・課長級）ごとに求められる資質・能力に応じて指定された研修の中から、職員が各々の
キャリアプランに沿って、自ら選択して受講し、政策形成能力や管理能力等を高めるための研修を実施する。
ウ 行政実務研修
職員の業務に直結した職務能力を向上させるための研修を実施する。

エ その他研修
職員のキャリア開発研修を実施するとともに、職員個々の状況や現場ニーズに応じた研修、職員の自己啓発を促進するため
の研修等を実施する。

イ 組織支援研修
い

「人を育て人を活かす組織」を実現するため、部局、所属及び班の指導者等を対象に、人材育成や組織マネジメントの能力向
上を図るための研修を実施する。
ウ 県独自研修に対する支援
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県の各所属が行う職場研修及び各部局が行う部局別研修に対し、研修内容の助言、講師紹介及び教材の貸出し等の支援を行
う。

⑵ 市町村職員研修
ア 階層別研修
職員がその職務を遂行するために必要な知識、技能、姿勢その他基礎的な教養を習得させるための研修を実施する。

イ 職務能力向上研修
業務を効果的・効率的に遂行するために必要とされる能力やキャリア開発を進めるために必要な知識、技能等を習得させるた
めの研修を実施する。
ウ 行政実務研修
日常業務に密接な関係のある専門的な知識及び技能を習得させ、その実務能力の向上を図るための研修を実施する。

エ その他研修
各市町村におけるハラスメント防止や接遇に関する講師の養成、市町村アカデミー等への派遣及び通信講座の経費助成等を行
う。

⑶ 合同研修の実施
県職員と市町村職員が共に学ぶことで、より効果的・効率的な研修を行うとともに、人的ネットワークの構築による県・市町村
職員の連携・協力を促進するため、県職員研修及び市町村職員研修のうち４１講座を合同研修として実施する。
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収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
受 取 補 助 金 等 振 替 額 ８７，８４９ 事 業 費 １５９，５４４
受 取 負 担 金 等 振 替 額 ７０，５７３ 県 職 員 研 修 事 業 ７２，３３４
事 業 収 益 １２４ 市 町 村 職 員 研 修 事 業 ８７，２１０

経 常 収 益 計 １５８，５４６ 経 常 費 用 計 １５９，５４４
当 期 経 常 増 減 額 △ ９９８

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
他 会 計 振 替 額 ９９８ 当期一般正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 １５９，５４４ 合 計 １５９，５４４

収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

受 取 補 助 金 等 ７２，７１８ 一 般正味財産 へ の 振 替 額 １５８，４２２

２ 令和６年度予算書
⑴ 公益目的事業会計

ア 一般正味財産増減の部 （単位 千円）

イ 指定正味財産増減の部 （単位 千円）
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受 取 負 担 金 ５７，４４２ 当 期指定正味 財 産 増 減 額 △ ２８，２６２

合 計 １３０，１６０ 合 計 １３０，１６０

収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
受 取 補 助 金 等 振 替 額 ６８９ 事 業 費 １，４９０
受 取 負 担 金 等 振 替 額 ６８９
事 業 収 益 １，２００
太 陽 光 発 電 収 益 １，２００

経 常 収 益 計 ２，５７８ 経 常 費 用 計 １，４９０
当 期 経 常 増 減 額 １，０８８

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
他 会 計 振 替 額 ９９８
法 人 税 等 ９０
当期一般正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ２，５７８ 合 計 ２，５７８

⑵ 収益事業会計
ア 一般正味財産増減の部 （単位 千円）

イ 指定正味財産増減の部 （単位 千円）
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収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

一般正味財産 へ の 振 替 額 １，３７８
当 期指定正味 財 産 増 減 額 △ １，３７８

合 計 ０ 合 計 ０

収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
基 本 財 産 運 用 益 １ 管 理 費 １１，５７６
受 取 補 助 金 等 振 替 額 ７，５５７
受 取 負 担 金 等 振 替 額 ４，０１８

経 常 収 益 計 １１，５７６ 経 常 費 用 計 １１，５７６
当 期 経 常 増 減 額 ０

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
当期一般正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 １１，５７６ 合 計 １１，５７６

⑶ 法人会計
ア 一般正味財産増減の部 （単位 千円）
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収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

受 取 補 助 金 等 ７，３４９ 一 般正味財産 へ の 振 替 額 １１，５７５
受 取 負 担 金 ３，８１０ 当 期指定正味 財 産 増 減 額 △ ４１６

合 計 １１，１５９ 合 計 １１，１５９

イ 指定正味財産増減の部 （単位 千円）
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別紙２

令 和 ５ 年 度 事 業 実 績 調 書

１ 事業実績
⑴ 県職員研修
ア 一般研修
職員に職務の遂行に必要な知識、技能、姿勢等を習得させることその他自己啓発の支援を目的として、階層別研修、職務能力
向上研修（キャリアアップ研修）、行政実務研修及びその他研修に区分して実施した。
ア 階層別研修（１，３３８人）
各階層に求められる知識及び能力を習得させるための研修並びに公務員に求められる倫理等基本的な資質及び姿勢を身に付
けさせるための研修を実施した。
イ 職務能力向上研修（キャリアアップ研修）（８５６人）
職級（中堅・係長級・課長補佐級・課長級）ごとに求められる資質・能力に応じて指定された研修の中から、職員が各々の
キャリアプランに沿って、自ら選択して受講し、政策形成能力や管理能力等を高めるための研修を実施した。
ウ 行政実務研修（４０６人）
職員の業務に直結した職務能力を向上させるための研修を実施した。

エ その他研修（９３４人）
職員のキャリア開発研修を実施するとともに、職員個々の状況や現場ニーズに応じた研修、職員の自己啓発を促進するため
の研修等を実施した。

イ 組織支援研修（１，０２２人）
部局、所属及び班の指導者等を対象に、人材育成や組織マネジメントの能力向上を図るための研修を実施した。

ウ 県独自研修に対する支援
県の各所属が行う職場研修及び各部局が行う部局別研修に対し、研修内容の助言、講師紹介及び教材の貸出し等の支援を行っ
た。

⑵ 市町村職員研修
ア 階層別研修（１，７６０人）
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職員がその職務を遂行するために必要な知識、技能、姿勢その他基礎的な教養を習得させるための研修を実施した。
イ 職務能力向上研修（１，２０４人）
業務を効果的・効率的に遂行するために必要とされる能力やキャリア開発を進めるために必要な知識、技能等を習得させるた
めの研修を実施した。
ウ 行政実務研修（９５２人）
日常業務に密接な関係のある専門的な知識及び技能を習得させ、その実務能力の向上を図るための研修を実施した。

エ その他研修（５７人）
地方自治制度講師養成研修、メンタルヘルス推進リーダー養成研修等を実施するとともに、通信講座の経費助成を行った。

⑶ 合同研修の実施（２，６２４人）
県職員と市町村職員が共に学ぶことで、より効果的・効率的な研修を行うとともに、人的ネットワークの構築による県・市町村
職員の連携・協力を促進するため、県職員研修及び市町村職員研修のうち４０講座を合同研修として実施した。
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収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
受 取 補 助 金 等 振 替 額 ７５，４７２，７２２ 事 業 費 １３７，１３０，３７３
受 取 負 担 金 等 振 替 額 ６０，４２３，４８２ 県 職 員 研 修 事 業 ６２，２２９，６６５
事 業 収 益 １８０，６９０ 市 町 村 職 員 研 修 事 業 ７４，９００，７０８

経 常 収 益 計 １３６，０７６，８９４ 経 常 費 用 計 １３７，１３０，３７３
当 期 経 常 増 減 額 △ １，０５３，４７９

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
他 会 計 振 替 額 １，０５３，４７９ 当 期一般正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 １３７，１３０，３７３ 合 計 １３７，１３０，３７３

収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

２ 令和５年度正味財産増減計算書（決算書）
⑴ 公益目的事業会計

ア 一般正味財産増減の部 （単位 円）

イ 指定正味財産増減の部 （単位 円）



（ 73 ）

受 取 補 助 金 等 ５８，２１６，５６０ 一 般正味財産 へ の 振 替 額 １３５，８９６，２０４
受 取 負 担 金 ４６，１２０，５４６ 当 期指定正味 財 産 増 減 額 △ ３１，５５９，０９８

合 計 １０４，３３７，１０６ 合 計 １０４，３３７，１０６

収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
受 取 補 助 金 等 振 替 額 ６８８，６７９ 事 業 費 １，５１１，６４７
受 取 負 担 金 等 振 替 額 ６８８，６７８
事 業 収 益 １，２７２，０６９
太 陽 光 発 電 収 益 １，２７２，０６９

経 常 収 益 計 ２，６４９，４２６ 経 常 費 用 計 １，５１１，６４７
当 期 経 常 増 減 額 １，１３７，７７９

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
他 会 計 振 替 額 １，０５３，４７９
法 人 税 等 ８４，３００
当 期一般正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ２，６４９，４２６ 合 計 ２，６４９，４２６

⑵ 収益事業会計
ア 一般正味財産増減の部 （単位 円）

イ 指定正味財産増減の部 （単位 円）
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収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

一般正味財産 へ の 振 替 額 １，３７７，３５７
当 期指定正味 財 産 増 減 額 △ １，３７７，３５７

合 計 ０ 合 計 ０

収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
基 本 財 産 運 用 益 ６０ 管 理 費 ９，７３０，４８０
受 取 補 助 金 等 振 替 額 ５，９９１，２６８
受 取 負 担 金 等 振 替 額 ３，５８５，２８１
雑 収 益 １５３，８７１

経 常 収 益 計 ９，７３０，４８０ 経 常 費 用 計 ９，７３０，４８０
当 期 経 常 増 減 額 ０

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
当期一般正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ９，７３０，４８０ 合 計 ９，７３０，４８０

⑶ 法人会計
ア 一般正味財産増減の部 （単位 円）
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収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

受 取 補 助 金 等 ５，７８３，４４０ 一 般正味財産 へ の 振 替 額 ９，５７６，５４９
受 取 負 担 金 ３，３７７，４５４ 当 期指定正味 財 産 増 減 額 △ ４１５，６５５

合 計 ９，１６０，８９４ 合 計 ９，１６０，８９４

イ 指定正味財産増減の部 （単位 円）
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資 産 の 部 負 債 及 び 正 味 財 産 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 ７，７９５，５２９ 流 動 負 債 ７，７９５，５２９
現 金 預 金 ７，７７９，４１８ 未 払 金 ７，６３２，４９３
未 収 金 ４，０１２ 預 り 金 １６３，０３６
前 払 費 用 １２，０９９ 固 定 負 債 ０

固 定 資 産 ５３０，９２０，３９５ （負 債 合 計） ７，７９５，５２９
基 本 財 産 ６，０００，０００ 一 般 正 味 財 産 ０
定 期 預 金 ６，０００，０００ 指 定 正 味 財 産 ５３０，９２０，３９５
特 定 資 産 ５２４，９２０，３９５ （正 味 財 産 合 計） ５３０，９２０，３９５
研 修 事 業 資 金 ４，１２１，６４０
建 物 ４３６，５０１，３４０
建 物 附 属 設 備 ８２，４０９，０８７
構 築 物 １
車 両 運 搬 具 １
じゅう

什 器 備 品 １，８８８，３２６

合 計 ５３８，７１５，９２４ 合 計 ５３８，７１５，９２４

令和６年３月３１日現在 （単位 円）

別紙３

貸 借 対 照 表
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別紙１

令 和 ６ 年 度 事 業 計 画 書

１ 事業実施計画
⑴ 教育
ア 全学科横断型カリキュラム「アートマネジメントプログラム」について、特色ある教育カリキュラムとして教育の質の向上を
図る。
イ 美術科では、美術専攻及びデザイン専攻が持つそれぞれの特色や専門性をいかし、実践的な教育を行う。また、デザイン思
考・アート思考の学修を通して課題発見・解決への活用手法を身に付け、イベントの開催や企業と連携した活動等をすること
で、教育効果を一層高めるとともに、地域貢献を図る。
ウ 音楽科では、個人指導及び少人数指導を行うことにより、専門分野における徹底した基礎能力の向上を図るとともに、障がい
を持つ学生も積極的に受け入れ、学生の多様な個性・資質に対応する。また、学生に、各地域や学外施設での演奏会へ参加を促
し、教育研究活動の成果発表をさせることで、教育効果を一層高める。
エ 国際総合学科では、地域と連携した学修や課外活動を積極的に実施する。また、海外語学実習を実施するとともに、海外との
交流を通じた専門教育の充実を図る。
オ 情報コミュニケーション学科では、現場における実践的学修活動を通じて、実践力とコミュニケーション力を身に付けること
ができるよう指導する。また、アクティブラーニングによりカリキュラム内容を深めるとともに、学生間の結び付きを深めるた
め、進路や学修内容について話し合うゼミ別の交流会を１年生・２年生合同で行う。
カ 対面授業を原則とし、オンラインも活用しながら教育効果と学生満足度を向上させる授業を展開する。
キ 企業の採用活動の早期化などの動向を捉え、学生ニーズに応じたきめ細かな進路支援を行う。
ク 進学ガイダンス、高校訪問及びオンラインを活用しての広報並びにオープンキャンパスなどの入試広報手法等の検証・検討を
行い、高校生への効果的な情報発信を実施する。

⑵ 研究
ア 芸術作品の制作・展示、演奏、公開講座、シンポジウム及び講演会について、地域のニーズを考慮して内容を決定し、学内
ギャラリー、音楽ホール及び小ホールを活用して実施することで地域社会に還元する。
イ 産学官民との連携による研究を推進するために設置された知的財産支援室を活用し、若手研究者の研究環境の改善に務める。
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⑶ 社会貢献
ア 公益財団法人大分県芸術文化スポーツ振興財団や各自治体等と連携し、県民の芸術文化水準の向上に貢献するとともに、各地
域の様々なプロジェクトへ参加し、地域課題の解決に積極的に取り組む。
イ 文化イベント及び地域からのニーズに応えた講座の開催並びに施設の外部貸出しを通じて地域づくりに貢献する。

⑷ 業務運営
ア 理事長兼学長のリーダーシップのもと、教育研究審議会、学内専門委員会等が緊密に連携することにより、内部統制を機能さ
せるとともに、社会環境の変化等への戦略的・機動的対応を図る。
イ 全教職員を対象とした人権研修会を継続して実施するとともに、学生対象のハラスメント実態調査を実施し、その調査結果を
共有することで、人権意識の高揚とハラスメントの防止を図る。
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科 目 金 額 科 目 金 額

経 常 収 益 １，１０３，７３９ 経 常 費 用 １，１０７，６５３

運 営 費 交 付 金 収 益 ５３３，０８９ 業 務 費 １，０５６，３１０

授 業 料 等 収 益 ４０４，００１ 教 育 研 究 経 費 ３８６，８２９

県 施 設 整 備 補 助 金 １６３，１４７ 人 件 費 ６６９，４８１

補 助 金 等 収 益 ３，５０２ 一 般 管 理 費 ４８，０２２

臨 時 収 益 ３，９１４ 補 助 事 業 費 ３，３２１

（単位 千円）

２ 令和６年度予算書
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別紙２

令 和 ５ 年 度 事 業 実 績 調 書

１ 事業実績
⑴ 教育
ア 新型コロナウイルス感染症の５類移行を踏まえ、原則として対面方式で授業を円滑に実施した。一方で、オンラインによる教
育効果が確認された語学系の授業は、オンライン授業を併用して実施した。
イ 芸術系と人文系の学科を併設する本学の特色をいかした全学科横断型カリキュラム「アートマネジメントプログラム」は開講
６年目を迎え、全学科から１４２名が受講し、令和５年度に修了した３３名に認定証を授与した。
ウ 美術科では、油彩画に加えて、学生や時代のニーズに対応した新しい分野（デジタル絵画など）の指導等ができる教員の採用
を内定した。
エ 音楽科では、基礎教育科目の内容検証と学科教育の質の維持・向上の検討をした。
オ 国際総合学科では、ルーブリック評価（学修到達度を示す評価基準）の運用状況を確認するとともに、授業形態（講義、実
習、演習等）に応じたコモンルーブリックの作成について意見交換を行った。
カ 情報コミュニケーション学科では、「プレゼンテーション」の授業において、コロナ禍では控えていたグループワークを積極
的に実施し、双方向での授業を展開した。
キ コロナ禍を経て企業の採用スタイルが変化する中で、進路支援室と各学科が連携し、インターンシップや学生の希望に沿った
進路支援及び情報提供に努めた。
ク 進路ガイダンスや模擬面接などきめ細かな支援を行った結果、令和５年度の就職率は９８．１％、進学率は９９．０％となり、それぞ
れ目標の９０％を大きく上回った。
ケ 中国江漢大学からの留学生を受け入れ、学修及び生活支援を実施した。
コ 対面形式でのオープンキャンパス（ミニオープンキャンパスを含む。）を開催し、令和６年度選抜試験は６２６名（定員３４０名）
の志願者を確保した。

⑵ 研究
ア ＮＦＴ技術を活用したデジタルアートによる地域活性化の実証実験、日本製鉄株式会社九州製鉄所大分地区と連携したポス
ター作成など、教員・学生が行う県内各地の地域課題に関する研究を積極的に推進した。
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イ 知的財産権の侵害防止に貢献するボランティア活動では、不正商品対策協議会（ＡＣＡ）主催の「ほんと？ホントフェアｉｎ
大分」において、警察本部と連携し、サポート詐欺対策の啓発活動を行った。

⑶ 社会貢献
ア 生涯学習の位置付けで県民向けに開催しているオープンカレッジ及び公開授業については、新型コロナウイルス感染症の５類
移行を踏まえ、公開授業を再開するとともに、オープンカレッジを拡充し講座を開講した結果、公開授業１３講座に延べ３３名、
オープンカレッジ３９講座に延べ１，０７９名が受講した。
イ 県内各地域、各種団体及び企業との協働による制作・発表活動、地域支援活動などを実施したほか、全学科共通科目である
「サービスラーニング」において、県内各地域の文化活動や地域づくりプログラムに延べ９３２名の学生が参加した。
ウ 音楽ホールや芸術デザイン棟等について、外部貸出基準を設け、本学の教育活動に支障のない範囲で県民に施設を貸し出し
た。

⑷ 業務運営
ア 理事長兼学長が参画する幹部会議を定期的に開催したほか、学科長や専門委員長との協議を随時行い、迅速かつ機動的な意思
決定を行った。
イ 教員の定年退職等に伴い、令和５年４月に１名の教員（国際総合学科）を採用し、令和６年４月からの３名の教員採用（美術
科１名、国際総合学科２名）について公募を行い、優秀な人材を確保した。
ウ 人材育成のため本学採用の事務職員の異動及び事務分掌を見直したほか、外部研修への派遣を実施した。また、欠員となって
いた事務職員１名について、公募のうえ採用した。
エ 令和４年度の短期大学基準の認証評価を踏まえ、改善が必要な事項への対応等を検討した。
オ 全教職員を対象とした研修を実施し、ハラスメント防止に取り組んだ。
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科 目 金 額 科 目 金 額

経 常 収 益 １，０１１，２０３，７７０ 経 常 費 用 ９８４，９１０，３０３
運 営 費 交 付 金 収 益 ５３９，５５３，５００ 業 務 費 ９４１，９１４，４９１
授 業 料 収 益 ３２５，１１５，５００ 教 育 経 費 ２２５，６６３，２５９
講 習 料 収 益 ６０８，６００ 研 究 経 費 １７，９４３，１０８
生 涯 学 習 収 益 ３，８０１，１００ 教 育 研 究 支 援 経 費 １３，０６８，７６０
入 学 金 収 益 ９５，１１８，６００ 受 託 事 業 費 ２５６，８２９
検 定 料 収 益 １２，６６８，７００ 役 員 人 件 費 ４８，８８５，１８６
受 託 事 業 等 収 益 ３０５，７６５ 教 員 人 件 費 ５００，２７０，８０１
寄 附 金 収 益 １７，１５６，７４５ 職 員 人 件 費 １３５，８２６，５４８
補 助 金 等 収 益 ５，２６７，９７１ 一 般 管 理 費 ４２，５４３，８７１
施 設 費 収 益 ５，４４５，０００ 財 務 費 用 ４５１，９４１
財 務 収 益 ２，１４７ 支 払 利 息 ４５１，９４１
雑 益 ６，１６０，１４２ 臨 時 利 益 ４６１，５８３，８９３
財 産 貸 付 料 収 益 ３，６６２，８８０ 資産見返運営費交付金等戻入 ９３，７３１，５４５
科 研 費 間 接 経 費 収 益 ９３５，７４２ 資 産 見 返 寄 附 金 戻 入 ２３，５６９，６１１
そ の 他 の 雑 益 １，５６１，５２０ 資 産見返物品 受 贈 額 戻 入 ３４４，２８２，７３７

臨 時 損 失 １５２，８２９
固 定 資 産 除 却 損 １５２，８２９

当 期 総 利 益 ４８７，７２４，５３１

（単位 円）
２ 令和５年度損益計算書（決算書）
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資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 ２２８，７８３，９４３ 流 動 負 債 １３０，２０９，３４７
現 金 及 び 預 金 ２２３，６１４，９５７ 短 期 リ ー ス 債 務 ６，８４０，６１７
未 収 学 生 納 付 金 収 入 １９５，０００ 寄 付 金 債 務 ９９９，２９３
前 払 費 用 ２，７６３，７８０ 未 払 金 ５１，１８３，９０８
未 収 入 金 ２，２１０，２０６ 未 払 費 用 １４，７６７，８９６
固 定 資 産 ７，６６７，７２３，０３４ 前 受 金 １，３４３，０５１
有 形 固 定 資 産 ７，６６７，６１３，４９４ 科学研究費助成事業等預り金 ６９８，５５７
土 地 ２，４７６，９５９，６７７ 預 り 金 ５４，３７６，０２５
建 物 ４，２６９，７９３，７２５ 固 定 負 債 １２，４１４，９１３
構 築 物 ３７１，８９５，７４３ 長 期 繰 延 補 助 金 等 ６，２６３，６２６
工 具 器 具 備 品 ３８，８６９，１９１ 長 期 リ ー ス 債 務 ６，１５１，２８７
図 書 ４６２，５９１，２５４ （負 債 合 計） １４２，６２４，２６０
美 術 品 ・ 収 蔵 品 ４７，３００，０００ 資 本 金 ３，８２３，５３９，０００
車 両 運 搬 具 ２０３，９０４ 資 本 剰 余 金 ３，３６０，３７５，１７５
無 形 固 定 資 産 ８９，６４０ 利 益 剰 余 金 ５６９，９６８，５４２
投 資 そ の 他 の 資 産 １９，９００ （純 資 産 合 計） ７，７５３，８８２，７１７
預 託 金 １９，９００

令和６年３月３１日現在 （単位 円）

別紙３

貸 借 対 照 表
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合 計 ７，８９６，５０６，９７７ 合 計 ７，８９６，５０６，９７７
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公立大学法人大分県立芸術文化短期大学 令和５事業年度の
業務実績及び中期目標期間の業務実績に関する評価結果

第１ 令和５事業年度の業務実績に関する評価結果
１ 全体評価
⑴ 評価結果

全体として年度計画を順調に実施している。
⑵ 評価理由
ア 大項目のうち「大学の教育研究等の質の向上に関する目標」についてはＳ評価（特筆すべき進行状況）であり、「業務運営の改善及び効率化に関
する目標」、「財務内容の改善に関する目標」、「自己点検・評価及び情報の提供に関する目標」及び「その他業務運営に関する目標」については
いずれの項目もＡ評価（計画どおり進んでいる）であること。
イ 「大学の教育研究等の質の向上に関する目標」に関して、全学科横断型の「アートマネジメントプログラム」が開講６年目を迎え、全学科から
１４２名が受講し、令和５年度に修了した３３名が認定証を授与されるなど、新たな学修の展開を引き続き推進するとともに、就職・進学それぞれに対
応した進路支援プログラムの実行や進路支援室と各学科の連携によるきめ細かな面接・相談等を行った結果、就職率は９８．１％、進学率は９９．０％と、
高い水準を維持していること。
ウ 県内各地域、各種団体及び企業との協働による制作・発表活動、地域支援活動などを実施したことに加え、ＮＦＴ技術（デジタルデータの唯一性
や所有権を証明するための技術）を活用したデジタルアートによる地域活性化の実証実験、日本製鉄株式会社九州製鉄所大分地区と連携した広告企
画・ポスター作成など、地域、企業及び行政との一層の連携を図るとともに、実践を通して専門性を生かす体験的・主体的学修活動を推進している
こと。
エ 令和４年度に発生したハラスメント事案への対応については、学生対象のハラスメント実態調査を実施し、調査結果を教授会で共有することでハ
ラスメント防止の意識向上を図るとともに、理事長面談において、ハラスメントの防止や服務規律の保持の徹底をしていること。また、ハラスメン
ト対策を強化するため、学生の個別指導における注意点に関するガイドライン、ハラスメント等人権侵害防止規程及び同運用指針を改正したこと。

２ 項目別評価
⑴ 大項目評価
ア 大学の教育研究等の質の向上に関する目標
ア 評価結果
Ｓ（特筆すべき進行状況にある）
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イ 評価理由
ａ 小項目評価の集計結果では、２５項目の全てがⅢ（順調に実施している）又はⅣ（上回って実施している）であること。
ｂ 全学横断型の「アートマネジメントプログラム」が開講６年目を迎え、３科目において全学科から１４２名が受講し、令和５年度に修了した３３
名に認定証を授与したことに加え、「修了プロジェクト」のアンケートでは、全体的な満足度も非常に高く、教育の質の向上が図られているこ
と。
ｃ 進路希望調査を複数回行うとともに、オンライン面接への対応など進路指導、インターンシップの実施、内定者、卒業者及び企業の人事担当
者の生の声を聞く授業の実施等により、就職内定率は９８．１％、進学合格率は９９．０％といずれも目標の９０％を達成したこと。
ｄ 過去に行われた選抜実施状況のデータを分析し、県内外の高校訪問を強化することで、定員を上回る志願者及び入学者を確保したこと。
ｅ ＮＦＴ技術を活用したデジタルアートによる地域活性化の実証実験、日本製鉄株式会社九州製鉄所大分地区と連携した広告企画・ポスター作
成など、地域、企業及び行政との一層の連携を図るとともに、実践を通して専門性を生かす体験的・主体的学修活動を推進していること。

ウ 評価に当たっての意見、指摘等
ａ 本学の特徴である全学横断の「アートマネジメントプログラム」も開講６年目を迎え、充実してきた。修了者の満足度も高く、教育の質の向
上が図られており、高く評価できる。
ｂ 就職率９８．１％、進学合格率９９．０％と極めて高い実績である。
ｃ 地域活動と教科学習を結びつけ、学んだことを地域活動の場で生かすサービスラーニング（４５プログラム、延べ９３２人参加）等による地域社
会への貢献は高く評価できる。

イ 業務運営の改善及び効率化に関する目標
ア 評価結果
Ａ（計画どおり進んでいる）

イ 評価理由
ａ 小項目評価の集計結果では、７項目の全てがⅢ（順調に実施している）又はⅣ（上回って実施している）であること。
ｂ 学内会議や委員会の活性化を通じマネジメント強化を図るとともに、教育目的が達成されるよう、教職員の人材育成と計画的な教員採用を
行ったこと。
ｃ 予算と人的資源を最大限に生かして大学経営を行うため、業務の選択と集中の観点から、大学の魅力アップ、社会貢献、進路支援と学生確保
及び有為な人材確保の４項目に予算と人的資源を集中させ重点的に事業を実施したこと。

ウ 評価に当たっての意見、指摘等
理事長のリーダーシップのもと、大学の運営が適切に行われてきたと評価できる。

ウ 財務内容の改善に関する目標
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ア 評価結果
Ａ（計画どおり進んでいる）

イ 評価理由
ａ 小項目評価の集計結果では、８項目の全てがⅢ（順調に実施している）又はⅣ（上回って実施している）であること。
ｂ 室温管理の徹底、空調機の稼働管理等に加え、教授会での経費削減の呼びかけなどを行い、燃料費高騰のなか光熱費を節減したこと。
ｃ 公開授業及び公開講座の拡充をするとともに、施設利用ルールの整備や貸出可能施設等を拡大し、自己収入の確保につなげていること。

ウ 評価に当たっての意見、指摘等
ａ 経費削減への取組は計画どおりなされており評価できる。
ｂ 大学の収蔵作品の展示など、社会貢献に努めていることは評価できる。

エ 自己点検・評価及び情報の提供に関する目標
ア 評価結果
Ａ（計画どおり進んでいる）

イ 評価理由
ａ 小項目評価の集計結果では、３項目の全てがⅢ（順調に実施している）又はⅣ（上回って実施している）であること。
ｂ 令和４年度の認証評価結果を踏まえ、改善が必要な事項への対応等を検討したこと。
ｃ ホームページ、ＳＮＳ等を活用し、積極的な広報を展開したこと。

ウ 評価に当たっての意見、指摘等
ブランド・アイデンティティ（感性と知性を融合させ、新たな視点で地域・社会の未来を開く）の構築は、芸術系と人文系を併せ持つという本
学の特色又は存在意義を再認識し、ステークホルダーがその意義を共有するには極めて意義深い取組であり評価できる。

オ その他業務運営に関する目標
ア 評価結果
Ａ（計画どおり進んでいる）

イ 評価理由
ａ 小項目評価の集計結果では、６項目の全てがⅢ（順調に実施している）又はⅣ（上回って実施している）であること。
ｂ キャンパス整備事業で整備した設備について、適正に管理し、及び運営したこと。
ｃ 理事長面談でハラスメントの防止、服務規律の保持及び学生の個別指導における注意点に関するガイドラインについて周知徹底を図ったこ
と。併せて、ハラスメント等人権侵害防止規程及び同運用指針を改正したこと。卒業生・修了生に対し、在学中の人権問題についての卒業後の
相談窓口を周知したこと。
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分 類 小項目数 Ⅰ（実施してい
ない）

Ⅱ（十分に実施
できていない）

Ⅲ（順調に実施
している）

Ⅳ（上回って実
施している）

教育 １２ ４ ８
研究 ６ １ ５
社会貢献 ６ １ ５
その他の目標 １ １

合 計 ２５ ７ １８

分 類 小項目数 Ⅰ（実施してい
ない）

Ⅱ（十分に実施
できていない）

Ⅲ（順調に実施
している）

Ⅳ（上回って実
施している）

運営体制 ３ ３
人事の適正化 ３ ２ １
事業の選択と集中 １ １

合 計 ７ ５ ２

分 類 小項目数 Ⅰ（実施してい
ない）

Ⅱ（十分に実施
できていない）

Ⅲ（順調に実施
している）

Ⅳ（上回って実
施している）

ウ 評価に当たっての意見、指摘等
ａ ハラスメント事案に対して、理事長がリーダーシップを発揮して対応したことは評価できる。
ｂ 新型コロナウイルス感染症における組織的対応で得た体験知を網羅的に把握し、今後の大学全体の安全・安心な環境を整備することを期待す
る。

⑵ 小項目評価
ア 大学の教育研究等の質の向上に関する目標

イ 業務運営の改善及び効率化に関する目標

ウ 財務内容の改善に関する目標
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事務効率化・経費抑制 ２ ２
自己収入・外部研究資金の獲得 ３ ３
資産の適正管理・有効活用 ３ １ ２

合 計 ８ １ ７

分 類 小項目数 Ⅰ（実施してい
ない）

Ⅱ（十分に実施
できていない）

Ⅲ（順調に実施
している）

Ⅳ（上回って実
施している）

自己点検・自己評価 １ １
情報公開・情報発信 ２ １ １

合 計 ３ ２ １

分 類 小項目数 Ⅰ（実施してい
ない）

Ⅱ（十分に実施
できていない）

Ⅲ（順調に実施
している）

Ⅳ（上回って実
施している）

施設・設備の整備と活用 ２ ２
安全管理 １ １
情報セキュリティ １ １
人権尊重の推進 ２ １ １

合 計 ６ ５ １

エ 自己点検・評価及び情報の提供に関する目標

オ その他業務運営に関する目標

第２ 中期目標期間の業務実績に関する評価結果
１ 全体評価
⑴ 評価結果

全体として中期計画の達成状況が良好である。
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⑵ 評価理由
ア 大項目のうち「大学の教育研究等の質の向上に関する目標」についてはＳ評価（非常に優れている）であり、「業務運営の改善及び効率化に関す
る目標」、「財務内容の改善に関する目標」及び「自己点検・評価及び情報の提供に関する目標」についてはいずれの項目もＡ評価（良好である）
であり、「その他業務運営に関する目標」はＢ評価（おおむね良好である）であること。
イ 「大学の教育研究等の質の向上に関する目標」に関して、平成３０年度から新たにスタートした「アートマネジメントプログラム」については、全
学科の学生が受講し、学科の枠を超えた新たな学びの場となっていること。また、進路希望調査を複数回行うとともに、新型コロナウイルス感染症
の影響で変化した就職活動に対応したオンライン面接への対応など進路指導を充実させることにより、就職内定率、進学合格率とも中期目標の９０％
を達成したこと。
ウ 「財務内容の改善に関する目標」に関して、全教職員への経費節減の周知や夏期大学閉鎖による光熱水費の節減、省電力機器の導入、管理的経費
の分析と抑制策の検討などを行っていること。大学独自の研究費特別枠を設定し、外部研究資金獲得に向けた準備研究を支援するとともに、科研費
を申請する教員を事務局職員が支援し、外部競争資金や受託事業の獲得に取り組んでいること。
エ 「その他業務運営に関する目標」に関して、人権侵害や各種ハラスメントの防止に取り組んでいたものの、教員から学生に対するハラスメント事
案が確認されたこと。しかしながら、ハラスメント事案発生後は、真摯に再発防止に努め、令和５事業年度は「Ａ（計画どおり）」と評価したこ
と。

２ 項目別評価
⑴ 大項目評価
ア 大学の教育研究等の質の向上に関する目標
ア 評価結果
Ｓ（達成状況が非常に優れている）

イ 評価理由
ａ 小項目評価の集計結果では、２５項目の全てがⅢ（順調に実施している）又はⅣ（上回って実施している）であること。
ｂ 平成３０年度から新たにスタートした「アートマネジメントプログラム」については、全学科の学生が受講し、学科の枠を超えた新たな学びの
場となっており、教育の質の維持・向上が図られていること。
ｃ 進路希望調査を複数回行うとともに、新型コロナウイルス感染症の影響で変化した就職活動に対応したオンライン面接への対応など進路指導
を充実させたことにより、就職内定率、進学合格率とも中期目標の９０％を大きく上回り達成したこと。
ｄ 教員が自治体の各種委員に就任し、専門家の立場から助言を行うとともに、教職員と学生が県内各地で様々な活動を行いながら、地域ととも
に課題の解決に向けた取組を行っていること。また、講演、公開レッスン等を県民に開放し、大分県芸術文化スポーツ振興財団、自治体等と連
携して芸術文化ゾーンでの新たな展開を図るなど、県民が芸術文化に触れる機会を創出していること。
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ウ 評価に当たっての意見、指摘等
ａ 芸術系と人文系を併せ持つ唯一の公立短大として、「アートマネジメントプログラム」は今のレベルに留まることなく更なる磨きをかけるこ
とを期待する。
ｂ 附属図書館及び音楽ホールという素晴らしい設備の一般開放がコロナ後にかなり進んだ。引き続き沢山の県民に使用してもらえるよう努め、
地域社会に貢献することを期待する。
ｃ 教育評価にルーブリック評価（評価の観点と評価基準を明確にした表を用いて、客観的かつ公平に評価を行う方法）を導入し、「評価項
目」、「評価の観点」及び「評価基準」を作成し取り組んでいる。さらに、継続的な運用と点検の共有も行っており、高く評価できる。

イ 業務運営の改善及び効率化に関する目標
ア 評価結果
Ａ（達成状況が良好である）

イ 評価理由
ａ 小項目評価の集計結果では、７項目の全てがⅢ（順調に実施している）又はⅣ（上回って実施している）であること。
ｂ 理事長のもと、幹部会議や学内委員会のマネジメント機能の強化を図り、迅速かつ機動的な意思決定を行うとともに、教員の採用について
は、学生や時代のニーズを踏まえて教育研究分野を決定し採用を行っていること。
ｃ 予算と人的資源を最大限に生かして大学経営を行うため、重点事項を定め、着実に推進していること。

ウ 評価に当たっての意見、指摘等
ａ 理事長の強いリーダーシップのもと、大学の運営が適切に行われてきたことは高く評価できる。
ｂ 教員が学外委員に就任し、視野の拡大に努めて、大学運営に反映させていることは高く評価できる。
ｃ 自己評価、外部評価並びに教職員、卒業生及び保護者へ行われたアンケートの結果分析を合わせ、本学への社会的ニーズを冷静に把握し、分
析評価を行うことを期待する。

ウ 財務内容の改善に関する目標
ア 評価結果
Ａ（達成状況が良好である）

イ 評価理由
ａ 小項目評価の集計結果では、８項目の全てがⅢ（順調に実施している）又はⅣ（上回って実施している）であること。
ｂ 全教職員への経費節減の周知、夏期大学閉鎖による光熱水費の節減、省電力機器の導入、契約内容の見直しなど、管理的経費の分析と抑制策
の検討などを行っていること。
ｃ 大学独自の研究費特別枠を設定し、外部研究資金獲得に向けた準備研究を支援するとともに、科研費を申請する教員を事務局職員が支援し外
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部競争資金や受託事業の獲得に取り組んでいること。
ウ 評価に当たっての意見、指摘等
ａ 経費削減の努力と併せ、外部資金の取入れについても取り組んでいることは高く評価できる。
ｂ 大学運営コストの削減及び公開講座開講等による自己収入の確保に取り組んでいることは高く評価できる。
ｃ 施設管理の観点だけではなく、地球環境・地球温暖化現象への負荷を減らすカーボンニュートラルへの貢献、再生型自然エネルギーへの転換
など、芸術文化大学ならではのデザイン思考・アート思考を反映させる創意工夫を示しながら、教職員及び学生のコスト意識並びに省エネル
ギー・省資源に関する意識の向上に取り組んでいただきたい。

エ 自己点検・評価及び情報の提供に関する目標
ア 評価結果
Ａ（達成状況が良好である）

イ 評価理由
ａ 小項目評価の集計結果では、３項目の全てがⅢ（順調に実施している）であること。
ｂ 大学基準協会による認証評価に向けて、自己点検・評価を行うなど、滞りなく準備を進めたこと。また、その認証評価が、短期大学基準に適
合しているとの結果であったとともに、改善が必要な事項への対応等を検討していること。
ｃ 法人運営の透明性を高め、県民に対する説明責任を果たすため、計画、財務運営状況等の法人情報を毎年公開していること。
ｄ マスメディア等、多様な媒体を活用し、積極的な広報を展開したこと。

ウ 評価に当たっての意見、指摘等
ａ ブランド・アイデンティティの構築に向けた全学の努力は評価できる。
ｂ ＨＰの更新及び積極的な情報発信に努めていることは評価できる。

オ その他業務運営に関する目標
ア 評価結果
Ｂ（達成状況がおおむね良好である）

イ 評価理由
ａ 小項目評価の集計結果では、６項目中５項目がⅢ（順調に実施している）、１項目がⅡ（十分に実施できていない）であること。
ｂ 人権侵害や各種ハラスメントの防止に取り組んでいたものの、令和４年度に教員から学生に対するハラスメント事案が確認されたこと。しか
しながら、ハラスメント事案発生後は真摯に再発防止に努めたこと。
ｃ 令和３年３月に予定どおりキャンパス整備事業を完了したこと。また、整備した施設・設備を適正に管理・運営していること。
ｄ 教務学生システムの情報セキュリティ上の点検やオンライン授業・会議で用いるツールの安全性確認に加え、操作方法や情報セキュリティに
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分 類 小項目数 Ⅰ（実施してい
ない）

Ⅱ（十分に実施
できていない）

Ⅲ（順調に実施
している）

Ⅳ（上回って実
施している）

教育 １２ ３ ９
研究 ６ １ ５
社会貢献 ６ ２ ４
その他の目標 １ １

合 計 ２５ ７ １８

分 類 小項目数 Ⅰ（実施してい
ない）

Ⅱ（十分に実施
できていない）

Ⅲ（順調に実施
している）

Ⅳ（上回って実
施している）

運営体制 ３ ３
人事の適正化 ３ ２ １
事業の選択と集中 １ １

合 計 ７ ５ ２

分 類 小項目数 Ⅰ（実施してい
ない）

Ⅱ（十分に実施
できていない）

Ⅲ（順調に実施
している）

Ⅳ（上回って実
施している）

対する意識向上に向けた研修等を継続的に開催していること。
ウ 評価に当たっての意見、指摘等
令和４年度に発覚したハラスメント事案に対して、理事長がリーダーシップを発揮してハラスメントの防止、服務規律の保持、学生への個別指
導に関するガイドラインの周知徹底、各種規程の改正等の対応を行い、再発防止に努めたことは評価できる。

⑵ 小項目評価
ア 大学の教育研究等の質の向上に関する目標

イ 業務運営の改善及び効率化に関する目標

ウ 財務内容の改善に関する目標
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事務効率化・経費抑制 ２ １ １
自己収入・外部研究資金の獲得 ３ ３
資産の適正管理・有効活用 ３ ３

合 計 ８ ４ ４

分 類 小項目数 Ⅰ（実施してい
ない）

Ⅱ（十分に実施
できていない）

Ⅲ（順調に実施
している）

Ⅳ（上回って実
施している）

自己点検・自己評価 １ １
情報公開・情報発信 ２ ２

合 計 ３ ３

分 類 小項目数 Ⅰ（実施してい
ない）

Ⅱ（十分に実施
できていない）

Ⅲ（順調に実施
している）

Ⅳ（上回って実
施している）

施設・設備の整備と活用 ２ ２
安全管理 １ １
情報セキュリティ １ １
人権尊重の推進 ２ １ １

合 計 ６ １ ５

エ 自己点検・評価及び情報の提供に関する目標

オ その他業務運営に関する目標
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別紙１

令 和 ６ 年 度 事 業 計 画 書

１ 事業計画
⑴ 教育の向上
ア 令和６年度は新カリキュラム３年目に入ることから、旧カリキュラムから新カリキュラムへの移行期間の対応を行う。また、
教学マネジメント・ＩＲ（インスティテューショナル・リサーチ：入学時や入学後及び卒業時の教育に係る情報に対し、教育の
意思決定及び企画立案をサポートするために行われる作業の総称）の活動を通して学生や教員に働きかけ、アセスメントポリ
シーに基づくアセスメントチェックリストによる評価を実施する。
イ 看護教育におけるＤＸを進めるため、実習記録のデジタル化を検討し、臨地実習における効果的な教育につなげる。
ウ 学部入試広報を充実させて、より多くの受験生を獲得する。
エ 大学院ＮＰ（診療看護師）コースでは、令和５年度から新たに導入したカリキュラムが円滑に運営できるよう学生及び教員並
びに実習施設との協力体制の強化を図るとともに、実習施設を開拓し、ＮＰ実習の充実・強化を図る。
オ 大学院の制度や諸規程を見直し、博士号の取得を推進する。

⑵ 研究の向上
ア 教員の資質向上と研究の質的向上、科学研究費（独立行政法人日本学術振興会）など外部研究費採択率の向上等を目指し、Ｆ
Ｄ（ファカルティ・ディベロップメント：教員能力開発の実践的方法）を実施するとともに、申請時のピアレビューを強化す
る。
イ 企業からの受託研究及び共同研究並びに県内の課題を解決する研究を推進する。

⑶ 社会貢献
ア 看護国際フォーラム、予防的家庭訪問実習、中小規模病院等看護管理者支援事業等を継続して、地域社会や地域医療に貢献す
る。
イ シーズ集等を活用して、県内企業等と教員のマッチングを図る。
ウ 国際交流では、ＭＯＵ（国際交流協定）締結校との交流を深めるとともに、基金を活用して学生の海外施設での実習及び研修
等への参加を実現する。

⑷ 効果的な組織運営
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第４期中期計画に掲げた評価指標を定期的に確認して理事会に報告するとともに、これに基づいてＰＤＣＡサイクルを回して改
善を進める。



（ 100 ）

科 目 金 額 科 目 金 額

経 常 収 益 ９０２，４５９ 経 常 費 用 ９０２，４５９

運 営 費 交 付 金 収 益 ５９９，８７７ 業 務 費 ８０５，２２２

授 業 料 等 収 益 ２５７，８５７ 一 般 管 理 費 ９７，２３７

受 託 研 究 等 収 益 ８，０７０

寄 附 金 収 益 ２００

施 設 費 等 収 益 ６，１０２

雑 益 ８，６７９

目 的 積 立 金 収 益 ２１，６７４

（単位 千円）
２ 令和６年度予算書
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別紙２

令 和 ５ 年 度 事 業 実 績 調 書

１ 事業実績
⑴ 教育の向上
ア 令和４年度に作成した教育の改善や質保証に向けた教学ＩＲシステムマネジメント規程を学内において周知し、活用した。
イ 令和３年度地域医療介護総合確保基金及び文部科学省補正予算ウィズコロナ時代の新たな医療に対応できる医療人材養成事業
費をもとに行った新たな教材の導入や実習室の改修によりＤＸ／ＩＣＴ教材等の充実を図ることで講義及び演習の改善を図っ
た。

ウ 令和４年度の一般財団法人大学教育質保証・評価センターによる大学機関別認証評価において改善が求められたカリキュラム
ポリシーについて、内容を改正し、学内外に明示した。

エ 大学院の博士課程後期では博士号を３名に授与し、開学以来合計３５名となった。
⑵ 研究の向上
ア 科学研究費新規採択数は９件、採択率は３１％であり、前年度・前々年度の２９％を若干上回り、このうちピアレビューを受けた
者の採択率は４４％と高かった。
イ イノベーションと産学官連携を推進するため、知的財産アドバイザーを雇用し、知的財産関係の規程を改正した。

⑶ 社会貢献
ア 学部卒業生３０名（県内就職率５１．７％）、大学院博士課程前期修了生１０名（県内就職率３７．０％）が県内の医療機関や自治体に就
職した。
イ 「おおいた地域連携プラットフォーム」の地域の課題解決事業に参加し、九重町から協力要請があった健康づくり計画立案作
業に協力し、第３次健康ここのえ２１計画を立案した。

ウルサン イン ハ

ウ 国際交流では、韓国の蔚山大学校医科大学看護課程及び仁荷大学医学部看護学科の学生を受け入れ、これらの大学を訪問し
た。また、インドネシアのムハマディア大学とは国際看護学演習の授業時間を活用し、オンライン学生交流を実施した。

⑷ 効果的な組織運営
ア ＮＰコースでは、３名の教員からなるＮＰ研究室を新設した。
イ 大学院教育では、健康科学専攻の廃止を決定し、全教員で看護学専攻の教育に全力を尽くすこととした。
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ウ 令和４年に設置した内部質保証推進会議において、各担当委員会が検討して改善案を作成し、改善を進めた。
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科 目 金 額 科 目 金 額

経 常 収 益 ９５１，８９４，５３０ 経 常 費 用 ９８４，５８７，９６９
運 営 費 交 付 金 収 益 ６５６，１１６，０００ 業 務 費 ８６８，４４４，９３２
授 業 料 収 益 ２１４，９８９，７５０ 教 育 経 費 ８０，９９６，６２０
入 学 金 収 益 ２８，０５６，０００ 研 究 経 費 ３９，３８５，２０３
検 定 料 収 益 ６，０７２，０００ 教 育 研 究 支 援 経 費 ５８，７９０，４９６
受 託 研 究 等 収 益 １９９，１００ 受 託 研 究 費 １９９，１００
共 同 研 究 等 収 益 ６３８，６８４ 共 同 研 究 費 ６３８，６８４
寄 附 金 収 益 ８，２６５，０５０ 役 員 人 件 費 ６５，７００，６７５
補 助 金 等 収 益 ５，５８２，７１６ 教 員 人 件 費 ５１６，９４６，３１０
施 設 費 収 益 １３，５３０，０００ 職 員 人 件 費 １０５，７８７，８４４
財 務 収 益 ６，３６８ 一 般 管 理 費 １１５，９１３，３６１
雑 益 １８，４３８，８６２ 財 務 費 用 ２２９，６７６

経 常 損 失 ３２，６９３，４３９
臨 時 利 益 ４１７，６６９，９５９
資産見返運営費交付金等戻入 １３２，５４９，５３７
資 産 見 返 寄 附 金 等 戻 入 ４８６，５４５
資 産見返物品 受 贈 額 戻 入 ２８４，６３３，８７７
臨 時 損 失 ４４９，４９８
当 期 純 利 益 ３８４，５２７，０２２
前中期目標期間繰越積立金取崩額 ３３，１４８，０３４
当 期 総 利 益 ４１７，６７５，０５６

（単位 円）
２ 令和５年度損益計算書（決算書）
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資 産 の 部 負 債 及 び 正 味 財 産 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 ３７７，７２６，０６３ 流 動 負 債 １７６，５３８，２９５
現 金 及 び 預 金 ３５９，０２４，８３９ 寄 附 金 債 務 １４，７４９，８９７
未 収 入 金 １７，７２６，９５９ 短 期 リ ー ス 債 務 ４，９６６，３６０
前 払 費 用 ９７４，２６５ 未 払 金 ９２，４１９，４６６

固 定 資 産 ２，４８９，６５６，４９９ 未 払 費 用 ２１，９３０，５８５
有 形 固 定 資 産 ２，４８７，２５８，７０１ 未 払 消 費 税 ２３６，６００
土 地 ６４８，０５１，０００ 科学研究費助成事業等預り金 ２９，５５４，１２７
建 物 １，３６３，２１７，６９５ 前 受 共 同 研 究 費 ２７０，４０７
構 築 物 ４，５８７，３９０ 前 受 金 ８，１３６，７２１
工 具 器 具 備 品 ５７，１６３，６９０ 預 り 金 ４，０７６，１３２
図 書 ４１４，２３８，９２３ 預 り 補 助 金 １９８，０００
車 両 運 搬 具 ３ 固 定 負 債 ３３，４２３，２６１
無 形 固 定 資 産 ２，３０８，７９８ 長 期 繰 延 補 助 金 等 ２０，５４３，０２５
ソ フ ト ウ エ ア ２，２７８，７９８ 長 期 リ ー ス 債 務 １２，８８０，２３６
電 話 加 入 権 ３０，０００ （負 債 合 計） ２０９，９６１，５５６
投 資 そ の 他 の 資 産 ８９，０００ 資 本 金 ３，２６４，３６３，０００
差 入 敷 金 ８９，０００ 資 本 剰 余 金 △ １，２３４，１８１，８２９

令和６年３月３１日現在 （単位 円）

別紙３

貸 借 対 照 表
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利 益 剰 余 金 ６２７，２３９，８３５
（純 資 産 合 計） ２，６５７，４２１，００６

合 計 ２，８６７，３８２，５６２ 合 計 ２，８６７，３８２，５６２
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公立大学法人大分県立看護科学大学 令和５事業年度の
業務実績及び中期目標期間の業務実績に関する評価結果

第１ 令和５事業年度の業務実績に関する評価結果
１ 全体評価
⑴ 評価結果

全体として年度計画を上回る進捗で実施している。
⑵ 評価理由
ア 大項目のうち「大学の教育研究等の質の向上に関する目標」、「業務運営の改善及び効率化に関する目標」及び「財務内容の改善に関する目標」
についてはＳ評価（特筆すべき進行状況）であり、「自己点検・評価及び情報の提供に関する目標」及び「その他業務運営に関する目標」について
はいずれの項目もＡ評価（計画どおり進んでいる）であること。
イ 看護教育のＤＸ／ＩＣＴ教材等の充実を図ることで学修面の効果を得ていること。また、看護師国家試験は、早期ガイダンスや、主体的に学習で
きるための雰囲気づくり、模擬試験結果の分析とフィードバック、集中セミナーなどを実施し、昨年度の不合格者を含めて合格率１００％を達成した
こと。
ウ 海外危機管理マニュアルを策定し、個人単位海外研修プログラムを見直すなど、短期海外研修を希望する学生への支援体制を整備したこと。
エ 理事長がリーダーシップを発揮し、ＮＰ（診療看護師）研究室の新設や、成人・老年看護学研究室の再編成、大学院健康科学専攻の廃止、ＮＰ教
育の臨床推論能力強化システム導入や知的アドバイザーの雇用などＤＸ、イノベーションの推進等を図っていること。
オ 公募情報を積極的に収集の上、レビュアー制度による個別支援の強化を図り、大学全体で補助金や科学研究費（独立行政法人日本学術振興会）等
に積極的に応募することで、６，０００万円を超える外部資金を獲得していること。
カ 大学機関別認証評価において指摘された、改善を要する点、今後の進展が望まれる点について、改善の取組案をまとめ、大学院健康科学専攻の募
集停止や、大学ホームページにおける教育情報の公表を分かりやすく整備する等の改善を進めていること。

２ 項目別評価
⑴ 大項目評価
ア 大学の教育研究等の質の向上に関する目標
ア 評価結果
Ｓ（特筆すべき進行状況にある）

イ 評価理由



（ 108 ）

ａ 小項目評価の集計結果では、２４項目の全てがⅣ（上回って実施している）の評価であること。
ｂ 令和４年度大学機関別認証評価で指摘されたカリキュラムポリシーについて改善を行ったこと。
ｃ 卒業生の県内就職率は５０％を超え、県内の医療機関や自治体に就職するなど県内地域医療への貢献に繋がっていること。
ｄ 海外危機管理マニュアルを策定し、また、個人単位海外研修プログラムを見直して、短期海外研修を希望する学生への支援体制を整備したこ
と。

ウ 評価に当たっての意見、指摘等
ａ 看護師国家試験の合格率１００％達成は高く評価できる。
ｂ 県内就職率は５１．７％であり、次期中期目標の５５％は必ず維持されたい。
ｃ ＮＰ研究室の新設や、基金を獲得してのＮＰ教育の臨床推論能力強化システムの導入は素晴らしい成果である。
ｄ 研究分野では、県内の課題に取り組んだ研究に着手されており、絶え間なく努力していることは評価できる。

イ 業務運営の改善及び効率化に関する目標
ア 評価結果
Ｓ（特筆すべき進行状況にある）

イ 評価理由
ａ 小項目評価の集計結果では、１１項目中１０項目がⅣ（上回って実施している）、１項目がⅢ（順調に実施している）の評価であること。
ｂ 理事長がリーダーシップを発揮して、研究室の新設・再編成、大学院改革、ＤＸ、イノベーションの推進等を進めたこと。
ｃ 認証評価で指摘された点について、各担当委員会が検討して改善案を作成し、内部質保証推進会議で決定し、改善を進めたこと。
ｄ 風通しのよい職場づくりのため、理事長に面談を希望する教職員には事前のアポイントの有無に関わらず、適宜対応していること。

ウ 評価に当たっての意見、指摘等
ａ 理事長の強いリーダーシップによるＮＰ研究室の新設、健康科学専攻の廃止の決定は特筆すべき成果である。
ｂ 人事・労務管理においても適切な対応がされている。

ウ 財務内容の改善に関する目標
ア 評価結果
Ｓ（特筆すべき進行状況にある）

イ 評価理由
ａ 小項目評価の集計結果では、１０項目中９項目がⅣ（上回って実施している）、１項目がⅢ（順調に実施している）の評価であること。
ｂ 学生納付金の収入未済は発生しなかったこと。新型コロナウイルス感染症が５類感染症になったことに伴い、年間を通じて大学施設等の貸出
しを行い、財産貸付収入を確保していること。
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ｃ 外部資金に関する積極的な情報収集と、公募について全職員への周知を徹底し、６，０００万円を超える外部資金を獲得していること。
ｄ 最大電力使用量を押さえることにより、基本料金を引き下げたこと。

ウ 評価に当たっての意見、指摘等
ａ 外部資金の獲得（６，０００万円超）、大学施設の貸出しによる収入源の確保、電力使用量の削減等財務の健全化に向けて地道な取組を積極的に
実施しており、高く評価できる。
ｂ 省エネ、省資源に関する意識向上、管理費の抑制など様々な工夫を行い、財務の改善に努めていることは高く評価できる。

エ 自己点検・評価及び情報の提供に関する目標
ア 評価結果
Ａ（計画どおり進んでいる）

イ 評価理由
ａ 小項目評価の集計結果では、５項目の全てがⅢ（順調に実施している）又はⅣ（上回って実施している）の評価であること。
ｂ 機関別認証評価の結果を受けて、速やかに対応策を検討し、学部・大学院を中心に具体的な改善を進めたこと。また、当該評価結果を大学
ホームページに公開したこと。
ｃ 大学ホームページやＳＮＳ等で効果的に情報発信を行っていること。

ウ 評価に当たっての意見、指摘等
ａ ＦＤ（ファカルティ・ディベロップメント：教員能力開発の実践的方法）／ＳＤ（スタッフ・ディベロップメント：職員能力開発の実践的方
法）委員会を独立させ、それぞれが研修会に参加し、その内容を教育に活かしている。
ｂ ＦＤ／ＳＤ委員会と自己点検・評価委員会が教育に関する改善・向上を着実に推進してきたと評価できる。

オ その他業務運営に関する目標
ア 評価結果
Ａ（計画どおり進んでいる）

イ 評価理由
ａ 小項目評価の集計結果では、８項目中６項目がⅣ（上回って実施している）、２項目がⅢ（順調に実施している）の評価であること。
ｂ 委員会選定及び学生リクエストによって新たに１，６８９冊の蔵書を整備するとともに、医療情報配信サービスのトライアルにも取り組んだこと。
ｃ 学生の主体的な参画の下で防災訓練及び安全確認メール訓練を実施したこと。
ｄ サーバへのランサムウェア対策を行うなど、セキュリティ対策を実施していること。

ウ 評価に当たっての意見、指摘等
省エネ仕様、ユニバーサルデザインへの配慮をはじめ、目標に向けた取組成果が十分に示されており評価できる。
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分 類 小項目数 Ⅰ（実施してい
ない）

Ⅱ（十分に実施
できていない）

Ⅲ（順調に実施
している）

Ⅳ（上回って実
施している）

教育 １２ １２
研究 ４ ４
社会貢献 ８ ８

合 計 ２４ ２４

分 類 小項目数 Ⅰ（実施してい
ない）

Ⅱ（十分に実施
できていない）

Ⅲ（順調に実施
している）

Ⅳ（上回って実
施している）

運営体制 ５ ５
人事の適正化 ６ １ ５

合 計 １１ １ １０

分 類 小項目数 Ⅰ（実施してい
ない）

Ⅱ（十分に実施
できていない）

Ⅲ（順調に実施
している）

Ⅳ（上回って実
施している）

自己収入及び外部資金の獲得 ３ ３
経費の効率化 ３ １ ２
資産の適正管理・有効活用 ４ ４

合 計 １０ １ ９

⑵ 小項目評価
ア 大学の教育研究等の質の向上に関する目標

イ 業務運営の改善及び効率化に関する目標

ウ 財務内容の改善に関する目標

エ 自己点検・評価及び情報の提供に関する目標
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分 類 小項目数 Ⅰ（実施してい
ない）

Ⅱ（十分に実施
できていない）

Ⅲ（順調に実施
している）

Ⅳ（上回って実
施している）

自己点検・自己評価 ２ １ １
情報公開・情報発信 ３ ２ １

合 計 ５ ３ ２

分 類 小項目数 Ⅰ（実施してい
ない）

Ⅱ（十分に実施
できていない）

Ⅲ（順調に実施
している）

Ⅳ（上回って実
施している）

施設・設備の整備・活用 ３ ３
危機管理 ２ １ １
人権尊重の推進 ２ １ １
情報管理の徹底 １ １

合 計 ８ ２ ６

オ その他業務運営に関する目標

第２ 中期目標期間の業務実績に関する評価結果
１ 全体評価
⑴ 評価結果

全体として中期計画の達成状況が極めて良好である。
⑵ 評価理由
ア 大項目のうち「大学の教育研究等の質の向上に関する目標」、「業務運営の改善及び効率化に関する目標」、「財務内容の改善に関する目標」に
ついてはＳ評価（非常に優れている）であり、「自己点検・評価及び情報の提供に関する目標」及び「その他業務運営に関する目標」についてはい
ずれの項目もＡ評価（良好である）であること。
イ 「大学の教育研究等の質の向上に関する目標」に関して、学部教育に関するカリキュラム及び養護教諭養成課程の教育について、評価・改善を中
期目標期間中（平成３０年度から令和５年度まで）に行っており、令和５年度までに４年間の看護師基礎教育のモデルの評価・改善及び養護教諭（一
種免許）養成課程の評価・改善が達成できたこと。
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ウ 新型コロナウイルス感染予防対策の必要性もあり、学習環境のＩＣＴ化が予定よりも速いペースで進み、学生の情報処理や看護技術の力が高まっ
ていること。また、学生が主体的に学べる教育環境の整備が進んでおり、学生の看護師国家試験合格率は高い水準を維持していること。さらに、学
部生の県内就職率は中期目標期間中において平均５０％を超えていること。
エ 「業務運営の改善及び効率化に関する目標」に関して、理事長が、引き続き強いリーダーシップを発揮し、教員や学外理事等の意見を取り入れ、
学内の承認を得ながら改革を推進していること。
オ 「財務内容の改善に関する目標」に関して、授業料等の納付が遅延している学生がいる場合には助言や指導を行い、計画的な納付に向けた取組を
継続していること。科学研究費申請に関する学内研修会の実施、外部資金公募情報の周知、レビュアーによる指導等により、毎年度４，０００万円から
６，０００万円程度の外部資金を獲得できており、継続して外部資金獲得に取り組んでいること。

２ 項目別評価
⑴ 大項目評価
ア 大学の教育研究等の質の向上に関する目標
ア 評価結果
Ｓ（達成状況が非常に優れている）

イ 評価理由
ａ 小項目評価の集計結果では、２４項目の全てがⅣ（上回って実施している）の評価であること。
ｂ 「ＮＰ教育・事業推進チーム」を経て、令和５年度には「ＮＰ研究室」を新設。また、医療介護総合確保基金１，７００万円以上を獲得し、地域
住宅・ＮＰ実習室に「ＮＰ教育の臨床推論能力強化システム」を導入したこと。
ｃ ＤＸやＩＣＴを活用した実習室の近代化を進めることにより、看護の臨床判断力や看護技術を高めるアクティブラーニングが強化され、実習
がより効果的なものとなったこと。
ｄ 学生が主体的に学べる教育環境の整備により、学生の看護師国家試験合格率は各年度とも全国平均を上回り、令和元年度から令和３年度まで
及び令和５年度には１００％を達成したこと。また、学部生の県内就職率は中期目標期間中平均で５０％を超えていること。
ｅ 平成３０年度からＦＤ／ＳＤ委員会を立ち上げ、教育、研究、学生支援に関する研修会を多数開催するとともに、他団体の研修会参加費用を補
助した。また、学部科目、大学院科目の授業評価を実施し、教員にフィードバックするとともに、成績分布等を審議会で報告し、学内ＷＥＢに
公開した。さらにピアレビュー制度を導入し、科学研究費新規採択率は年々増加していること。
ｆ ＭＯＵ（国際交流協定）締結海外校と相互交流を推進するとともに、海外留学生安全対策協議会（ＪＣＳＯＳ）の支援を受け、海外危機管理
マニュアルを策定し、学生及び教職員の海外渡航に関する安全管理体制の枠組みを整備したこと。
ｇ 県内外の研究機関・企業のニーズのマッチングを推進するためのシーズ集を作成したこと。また、共同研究によって生じた知的財産を管理運
営するための知的財産本部を設置したこと。さらに、知的財産アドバイザーを雇用し、知的財産や企業との契約等に関する相談業務を開始する
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とともに、知的財産関連規程を改正したこと。
ｈ 一般財団法人大学教育質保証・評価センターの認証評価において「大学評価基準を満たしている」と認定されるとともに、予防的家庭訪問実
習や健康化学実験といった特徴的な授業を必修科目とし、先駆的かつ継続的に看護実践に関する総合能力を有する学生の育成を図っており優れ
ていると評価されたこと。

ウ 評価に当たっての意見、指摘等
ａ 主体的学習支援、学生への個別対応等の教育支援が行き届いている。さらに、研究ではプロジェクト研究等大分県の課題を解決する研究に取
り組んでおり、公立大学としての使命を果たしている。さらに、研究シーズ集を作成し、県内企業とのマッチングを図る取組は、高く評価でき
る。
ｂ 県立看護科学大学の特徴の一つであるＮＰ養成に、今後も継続的に力を入れていただきたい。

イ 業務運営の改善及び効率化に関する目標
ア 評価結果
Ｓ（達成状況が非常に優れている）

イ 評価理由
ａ 小項目評価の集計結果では、１１項目の全てがⅣ（上回って実施している）の評価であること。
ｂ 理事長が、引き続き強いリーダーシップを発揮し、教員や学外理事等の意見を取り入れ、学内の承認を得ながら改革を推進していること。
ｃ 調査によるエビデンスに基づいて、業務内容・人員配置を評価し、組織改革に取り組んでいること。
ｄ 教員評価は教員の意見を取り入れたり、学生の授業評価アンケートを活用するなど継続的に改善しており、また、大学固有職員の評価も開始
し、昇任人事に活用していること。
ｅ 平成３０年度に新設したＦＤ／ＳＤ委員会がＦＤ研修会の企画や、他団体が企画したＦＤ研修会の周知、参加費の助成等、教職員の能力向上に
積極的に努めていること。

ウ 評価に当たっての意見、指摘等
ａ 理事長の強いリーダーシップのもと、着実な業務運営がなされてきたことは高く評価できる。
ｂ ２０３０年に向けた本学の課題と解決策に着手し、負担のアンバランスの是正と適正配分を進めたことは高く評価できる。

ウ 財務内容の改善に関する目標
ア 評価結果
Ｓ（達成状況が非常に優れている）

イ 評価理由
ａ 小項目評価の集計結果では、１０項目の全てがⅣ（上回って実施している）の評価であること。
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ｂ 授業料等の滞納はなく、納付が遅延している学生がいる場合には助言や指導を行い、分割等計画的な授業料納付に向けた取組を継続している
こと。
ｃ 科学研究費申請に関する学内研修会の実施、外部資金公募情報の周知、レビュアーによる指導等により、毎年度４，０００万円から６，０００万円程度
の外部資金を獲得できており、継続して外部資金獲得に取り組んでいること。
ｄ 契約に当たっては、契約期間の複数年度化やプロポーザル式入札の導入等により競争的環境の確保を図っており、管理経費の抑制に取り組ん
でいること。

ウ 評価に当たっての意見、指摘等
ａ 引き続き外部資金の獲得に取り組んでほしい。
ｂ 諸物価高騰の中、電気使用量の削減やＬＥＤ化等、費用削減に積極的に取り組んだことは高く評価できる。

エ 自己点検・評価及び情報の提供に関する目標
ア 評価結果
Ａ（達成状況が良好である）

イ 評価理由
ａ 小項目評価の集計結果では、５項目の全てがⅢ（順調に実施している）又はⅣ（上回って実施している）の評価であること。
ｂ 大学機関別認証評価のための点検・評価ポートフォリオの作成や実地調査を通じて、全学的な自己点検・評価機能の向上が図られたこと。ま
た、当該評価結果を大学ホームページで公開するとともに、速やかに対応策を検討し、学部・大学院を中心に具体的な改善を進めたこと。
ｃ 大学ホームページやＳＮＳ等、インターネットを活用した情報発信の内容を充実させ、継続していること。

ウ 評価に当たっての意見、指摘等
ａ ＦＤ／ＳＤ委員会を独立させ、それぞれが研修会に参加し、その内容を教育に活かしている。
ｂ 適切な３ポリシーの設定をはじめとする教育内部質の保証へ向け、教育の状況について継続的に自己点検・外部評価を積み重ねながら改善に
取り組んできた成果は高く評価できる。

オ その他業務運営に関する目標
ア 評価結果
Ａ（達成状況が良好である）

イ 評価理由
ａ 小項目評価の集計結果では、８項目の全てがⅢ（順調に実施している）又はⅣ（上回って実施している）の評価であること。
ｂ 図書館蔵書について、中期目標期間（平成３０年度から令和５年度まで）において委員会及び学生リクエストを反映させ、新たに合計１０，５００冊
を整備したこと。
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分 類 小項目数 Ⅰ（実施してい
ない）

Ⅱ（十分に実施
できていない）

Ⅲ（順調に実施
している）

Ⅳ（上回って実
施している）

教育 １２ １２
研究 ４ ４
社会貢献 ８ ８

合 計 ２４ ２４

分 類 小項目数 Ⅰ（実施してい
ない）

Ⅱ（十分に実施
できていない）

Ⅲ（順調に実施
している）

Ⅳ（上回って実
施している）

運営体制 ５ ５
人事の適正化 ６ ６

合 計 １１ １１

分 類 小項目数 Ⅰ（実施してい
ない）

Ⅱ（十分に実施
できていない）

Ⅲ（順調に実施
している）

Ⅳ（上回って実
施している）

ｃ 防災・業務継続計画の策定や、危機管理マニュアルの改訂、新型コロナウイルス感染症対策マニュアルの作成を行い、それらに基づき必要な
体制を整備していることに加え、防火訓練を毎年実施していること。
ｄ 毎年、ハラスメント研修会及び人権研修会を継続して開催していること。

ウ 評価に当たっての意見、指摘等
ａ ハラスメント研修会を継続的に実施するとともに、研修会の内容と方法の検討を重ねていることは高く評価できる。
ｂ 施設のメンテナンスへの不断の取組や安全・衛生管理、災害時の危機管理にも十分な成果を生み出しており評価できる。

⑵ 小項目評価
ア 大学の教育研究等の質の向上に関する目標

イ 業務運営の改善及び効率化に関する目標

ウ 財務内容の改善に関する目標
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自己収入及び外部資金の獲得 ３ ３

経費の効率化 ３ ３

資産の適正管理・有効活用 ４ ４

合 計 １０ １０

分 類 小項目数 Ⅰ（実施してい
ない）

Ⅱ（十分に実施
できていない）

Ⅲ（順調に実施
している）

Ⅳ（上回って実
施している）

自己点検・自己評価 ２ ２
情報公開・情報発信 ３ ２ １

合 計 ５ ２ ３

分 類 小項目数 Ⅰ（実施してい
ない）

Ⅱ（十分に実施
できていない）

Ⅲ（順調に実施
している）

Ⅳ（上回って実
施している）

施設・設備の整備・活用 ３ ３
危機管理 ２ １ １
人権尊重の推進 ２ １ １
情報管理の徹底 １ １

合 計 ８ ２ ６

エ 自己点検・評価及び情報の提供に関する目標

オ その他業務運営に関する目標
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別紙１

令 和 ６ 年 度 事 業 計 画 書

１ 事業計画
⑴ 公益目的事業
ア iichiko総合文化センター及び県立美術館の指定管理事業
iichiko総合文化センターと県立美術館を大分県における芸術文化の拠点として、「出会いと五感」をテーマに、芸術文化の
融合による新たな価値の創造や芸術文化による社会的、経済的な課題への対応に取り組む。
ア 共通事項
ａ 施設の利用、維持管理等に関する業務
施設の適正な利用及び利用者の利便性向上に努め、クオリティとコストの両面でレベルの高い施設管理を行う。

ｂ 芸術文化に関する情報収集及び提供に関する業務
自主広報媒体による直接広報を行うとともに、マスコミを活用した広告宣伝等の間接広報を充実させる。

イ iichiko総合文化センターに関する個別事項
ａ 施設の利用促進及び利用者の便宜供与に関する業務
年間ホール利用率８７．０％の達成を目指し、営業や広報の強化に努める。
アンケートの実施など利用者の意見や要望の聴取に努め、施設の管理運営の改善に反映させる。

ｂ ネーミングライツの運用に関する業務
各施設における「iichiko」の愛称使用を徹底する。

ウ 県立美術館に関する個別事項
ａ 美術品等の収集、保管、展示及び利用に関する業務
県が行う美術品等の収集に対し、専門的な観点から必要な調査等を県と一体となって実施する。また、定期的に展示替え
を実施し、年間を通じて県民の方に新鮮で飽きのこない所蔵品展示を実施する。
ｂ 美術品等の調査及び研究に関する業務
県ゆかりの美術・工芸などに関する調査研究を行い、その成果をコレクション展等に活用する。

ｃ 講座等の開催及び教育普及に関する業務
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子ども達を指導する先生向けのワークショップや研修・講座を実施するとともに、多彩な美術館コレクションを教育普及
活動に活用し、郷土への愛着と誇りを育む。
ｄ 施設の利用及び利用者への便宜供与に関する業務
施設予約システムの適切な運用や円滑な窓口での受付対応を行い、ストレスのない利用申請業務を行う。また、昨年度養
成したＯＰＡＭサポーター（美術館ボランティアスタッフ）を展覧会の案内や教育普及事業、広報業務等の補助として活用
し、次期サポーターの募集・要請を行う。

イ 芸術文化に関する自主事業
ア 芸術文化ゾーン
ａ 芸術文化の融合
iichiko総合文化センターと県立美術館が連携し、音楽と美術の融合を図り、県民に新たな価値観や創造性を提供し、感
性・創造性を育む機会を提供する。
ｂ 芸術文化の拠点づくり事業
iichikoアトリウムプラザや美術館アトリウムなどを活用して行われるアートイベント等を促進し、賑わいあふれる空間
づくりを進める。また、「大分県芸術文化ゾーン」のコンセプトワードである「五感の翼」の更なる周知を図り、ゾーン自
体のブランディングを推進する。
ｃ ネットワークづくり事業
公益社団法人全国公立文化施設協会や公益財団法人日本博物館協会等の活動を通じて、他県とのネットワークづくりを行
う。

イ iichiko総合文化センター
ａ 鑑賞系事業
オーケストラ、オペラ、室内楽、ミュージカル等を柱とし、年間を通じて、幅広いジャンルにおいて質の高い舞台公演を実施す
る。
ｂ 人材育成事業
県内唯一の子ども達によるオーケストラである「iichiko グランシアタ・ジュニアオーケストラ」を運営する。
遠方の小学生を主催公演に無料招待する事業や県内各地の小学校へのアウトリーチ活動等を実施する。

ウ 県立美術館
質の高い魅力的な企画展の開催
「五感で楽しむことができる」美術館・「出会いによる新たな発見と刺激のある」美術館をテーマに、県民の様々なニーズ
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に応えられるよう幅広いジャンルをバランスよく企画して、展覧会を開催する。
ウ 障がい者芸術文化活動の普及促進
「おおいた障がい者芸術文化支援センター」を運営し、県と協調して障がい者芸術文化活動の普及促進に努めるとともに、社
会福祉施設や文化・教育施設等へのアウトリーチ活動等を進める。また、障がい者芸術文化活動の関係者とのネットワークづく
りを推進する。
エ 国際交流の推進
国際理解講座や県国際交流員・通訳ボランティアによる語学講座を開催し、広く開放された国際交流の拠点づくりを行う。ま
た、おおいた国際交流プラザでの情報発信や相談支援に取り組む。
オ ウェールズ国立博物館との友好交流
ウェールズ国立博物館と締結したＭＯＵ（基本合意書）に基づき、相互の芸術文化への理解を深める。

⑵ 収益事業
ア 駐車場の管理運営事業
iichiko総合文化センターと県立美術館の互いの満空車情報を共有し、車両を円滑に誘導することで相互利用を促進する。

イ 館内サービスの充実
県立美術館館内でミュージアムショップやミュージアムカフェを運営し、サービス充実に努める。

⑶ その他事業
友の会事業
iichiko総合文化センターと県立美術館を中心とした芸術文化ゾーンを応援してくれる「大分県芸術文化友の会びび」の個人・
法人会員への加入促進とメンバーサービスの一層の充実を図る。
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収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
事 業 収 益 ２７９，３０１ 事 業 費 １，０８６，５５４
受 託 事 業 収 益 ４７３，４８１
受 取 補 助 金 等 ８４，１９９
受 取 寄 附 金 １３８，４３４
雑 収 益 １１，９６２

経 常 収 益 計 ９８７，３７７ 経 常 費 用 計 １，０８６，５５４
当 期 経 常 増 減 額 △ ９９，１７７

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
他 会 計 振 替 額 ９９，１７７ 当 期一般正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 １，０８６，５５４ 合 計 １，０８６，５５４

収 益 費 用

２ 令和６年度予算書
⑴ 公益目的事業会計
ア 一般正味財産増減の部 （単位 千円）

イ 指定正味財産増減の部 （単位 千円）
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科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

特 定 資 産 運 用 益 １，３００ 一 般正味財産 へ の 振 替 額 １３７，８３４
受 取 補 助 金 等 ８５，０００ 当 期指定正味 財 産 増 減 額 △ ５１，５３４

合 計 ８６，３００ 合 計 ８６，３００

収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
受 取 会 費 １８，３８８ 事 業 費 １８２，５３８
事 業 収 益 １６５，６３２
受 託 事 業 収 益 ９７，６２１
雑 収 益 ７４

経 常 収 益 計 ２８１，７１５ 経 常 費 用 計 １８２，５３８
当 期 経 常 増 減 額 ９９，１７７

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
他 会 計 振 替 額 ９９，１７７
当 期一般正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ２８１，７１５ 合 計 ２８１，７１５

⑵ 収益事業等会計
ア 一般正味財産増減の部 （単位 千円）
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収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

当期指定正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ０ 合 計 ０

収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
受 託 事 業 収 益 １３，１６３ 管 理 費 １３，２２９
雑 収 益 ６６

経 常 収 益 計 １３，２２９ 経 常 費 用 計 １３，２２９
当 期 経 常 増 減 額 ０

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
当期一般正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 １３，２２９ 合 計 １３，２２９

イ 指定正味財産増減の部 （単位 千円）

⑶ 法人会計
ア 一般正味財産増減の部 （単位 千円）
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収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

基 本 財 産 等 運 用 益 ２０ 当期指定正味 財 産 増 減 額 ２０

合 計 ２０ 合 計 ２０

（単位 千円）イ 指定正味財産増減の部
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別紙２

令 和 ５ 年 度 事 業 実 績 調 書

１ 事業実績
⑴ 公益目的事業
ア iichiko総合文化センター及び県立美術館の指定管理事業
iichiko総合文化センターと県立美術館の事業実施や管理業務において両施設を連携し、スケールメリットをいかした効果的・
効率的な運営を行うとともに、利用者のための円滑な施設運営と良質なサービスの安定的な提供に努めた。
また、iichiko総合文化センターと県立美術館が大分県における芸術文化の拠点として、「出会いと五感」をテーマに、芸術文
化の融合による新たな価値の創造に取り組むとともに、地域における課題に対して芸術文化の分野から解決に向けてアプローチ
した。
ア 共通事項
ａ 施設の利用及び維持管理に関する業務
⒜ 一部の業務において、iichiko総合文化センターと県立美術館を一体とした発注による第三者委託を行った。
⒝ iichiko総合文化センターと県立美術館において相互間の広報に努めた。
ｂ 芸術文化に関する情報収集及び提供に関する業務
⒜ 月間イベントカレンダー、ホームページ、ＳＮＳ、メールマガジン等により芸術文化に関する情報を発信した。
⒝ 広報誌により、iichiko総合文化センターや県立美術館のイベント情報を中心に幅広い情報を発信した。

イ iichiko総合文化センターに関する個別事項
ａ 施設及び設備の維持管理に関する業務
⒜ 県の天井耐震改修工事とそれに合わせて行う付加工事が実施され、県と連携し工事が順調に行われるよう協力した。
県の工事区域となった大ホール・中ホール以外のアトリウムや練習室、会議室などは引き続き維持管理業務を行うとと
もに、貸館利用の促進を図った。
⒝ 施設の利用について、盗難・事故などの発生はなかった。
ｂ ネーミングライツの運用
iichikoに関するポスターやグッズ等の掲示を行い、iichikoのＰＲを行った。
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ウ 県立美術館に関する個別事項
ａ 美術品等の収集、保管、展示及び利用に関する業務
５回にわたってコレクション展を開催し、大分の美術を中心にした作品を紹介した。

ｂ 美術品等の調査及び研究に関する業務
収集対象作家及び県関係作家とその作品について、情報収集に努めるとともに、機会あるごとに調査を継続した。

ｃ 教育普及に関する業務
ＳＴＥＡＭ教育の視点を取り入れたワークショップや学校でのアウトリーチ活動等を積極的に実施した。さらに、子ども
達を指導する先生向けのワークショップや研修・講座を実施した。
ｄ 施設の利用及び利用者の便宜供与に関する業務
施設予約システムの本格稼働により、貸館の利便性を向上させた。また、ＯＰＡＭサポーター（美術館ボランティアス
タッフ）を養成するための研修を行った。

イ 芸術文化に関する自主事業
ア 芸術文化ゾーンに関する個別事項
ａ 芸術文化の融合
美術館アトリウムにおいて、iichikoグランシアタ・ジュニアオーケストラやアウトリーチアーチストによる演奏会を実
施した。
ｂ 芸術文化の拠点づくり事業
近隣商店街役員等をメンバーとする大分市中央通り歩行者天国推進委員会幹事会に参加し、にぎわい創出について情報交
換を行った。
ｃ ネットワークづくり事業
公益社団法人全国公立文化施設協会及び公益財団法人日本博物館協会の九州支部の会員としての活動を通じて、他県との
ネットワークづくりを行った。また、大分県公立文化施設協議会の活動の中心を担って、財団広報誌及び専用ホームページ
を通じて公演情報をまとめて発信する「おおいたホールナビ」や職員研修の共同実施を行うとともに、総会や研修会の開
催、共同広報等を実施した。

イ iichiko総合文化センターに関する個別事項
ａ 鑑賞系事業
大ホール・中ホールが天井耐震改修工事により利用休止のため公演は行わなかったが、令和６年のホール利用再開に向け
て、自主企画事業の検討・準備に取り組んだ。
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ｂ 人材育成事業
「iichikoグランシアタ・ジュニアオーケストラ」を運営し、結成１５周年を記念する定期演奏会を初の県外開催としてアク
ロス福岡で実施したほか、子ども向けの楽器体験やオーケストラ演奏を体験するイベント、美術館のアトリウムでのコン
サートを開催した。

ウ 県立美術館に関する個別事項
質の高い魅力的な企画展の開催
「デミタスカップの愉しみ展」、「朝倉文夫展」、「住友コレクション名品展」、「テルマエ展」及び「畠山記念館名品

展」を開催した。
ウ 障がい者芸術文化活動の普及促進

「おおいた障がい者芸術文化支援センター」を運営し、相談支援、人材育成及び創造・発表・鑑賞機会の提供に関する事業を
実施した。また、「彫刻をさわる時間」、「おおいた障がい者芸術文化支援センター企画展 vol．５」を開催した。

エ 国際交流事業
ア 県民と在住・来県外国人に開かれた国際交流の拠点づくり
おおいた国際交流プラザで、生活情報・国際交流団体等の情報を収集・提供したほか、新聞・雑誌や外国語図書等を設置し
て、県民や在住外国人の国際交流の促進及び利便性の向上に努めた。また、インドネシア語、ベトナム語及びイタリア語の登
録ボランティアによる語学講座を開催した。
イ 在住外国人の生活支援
大分県外国人総合相談センター事業を県から受託し、在住外国人及び関係者を対象に、生活、就労及び在留資格等の多言語
相談を実施した。センター職員による相談に加えて、法律専門家相談、外国語相談及び日本語教室相談を実施し、年間で３９２
件の相談に対応した。

オ ウェールズ国立博物館との友好交流
大分県とウェールズ政府間でＭＯＵ（基本合意書）を締結してから２周年となったことを記念して、ウェールズから関係者を
迎えた「大分県×英国ウェールズ政府／ＯＰＡＭ×ウェールズ国立博物館 友好交流ＭＯＵ締結２周年記念 交流報告会」を開
催した。

⑵ 収益事業
ア 駐車場の管理運営事業
iichiko総合文化センター及び県立美術館の駐車場において警備業務を一体管理することにより、利用状況を共有し、利用者の
誘導など安全で効率的な運営に努めた。
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イ 館内サービスの充実
ミュージアムショップでは企画展と連動したグッズの企画・販売を行うとともに、ミュージアムカフェでは企画展や季節に応
じた新規メニューの開発を行い、県産農林水産物をふんだんに使った質の高いメニュー提供等を行った。

⑶ その他事業
友の会事業
会員限定動画配信サイトのコンテンツ充実を図った。
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収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
事 業 収 益 ９６，６０３，９８０ 事 業 費 ７９３，７３５，７１０
受 託 事 業 収 益 ４６８，７８３，８５７
受 取 補 助 金 等 １１５，０１７，９３５
受 取 寄 附 金 ９，０７０，０８４
雑 収 益 ９，５７８，４１９

経 常 収 益 計 ６９９，０５４，２７５ 経 常 費 用 計 ７９３，７３５，７１０
当 期 経 常 増 減 額 △ ９４，６８１，４３５

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
他 会 計 振 替 額 ９１，２９４，８２６ 当 期一般正味 財 産 増 減 額 △ ３，３８６，６０９

合 計 ７９０，３４９，１０１ 合 計 ７９０，３４９，１０１

収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

２ 令和５年度正味財産増減計算書（決算書）
⑴ 公益目的事業会計
ア 一般正味財産増減の部 （単位 円）

イ 指定正味財産増減の部 （単位 円）
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受 取 補 助 金 等 ８５，０００，０００ 一 般正味財産 へ の 振 替 額 ８４，０３６，４６０
特 定 資 産 運 用 益 ８１６，４２５ 当 期指定正味 財 産 増 減 額 １，７７９，９６５

合 計 ８５，８１６，４２５ 合 計 ８５，８１６，４２５

収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
受 取 会 費 ６，９９１，５００ 事 業 費 １２３，０８０，７３８
事 業 収 益 ８６，３２８，８８８
受 託 事 業 収 益 １２１，０００，８４８
雑 収 益 ５４，３２８

経 常 収 益 計 ２１４，３７５，５６４ 経 常 費 用 計 １２３，０８０，７３８
当 期 経 常 増 減 額 ９１，２９４，８２６

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
他 会 計 振 替 額 ９１，２９４，８２６
当 期一般正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ２１４，３７５，５６４ 合 計 ２１４，３７５，５６４

⑵ 収益事業等会計
ア 一般正味財産増減の部 （単位 円）

イ 指定正味財産増減の部 （単位 円）
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収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

当期指定正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ０ 合 計 ０

収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
基 本 財 産 等 運 用 益 ２６８，０００ 管 理 費 １２，７６２，５０４
受 託 事 業 収 益 １５，０９７，５１５
雑 収 益 １００，１５０
引 当 金 取 崩 額 １，４７３，６００

経 常 収 益 計 １６，９３９，２６５ 経 常 費 用 計 １２，７６２，５０４
当 期 経 常 増 減 額 ４，１７６，７６１

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
当期一般正味 財 産 増 減 額 ４，１７６，７６１

合 計 １６，９３９，２６５ 合 計 １６，９３９，２６５

⑶ 法人会計
ア 一般正味財産増減の部 （単位 円）
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収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

基 本 財 産 等 運 用 益 １２，７３４ 当 期指定正味 財 産 増 減 額 １２，７３４

合 計 １２，７３４ 合 計 １２，７３４

イ 指定正味財産増減の部 （単位 円）
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資 産 の 部 負 債 及 び 正 味 財 産 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 １８７，６６０，４６０ 流 動 負 債 １８９，４６６，８２８
現 金 預 金 １５２，５４３，５３６ 未 払 金 １５０，８５８，３４８
未 収 金 ３１，００２，４１７ 前 受 金 ３１，３２８，７４６
前 払 金 ４，１１４，５０７ 預 り 金 １，５２０，０８４

固 定 資 産 ７７１，７６８，７１３ 賞 与 引 当 金 ５，７５９，６５０
基 本 財 産 １３０，２０７，６２５ 固 定 負 債 ２５，６２４，４４６
投 資 有 価 証 券 １２９，９５６，３２５ リ ー ス 債 務 ５，８９０，４８２
基 本 財 産 積 立 預 金 ２５１，３００ 退 職 給 付 引 当 金 １９，７３３，９６４
特 定 資 産 ６１７，０９９，１６０ （負 債 合 計） ２１５，０９１，２７４
退 職 給 付 引 当 資 産 １９，７３３，９６４ 一 般 正 味 財 産 １１８，１４８，３６９
文 化 国 際 事 業 基 金 資 産 ５９７，３６５，１９６ 指 定 正 味 財 産 ６２６，１８９，５３０
そ の 他 固 定 資 産 ２４，４６１，９２８ （正 味 財 産 合 計） ７４４，３３７，８９９
車 両 運 搬 具 ９，８２５，９１５
車両運搬具減価償却累計額 △ ９，８２５，９０９
じゅう

什 器 備 品 ６９，２０３，１３３
什器備品減価償却累計額 △ ５１，０２３，３７６
リ ー ス 資 産 ２９，２８９，７０８

令和６年３月３１日現在 （単位 円）

別紙３

貸 借 対 照 表
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リース資産減価償却累計額 △ ２３，３９９，２２６
商 標 権 ３９１，６８３

合 計 ９５９，４２９，１７３ 合 計 ９５９，４２９，１７３
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別紙１

令 和 ６ 年 度 事 業 計 画 書

１ 事業計画
大分空港における２０２３年度の国内線乗降客数はほぼコロナ禍前の水準に戻り、また、国際線も運航を再開したが、地上でのハンド

リング要員をはじめとする人員不足の解消が喫緊の課題となった。
このような中で、新中期経営計画（２０２４年度～２０２６年度）では、継続的成長と持続可能な社会の実現の両立を目指す、「人にやさ

しい空港づくり」、「地域と共存し環境にやさしい経営の推進」、「社員が成長し選ばれる職場環境の整備」及び「事業の持続的発
展に向けた財政基盤の強化」の４つの基本戦略を定め、上記の人員不足解消とともに「サスティナブル経営」を推進する。
⑴ 航空事業

航空会社（全日本空輸株式会社）の旅客搭乗手続並びに航空機への手荷物及び貨物の搭降載業務においては、サービス水準向上
と定時性・安全性の向上に取り組む。また、更なる業務の効率化を推進する。

⑵ 物販飲食事業
ア 物販部門は、大分の銘品の充実を図り、店舗力を強化するとともに、魅力ある商品の開発及び店舗改修を行う。免税売店は、
ニーズに合った商品の展開に積極的に取り組む。
イ 飲食部門は、新規メニューの提供や原価率改善を図るとともに、効率的な人員配置に取り組み、収益性向上を図る。

⑶ ビル事業
ア 大分の空の玄関口として、にぎわいづくりや大分の魅力・情報等の発信に取り組む。
イ 国際線の増便化と併せて新規路線誘致に、県や大分空港利用促進期成会と連携して取り組む。
ウ 館内広告媒体の見直しを行い、広告収入の確保に取り組む。

⑷ 旅行事業
徹底した業務効率化による事業の立て直しと併せて生産性向上に向けた営業戦略の確立を行い、事業の安定化を図る。

⑸ その他
乗降客数の増加に対応する人員体制を確立した上で、中期経営計画の着実な実行及び収益の最大化とコストの最小化に取り組
む。
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科 目 金 額 科 目 金 額

売 上 高 ４，０７８，２３２ 税 引 前 当 期 純 利 益 ３７９，５５６

売 上 原 価 １，９４０，４００ 法人税、住民税及び事業税 １２５，２５３

売 上 総 利 益 ２，１３７，８３２ 当 期 純 利 益 ２５４，３０３

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 １，７３２，６８９

人 件 費 ８３６，５５０

諸 費 ６３９，８９８

減 価 償 却 費 ２５６，２４１

営 業 利 益 ４０５，１４３

営 業 外 収 益 ７４，７６１

受 取 利 息 １０

そ の 他 の 収 益 ７４，７５１

営 業 外 費 用 １００，３４８

支 払 利 息 ５，０１０

そ の 他 の 費 用 ９５，３３８

経 常 利 益 ３７９，５５６

（単位 千円）
２ 令和６年度予算書
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別紙２

令 和 ５ 年 度 事 業 実 績 調 書

１ 事業実績
国内線の乗降客数は、コロナ禍前の水準にほぼ回復し、１７８万１，３７２人、前年度比１１４．４％、２２万３，５７１人増加（２０１８年度比９５．５％、

８万４，０１７人減少）となった。国際線については、２０２３年６月からチェジュ航空が就航し、翌年１月には週３便から週５便に増便
し、また、同月に大韓航空も季節運航を再開したこともあり、国際線乗降客数は、５万７，１３４人（２０１８年度比４１．６％、８万１０３人減
少）となった。この結果、国内線・国際線を合わせた乗降客数は、１８３万８，５０６人、前年度比１１８．０％、２８万７０５人増加（２０１８年度比
９１．８％、１６万４，１２０人減少）となった。
一方、空港の地上でのハンドリングの人員不足については、２０２４年度の新卒者の採用により一定数の人員を確保したが、未だ十分

な状態には至っておらず、国際線の要員については、外国人人材の活用により対応している。
売上高は、コロナ禍からの乗降客の回復に伴い、物販飲食部門の収入の増加や、国際線の運航再開による施設収入及び地上でのハ

ンドリング業務収入の増加、新設した旅行事業部門の売上の純増により、前年度より１，３３２百万円増加の３，９５５百万円の１５０．８％で
あった。当期純利益は２０７百万円、前年度比１２８．８％となった。
⑴ 航空事業

航空会社（全日本空輸株式会社）の旅客搭乗手続並びに航空機への手荷物及び貨物の搭降載業務においては、サービス水準向上
と定時性・安全性の向上に取り組んだ。

⑵ 物販飲食事業
大分県産の魅力ある商品開発やニーズに合った大分空港プライベート商品の展開などの増収策に取り組んだ。また、ＥＣサイト
の充実を図るためネットショップのリニューアルを行った。

⑶ ビル事業
空港利用者の安全・安心の確保に向けた非常時対応として、空港関係者全体が参加する「航空機事故対処総合訓練」を行った。
また、中央監視装置、非常放送設備及び保安検査機器の更新、光警報装置の新設等を行った。

⑷ 旅行事業関係
事業の安定化を図るため、これまでの運営形態を見直し、営業所を県庁内に集約するなどの人員体制の変更を行った。また、業
務効率化を図るため、会計システムを更新した。



（ 139 ）

科 目 金 額 科 目 金 額

売 上 高 ３，９５５，２８０，６３９ 特 別 損 失 ６１，８６１，５８６

売 上 原 価 １，９５１，９３６，６６２ 税 引 前 当 期 純 利 益 ３１２，４０３，１５５

売 上 総 利 益 ２，００３，３４３，９７７ 法人税、住民税及び事業税 １０５，０００，０００

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 １，６０１，９４０，８１５ 当 期 純 利 益 ２０７，４０３，１５５

人 件 費 ７９４，２０８，３０８

諸 費 ５５９，５９３，２５６

減 価 償 却 費 ２４８，１３９，２５１

営 業 利 益 ４０１，４０３，１６２

営 業 外 収 益 ７４，１６２，０２９

受 取 利 息 ４０６，５９６

そ の 他 の 収 益 ７３，７５５，４３３

営 業 外 費 用 １０１，３００，４５０

支 払 利 息 ５，４１９，６７７

そ の 他 の 費 用 ９５，８８０，７７３

経 常 利 益 ３７４，２６４，７４１

（単位 円）
２ 令和５年度損益計算書（決算書）
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資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 １，６４７，３９４，２５９ 流 動 負 債 ７６６，４２２，９７４
現 金 及 び 預 金 １，１２５，８６２，０５２ 買 掛 金 ２０３，２９８，３０７
売 掛 金 １３０，５５９，１４９ １ 年以内返済 長 期 借 入 金 １２３，７４８，０００
商 品 ３８，５５５，４７７ 未 払 金 １９２，０１０，４８４
貯 蔵 品 ２，６３２，１５３ 預 り 金 ９２６，３００
未 収 入 金 １１５，９１７，７８３ 仮 受 金 １９，７１８，５７４
貸 倒 引 当 金 △ ２，４５８，０００ 前 受 収 益 ５３，７３９，７６３
そ の 他 の 資 産 ２３６，３２５，６４５ 未 払 法 人 税 等 ７５，０２９，６９９

固 定 資 産 ３，１９５，０１６，７２６ 未 払 消 費 税 等 ２７，１２６，８４７
有 形 固 定 資 産 ２，９１４，９７８，５２４ 賞 与 引 当 金 ７０，８２５，０００
建 物 ２，６０８，６０２，１８５ 固 定 負 債 ８１２，６７３，２００
構 築 物 １５０，３９６，７３６ 長 期 借 入 金 ６７６，９１８，０００
器 具 備 品 ６２，７４０，０８７ 退 職 給 付 引 当 金 ２１，３９８，０００
土 地 ８，００６，４１０ そ の 他 の 負 債 １１４，３５７，２００
そ の 他 の 資 産 ８５，２３３，１０６ （負 債 合 計） １，５７９，０９６，１７４
無 形 固 定 資 産 ９，８８６，３７０ 資 本 金 ４９５，０００，０００
投 資 そ の 他 の 資 産 ２７０，１５１，８３２ 利 益 剰 余 金 ２，７６８，３１４，８１１

令和６年３月３１日現在 （単位 円）

別紙３

貸 借 対 照 表



（ 141 ）

投 資 有 価 証 券 １８７，２２９，２７０ 利 益 準 備 金 １０５，７４５，０００
関 係 会 社 株 式 ２４，５００，０００ そ の 他 利 益 剰 余 金 ２，６６２，５６９，８１１
そ の 他 の 資 産 ５８，４２２，５６２ （純 資 産 合 計） ３，２６３，３１４，８１１

合 計 ４，８４２，４１０，９８５ 合 計 ４，８４２，４１０，９８５



（ 142 ）

報
第
二
十
一
号

大
分
高
速
鉄
道
保
有
株
式
会
社
の
経
営
状
況
を
説
明
す
る
書
類
の
提
出
に
つ
い
て

地
方
自
治
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
六
十
七
号
）
第
二
百
四
十
三
条
の
三
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
、
大

分
高
速
鉄
道
保
有
株
式
会
社
の
事
業
の
経
営
状
況
を
説
明
す
る
書
類
を
次
の
と
お
り
提
出
す
る
。

令
和
六
年
九
月
四
日
提
出

大
分
県
知
事

佐

藤

樹

一

郞

一

令
和
六
年
度
事
業
計
画
書

別
紙
一

二

令
和
五
年
度
事
業
実
績
調
書

別
紙
二

三

貸
借
対
照
表

別
紙
三



（ 143 ）

別紙１

令 和 ６ 年 度 事 業 計 画 書

１ 事業名
日豊本線大分佐伯間高速化事業

２ 事業実施場所
日豊本線大分駅～佐伯駅間（６４．９㎞）

３ 事業内容
しゅん

平成１３年度から実施し、平成１６年３月に竣工した日豊本線大分佐伯間高速化工事により取得した鉄道施設の管理及び九州旅客鉄
道株式会社への貸付けを行う。
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科 目 金 額 科 目 金 額

売 上 高 ５７，９５０ 税 引 前 当 期 純 利 益 １７，１２９

売 上 総 利 益 ５７，９５０ 法人税、住民税及び事業税 ６，２００

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ４０，５４４ 当 期 純 利 益 １０，９２９

人 件 費 ５，６１３

諸 費 ５，５３１

減 価 償 却 費 ２９，４００

営 業 利 益 １７，４０６

営 業 外 費 用 ２７７

支 払 利 息 ２７７

経 常 利 益 １７，１２９

（単位 千円）
４ 令和６年度予算書
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別紙２

令 和 ５ 年 度 事 業 実 績 調 書

１ 事業名
日豊本線大分佐伯間高速化事業

２ 事業実施場所
日豊本線大分駅～佐伯駅間（６４．９㎞）

３ 事業内容
平成１３年度から実施し、平成１６年３月に竣工した日豊本線大分佐伯間高速化工事により取得した鉄道施設の管理及び九州旅客鉄道

株式会社への貸付けを行った。
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科 目 金 額 科 目 金 額

売 上 高 ５７，９５０，０００ 特 別 損 失 ８５２

売 上 総 利 益 ５７，９５０，０００ 固 定 資 産 除 却 損 ８５２

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ４０，７３８，４５１ 税 引 前 当 期 純 利 益 １６，８１４，４５１

人 件 費 ６，３５１，６４１ 法人税、住民税及び事業税 ５，１５０，０００

諸 費 ４，８０４，００８ 当 期 純 利 益 １１，６６４，４５１

減 価 償 却 費 ２９，５８２，８０２

営 業 利 益 １７，２１１，５４９

営 業 外 収 益 ２６０

受 取 利 息 １２６

雑 収 入 １３４

営 業 外 費 用 ３９６，５０６

支 払 利 息 ３９６，５０６

経 常 利 益 １６，８１５，３０３

（単位 円）
４ 令和５年度損益計算書（決算書）
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資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 １０，５９０，２１８ 流 動 負 債 ４５，９０１，０８３
現 金 及 び 預 金 １０，５９０，２１８ 一 年以内返済 長 期 借 入 金 ４１，０００，０００

固 定 資 産 １７９，１９１，２３９ 未 払 費 用 ２５８，１２９
有 形 固 定 資 産 １７９，１１８，４３９ 預 り 金 １８６，０５４
構 築 物 １７９，１１８，４３９ 未 払 法 人 税 等 ３，０２３，０００
無 形 固 定 資 産 ７２，８００ 未 払 消 費 税 １，４３３，９００
電 話 加 入 権 ７２，８００ 固 定 負 債 ３２，０００，０００

長 期 借 入 金 ３２，０００，０００
（負 債 合 計） ７７，９０１，０８３
資 本 金 ２３７，５００，０００
利 益 剰 余 金 △ １２５，６１９，６２６
繰 越 利 益 剰 余 金 △ １２５，６１９，６２６

（純 資 産 合 計） １１１，８８０，３７４

合 計 １８９，７８１，４５７ 合 計 １８９，７８１，４５７

令和６年３月３１日現在 （単位 円）

別紙３

貸 借 対 照 表
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別紙１

令 和 ６ 年 度 事 業 計 画 書

１ 事業計画
⑴ 公益社団法人日本臓器移植ネットワークとの協力

公益社団法人日本臓器移植ネットワーク及び大分県臓器移植連絡調整者と連絡を密にして、大分県臓器移植連絡調整者の日常活
動を支援するとともに、臓器提供者の確保事業を推進する。

⑵ 臓器移植に関する知識の普及啓発活動
ア あらゆる機会を捉え、臓器移植に関する正しい知識の啓発を行うとともに、臓器提供意思表示カードの普及を促進する。
イ 臓器移植推進月間において、街頭キャンペーン等の特別行事に積極的に参加し、リーフレット等の配布による普及啓発活動を
行う。
ウ 臓器移植に関する電話相談を行う。

⑶ 臓器提供医療機関等との連絡調整
ア 臓器移植に関し、必要に応じて関係医療機関との連絡調整、あっせん等に協力する。
イ 大分県院内移植コーディネーターとの情報交換及び連絡調整に協力する。

⑷ 基本財産の造成及び運用財産の募集
ア 大分県臓器移植医療協会に対する寄附金の募集活動を行う。
イ 賛助会員の増加を図る。
ウ 支援型自動販売機設置施設の増加を図る。
エ 募金箱設置の増加を図る。

⑸ 腎臓移植希望者の登録及び組織適合検査への助成
ア 腎臓移植希望者の登録及び管理に協力する。
イ 腎臓移植希望者の登録内容を公益社団法人日本臓器移植ネットワークに報告する。
ウ 腎臓移植希望者の登録に関する経済的不安を軽減するため、組織適合検査費用の一部を補助する。

⑹ 臓器提供者に関する敬弔
臓器提供者及びその遺族に対し、感謝状を贈り、表敬追悼する。



（ 150 ）

⑺ 財政の健全化
資金獲得事業を展開する。



（ 151 ）

収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
受 取 補 助 金 等 ４，２４４ 事 業 費 ５，２７６
受 取 寄 附 金 ３００ 補 助 金 １７０

弔 慰 費 １０
普 及 啓 発 費 ３００
事 業 交 通 費 ３００
消 耗 品 費 １５５
通 信 運 搬 費 ３９０
賃 借 料 １６８
諸 謝 金 ２９０
会 場 費 ２００
委 託 費 １２０
事 業 雑 費 ６０
賃 金 ２，３４４
共 済 費 ４２９
旅 費 ２５０
印 刷 製 本 費 １０
燃 料 費 ８０

経 常 収 益 計 ４，５４４ 経 常 費 用 計 ５，２７６
当 期 経 常 増 減 額 △ ７３２

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用

２ 令和６年度予算書
⑴ 公益目的事業会計
ア 一般正味財産増減の部 （単位 千円）
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経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０
当 期 経 常 外 増 減 額 ０
当期一般正味 財 産 増 減 額 △ ７３２

合 計 ４，５４４ 合 計 ４，５４４

収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

当期指定正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ０ 合 計 ０

収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
基 本 財 産 運 用 益 ３７０ 管 理 費 １，４３１
受 取 会 費 ８５０ 支 払 委 託 料 ２６０
受 取 寄 附 金 ９００ 管 理 交 通 費 １０
雑 収 益 ４５ 会 議 費 １８０

通 信 運 搬 費 ４０
消 耗 品 費 ２０

イ 指定正味財産増減の部 （単位 千円）

⑵ 法人会計

ア 一般正味財産増減の部 （単位 千円）
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事 務 用 品 費 ２０
賃 金 ２６０
共 済 費 ４８
賃 借 料 １８
支 払 会 費 １７５
雑 費 ４００

経 常 収 益 計 ２，１６５ 経 常 費 用 計 １，４３１
当 期 経 常 増 減 額 ７３４

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
当期一般正味 財 産 増 減 額 ７３４

合 計 ２，１６５ 合 計 ２，１６５

収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

当期指定正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ０ 合 計 ０

イ 指定正味財産増減の部 （単位 千円）
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別紙２

令 和 ５ 年 度 事 業 実 績 調 書

１ 事業実績
⑴ 臓器移植に関する普及啓発
ア 普及啓発活動（普及啓発ポスター配布、臓器移植企画展の開催、広報用バナー展示等）を行った。
イ ヒューマンフェスタ２０２３おおいたにて、臓器提供の意思表示等に関するポスター展示及びリーフレット配布を行った。

⑵ 臓器提供医療機関等との連絡調整等
ア 大分県院内移植コーディネーター研修会を４回開催した。
イ 院内体制整備支援として、臓器提供体制整備に関する講演会等の院内研修会を４回開催した。

⑶ 臓器移植希望者の登録者数（大分県在住）
６５名（令和６年３月末現在）

⑷ 臓器移植希望者の組織適合検査への助成
３件（腎臓）
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収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
受 取 補 助 金 等 ３，２４４，０００ 事 業 費 ４，２６２，２５６
受 取 寄 附 金 ３２３，３６４ 補 助 金 ６０，０００

普 及 啓 発 費 ２９４，８７７
消 耗 品 費 １４３，７３６
通 信 運 搬 費 ３１１，３１２
賃 借 料 １６７，７００
事 業 雑 費 ５０，１２４
賃 金 ２，５８８，１２４
共 済 費 ４３４，４８８
旅 費 １２０，１１５
印 刷 製 本 費 ８，８００
燃 料 費 ８２，９８０

経 常 収 益 計 ３，５６７，３６４ 経 常 費 用 計 ４，２６２，２５６
当 期 経 常 増 減 額 △ ６９４，８９２

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
当期一般正味 財 産 増 減 額 △ ６９４，８９２

２ 令和５年度正味財産増減計算書（決算書）
⑴ 公益目的事業会計
ア 一般正味財産増減の部 （単位 円）
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合 計 ３，５６７，３６４ 合 計 ３，５６７，３６４

収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

当期指定正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ０ 合 計 ０

収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
基 本 財 産 運 用 益 ３６２，９６５ 管 理 費 １，４８９，４４９
受 取 会 費 ８９２，０００ 支 払 委 託 料 ２６０，０００
受 取 寄 附 金 １，０１６，７３３ 管 理 交 通 費 ５，２００
雑 収 益 ４２，０３１ 会 議 費 １５５，２７６

通 信 運 搬 費 ３７，０８３
消 耗 品 費 ３１，６３０
事 務 用 品 費 ５４，５５８
賃 金 ２８７，５６７
共 済 費 ４８，２７８

イ 指定正味財産増減の部 （単位 円）

⑵ 法人会計

ア 一般正味財産増減の部 （単位 円）
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賃 借 料 １８，０００
支 払 会 費 １５５，０００
雑 費 ４３６，８５７

経 常 収 益 計 ２，３１３，７２９ 経 常 費 用 計 １，４８９，４４９
当 期 経 常 増 減 額 ８２４，２８０

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
当期一般正味 財 産 増 減 額 ８２４，２８０

合 計 ２，３１３，７２９ 合 計 ２，３１３，７２９

収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

当期指定正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ０ 合 計 ０

イ 指定正味財産増減の部 （単位 円）
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資 産 の 部 負 債 及 び 正 味 財 産 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 ４，３０３，７９９ 流 動 負 債 ２０９，２２７
現 金 １１，２９８ 未 払 金 １０，７４７
普 通 預 金 ３，２０８，３０１ 預 り 金 １９８，４８０
定 額 貯 金 ８０８，７２３ 固 定 負 債 ０
未 収 金 ２７５，４７７ （負 債 合 計） ２０９，２２７

固 定 資 産 ６６，６４９，９６８ 一 般 正 味 財 産 ７０，７４４，５４０
基 本 財 産 ６６，５００，０００ 指 定 正 味 財 産 ０
有 価 証 券 ５５，３０８，４７３ （正 味 財 産 合 計） ７０，７４４，５４０
定 額 貯 金 ９，１９１，５２７
定 期 預 金 ２，０００，０００
そ の 他 固 定 資 産 １４９，９６８

合 計 ７０，９５３，７６７ 合 計 ７０，９５３，７６７

令和６年３月３１日現在 （単位 円）

別紙３

貸 借 対 照 表
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別紙１

令 和 ６ 年 度 事 業 計 画 書

１ 事業計画
⑴ 各種検診事業

しょう

特定健康診査をはじめ、生活習慣病健診、結核検診、骨粗鬆症検診及び各種がん検診を市町村、事業所等から委託を受けて実施
する。また、特定健康診査及び生活習慣病健診の受診者のうち、生活習慣病の発症リスクが高い方に対する特定保健指導を実施す
る。
ア 特定健康診査 １６，５００人
イ 生活習慣病健診 １５，１００人
ウ 結核検診 ５２，１００人
エ 骨粗鬆症検診 ２，８００人
オ 各種がん検診 ７４，８００人

合計 １６１，３００人
⑵ 教育活動事業
ア 広報宣伝活動
ア 結核予防に関する「街頭啓発キャンペーン」を実施するなど、結核予防週間に併せて広報活動を実施する。
イ がん予防に関するポスター、パンフレット等の配布を行い、がん征圧月間に併せて広報活動を実施する。
ウ 「リレー・フォー・ライフ・ジャパン大分」の事務局として、主催者を支援する。
エ 各種検診・検査事業実績をホームページ上に公開する。
イ 講習会・研修会等の開催及び参加
ア 検診スタッフ研修会の開催
イ がん精密検診協力医療機関研修会の開催
ウ 検診事業従事者連絡協議会の開催
エ 人権啓発等研修会の開催
オ その他学会及び研修会への参加
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ウ 各種委員会の開催
各種がん検診の精度管理の向上や円滑な推進により、がん疾患の早期発見を図るため、各種委員会を開催する。

⑶ 資金造成活動事業
ア 募金活動
複十字シール募金運動を各地区の結核予防婦人会、県、市町村等の関係機関に対して行う。

イ がん征圧運動
がんに対する正しい知識の普及啓発活動のため、関係機関に対して会員募集の協力を求める。

⑷ 受診者確保事業
各種検診の受診者数の増加及び検診事業収益の改善を図るため、クリニックの開所日数を増やすとともに、市町村、企業及び関
係団体に対して営業活動を積極的に行う。
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収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
基 本 財 産 運 用 益 １ 事 業 費 ５９４，５５１
基 本 財 産 受 取 利 息 １ 人 件 費 ３１８，９７５
特 定 資 産 運 用 益 １ そ の 他 経 費 ２７５，５７６
特 定 資 産 受 取 利 息 １
事 業 収 益 ５８０，２６３
検 診 事 業 収 入 ５７９，０５３
あ っ せ ん 図 書 １６０
複十字シール募金交付金 １，０５０
受 取 会 費 １，０００
会 費 収 入 １，０００
受 取 補 助 金 等 ６，３５０
助 成 金 収 入 ５０
受 取 補 助 金 等 振 替 額 ６，３００
雑 収 益 ２１，８８３
受 取 利 息 １１６
受 託 事 業 収 入 ２０，０４７
雑 収 入 １，７２０

経 常 収 益 計 ６０９，４９８ 経 常 費 用 計 ５９４，５５１
当 期 経 常 増 減 額 １４，９４７

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用

２ 令和６年度予算書
⑴ 公益目的事業会計
ア 一般正味財産増減の部 （単位 千円）



（ 163 ）

経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０
当 期 経 常 外 増 減 額 ０
当期一般正味 財 産 増 減 額 １４，９４７

合 計 ６０９，４９８ 合 計 ６０９，４９８

収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

一般正味財産 へ の 振 替 額 ６，３００
当 期指定正味 財 産 増 減 額 △ ６，３００

合 計 ０ 合 計 ０

収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
事 業 収 益 ３５，５８８ 管 理 費 ３５，５８８
検 診 事 業 収 入 ３５，５８８ 人 件 費 ２８，９７７

そ の 他 経 費 ６，６１１
経 常 収 益 計 ３５，５８８ 経 常 費 用 計 ３５，５８８

イ 指定正味財産増減の部 （単位 千円）

⑵ 法人会計
ア 一般正味財産増減の部 （単位 千円）
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当 期 経 常 増 減 額 ０
経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
当期一般正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ３５，５８８ 合 計 ３５，５８８

収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

当期指定正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ０ 合 計 ０

イ 指定正味財産増減の部 （単位 千円）
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別紙２

令 和 ５ 年 度 事 業 実 績 調 書

１ 事業実績
⑴ 検診事業
ア 検診の実施状況
特定健康診査をはじめ、生活習慣病健診、結核検診、骨粗鬆症検診及び各種がん検診を市町村、事業所等から委託を受けて実
施した。
ア 特定健康診査 １５，６４９人
イ 生活習慣病健診 １５，５０６人
ウ 結核検診 ５１，３２３人
エ 骨粗鬆症検診 ２，７６１人
オ 各種がん検診 ７２，８８８人

合計 １５８，１２７人
イ 特定健康診査・生活習慣病健診受診者への特定保健指導
生活習慣病の発症リスクが高い方を対象として、保健師や管理栄養士等が対象者の状況に合わせた生活習慣を見直すためのサ
ポートを行った。
ウ 精度管理の充実
がん検診で要精密検査の判定を受けた受診者に対して精密検査受診勧奨を実施するとともに、受診結果の把握に努めた。

エ 施設・機器等の整備
循環器検診車、ＯＣＲ機器等の更新を行った。

⑵ 教育活動事業
ア 広報宣伝活動
ア 結核予防に関するリーフレット、ボールペン等の配布を行い、結核予防週間に併せて街頭キャンペーンを実施した。
イ 「リレー・フォー・ライフ・ジャパン２０２３大分」の事務局として、主催者を支援した。
ウ がん予防に関するポスター、パンフレット及びリーフレットの配布を行い、がん征圧月間に併せて新聞広告を掲載した。



（ 166 ）

エ 令和４年度の各種検診・検査事業実績等をホームページ上で公開した。
イ 講習会・研修会等の開催及び参加
ア 検診スタッフ研修会を開催し、職員及びパート職員８２名が参加した。
イ がん精密検診協力医療機関研修会を大分県医師会と共催し、医師等１６８名が参加した。
ウ 各種委員会の開催
各種がん検診の円滑な推進や精度管理の充実・向上を図るため、各種委員会を開催した。

⑶ 資金造成活動事業
ア 募金活動
全国一斉複十字運動キャンペーンの一環として、関係機関等に対して募金活動を実施した。

イ がん征圧運動
がん征圧運動事業推進のため、県、医師会、事業所等へ会員募集の協力を求めた。
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収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
基 本 財 産 運 用 益 ４００ 事 業 費 ５８３，４２０，２８９
基 本 財 産 受 取 利 息 ４００ 人 件 費 ３２５，２９０，４５１
特 定 資 産 運 用 益 １，０００ そ の 他 経 費 ２５８，１２９，８３８
特 定 資 産 受 取 利 息 １，０００
事 業 収 益 ５７２，８３８，２００
検 診 事 業 収 入 ５７１，６０８，８８１
あ っ せ ん 図 書 １５９，５０２
複十字シール募金交付金 １，０６９，８１７
受 取 会 費 ９９５，０００
会 費 収 入 ９９５，０００
受 取 補 助 金 等 ６，３５０，０００
助 成 金 収 入 ５０，０００
受 取 補 助 金 等 振 替 額 ６，３００，０００
雑 収 益 ２８，７１７，１０８
受 取 利 息 １１５，０２８
受 託 事 業 収 入 ２４，５５９，９６２
雑 収 入 ４，０４２，１１８

経 常 収 益 計 ６０８，９０１，７０８ 経 常 費 用 計 ５８３，４２０，２８９
当 期 経 常 増 減 額 ２５，４８１，４１９

２ 令和５年度正味財産増減計算書（決算書）
⑴ 公益目的事業会計

ア 一般正味財産増減の部 （単位 円）
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経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
固 定 資 産 除 去 額 ３

経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ３
当 期 経 常 外 増 減 額 △ ３
当期一般正味 財 産 増 減 額 ２５，４８１，４１６

合 計 ６０８，９０１，７０８ 合 計 ６０８，９０１，７０８

収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

一般正味財産 へ の 振 替 額 ６，３００，０００
当 期指定正味 財 産 増 減 額 △ ６，３００，０００

合 計 ０ 合 計 ０

収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
事 業 収 益 ２９，１４２，３８１ 管 理 費 ２９，１４２，３８１
検 診 事 業 収 入 ２９，１４２，３８１ 人 件 費 ２３，４１１，６５５

イ 指定正味財産増減の部 （単位 円）

⑵ 法人会計
ア 一般正味財産増減の部 （単位 円）
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そ の 他 経 費 ５，７３０，７２６
経 常 収 益 計 ２９，１４２，３８１ 経 常 費 用 計 ２９，１４２，３８１

当 期 経 常 増 減 額 ０
経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
当期一般正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ２９，１４２，３８１ 合 計 ２９，１４２，３８１

収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

当期指定正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ０ 合 計 ０

イ 指定正味財産増減の部 （単位 円）
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資 産 の 部 負 債 及 び 正 味 財 産 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 ２９９，２１０，９６５ 流 動 負 債 ７３，３６４，１１６
小 口 現 金 １００，０００ 未 払 金 ３５，３８５，１０３
普 通 預 金 ２５５，９３７，３６６ 短 期 借 入 金 ４，９８０，０００
未 収 入 金 ３９，３８５，６７６ 短 期 リ ー ス 債 務 １４，１９１，５８７
売 掛 金 ６，９６２ 仮 受 金 ２，４９４，２５１
立 替 金 ６７５，０００ 預 り 金 １７９，１１０
前 払 金 ８４９，００３ 未 払 消 費 税 ７，２５６，９００
棚 卸 商 品 ２，２５６，９５８ 賞 与 引 当 金 ８，８７７，１６５

固 定 資 産 ５２７，２３６，４００ 固 定 負 債 １８２，９４０，７３７
基 本 財 産 ２０，０００，０００ 退 職 給 付 引 当 金 １３０，６００，２４５
基 本 金 特 定 預 金 ２０，０００，０００ 長 期 借 入 金 ６，７７４，０００
特 定 資 産 ５０，１７０，０００ 長 期 リ ー ス 債 務 ４５，５６６，４９２
減 価 償 却 引 当 資 産 １０，１７０，０００ （負 債 合 計） ２５６，３０４，８５３
退 職 給 付 引 当 資 産 ４０，０００，０００ 一 般 正 味 財 産 ３７８，１６７，５１０
そ の 他 固 定 資 産 ４５７，０６６，４００ 指 定 正 味 財 産 １９１，９７５，００２
建 物 ３０８，１５９，３９５ （正 味 財 産 合 計） ５７０，１４２，５１２
建 物 附 属 設 備 ８，７０７，６９０

令和６年３月３１日現在 （単位 円）

別紙３

貸 借 対 照 表
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構 築 物 ２３６，８４８
医 療 設 備 ４，６０６，１３３
車 両 運 搬 具 １２３，９４４
じゅう

什 器 備 品 １２，０５６，２５１
リ ー ス 資 産 ５９，７５８，０７９
検 診 ソ フ ト ウ ェ ア ２，９６７，２５０
電 話 加 入 権 ２２９，７４４
投 資 有 価 証 券 ６０，０００，０００
長 期 前 払 費 用 ２２１，０６６

合 計 ８２６，４４７，３６５ 合 計 ８２６，４４７，３６５
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別紙１

令 和 ６ 年 度 事 業 計 画 書

１ 事業計画
⑴ 生活衛生関係営業に対する相談・指導事業
ア 相談室運営事業
経営指導員２名及び事務職員１名で、相談室を常時開設し、生活衛生関係営業者からの経営相談、消費者などからの相談や苦
情処理等を行う。
イ 地区相談事業
保健所や生活衛生同業組合等が開催する講習会・相談会で指導センターの業務説明や融資等の案内をするとともに、地区相談
室を開設し、経営、融資、経理、税務、労務、衛生など全般にわたる相談や指導を行う。
ウ 巡回経営指導事業
経営指導員が巡回方式で事業所に出向き、生活衛生関係営業者に対して、個別に経営指導と経営相談を行う。

エ 経営改善融資指導事業
新規開業・転業や小規模事業者への融資について、経営特別相談員が日本政策金融公庫の生活衛生関係営業経営改善資金の活
用等に関する指導を行う。
オ 特別指導事業
経営指導員が、経営特別相談員や生活衛生同業組合と連携し、標準営業約款登録や営業許可申請・営業届出の手続などについ
て、総合的に相談、指導等を行うほか、新規開業者に対して、支援施策や生活衛生同業組合加入のメリット等の情報提供活動を
行う。
カ 創業支援事業
生活衛生関係営業の創業予定者に対し、経営指導員が資金計画・借入計画、保健所の許認可申請、店舗物件、ホームページ作
成、クレジットカード・電子マネーの取扱い等に関する相談を行う。

⑵ 情報化整備事業
生活衛生関係営業者の経営健全化に役立つ情報や、消費者への安心・安全・清潔なサービスの提供に係る情報を収集するととも
に、生活衛生業情報ネットワークシステムのデータ更新を行う。
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⑶ 後継者育成支援事業
高校生等を対象に出前教室型及び職場訪問型による生活衛生関係営業の体験学習等を行い、就業能力の修得、勤労観・職業観の
向上を図ることにより、若年者の生活衛生関係営業への就業を促進する。

⑷ 健康・福祉対策推進事業
地域福祉の増進や高齢者向けサービスの向上等を推進するため、組合員向け研修会や関係機関との意見交換会の実施、健康増進
のための講習会等への参加を行うほか、地域包括支援システムへの参画に資する取組を行う。

⑸ 経営指導のための調査事業
ア 景気動向等調査
生活衛生関係営業の１７業種から７０店舗を無作為に抽出し、四半期ごとに景気及び設備投資の動向等を調査する。

イ 経営状況調査
景気動向等調査と同様の客体について、四半期ごとに月次の売上額、原材料費等の経営状況を判断できるデータを調査する。

⑹ 生活衛生関係振興助成事業
ホームページを通じて指導センターの実施事業や生活衛生関係営業者の経営の安定化・健全化に関する情報を発信するほか、生
活衛生同業組合加入のメリットを掲載したパンフレットを作成し、新規開業者に配布するなど、生活衛生関係営業の振興・活性化
を行う。

⑺ 標準営業約款事業
安心・安全・清潔な生活衛生関係営業の店舗の普及により、消費者の利益擁護等を図るため、営業方法又は取引条件に関する事
項を定めた標準営業約款について、約款の内容を遵守する旨を申し出る事業者を募集・登録し、加えて、品質表示など消費者の利
益につながる制度として広く周知する。

⑻ クリーニング師研修等事業
クリーニング師の資質の向上を図るための研修並びにクリーニング業に従事する者の業務に関する知識の修得及び技術の向上を
図るための講習を行う。

⑼ 衛生水準の確保・向上事業
生活衛生関係営業者の組合加入を促進するため、１１月を「生活衛生同業組合活動推進月間」と定め、関係機関や関係団体の連携
の下に、生活衛生同業組合の周知広報や組合活動の活性化のための取組を行う。
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収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
特 定 資 産 運 用 益 ０ 事 業 費 １９，４４８
事 業 収 益 １，３７６ 人 件 費 １３，６７７
景 況 等 調 査 事 業 収 益 ３５７ そ の 他 経 費 ５，７７１
経 営 状 況 調 査 事 業 収 益 ６４５
標 準 営 業 約 款 事 業 収 益 １５２
クリーニング師研修等事業収益 ２２２
受 取 補 助 金 １８，０６８
雑 収 益 ０

経 常 収 益 計 １９，４４４ 経 常 費 用 計 １９，４４８
当 期 経 常 増 減 額 △ ４

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
当期一般正味 財 産 増 減 額 △ ４

合 計 １９，４４４ 合 計 １９，４４４

２ 令和６年度予算書
⑴ 公益目的事業会計

ア 一般正味財産増減の部 （単位 千円）

イ 指定正味財産増減の部 （単位 千円）
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収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

当期指定正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ０ 合 計 ０

収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
受 取 会 費 ３００ 管 理 費 ６４３
事 業 収 益 ３４３
景 況 等 調 査 事 業 収 益 ３４３

経 常 収 益 計 ６４３ 経 常 費 用 計 ６４３
当 期 経 常 増 減 額 ０

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
当期一般正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ６４３ 合 計 ６４３

⑵ 法人会計
ア 一般正味財産増減の部 （単位 千円）

イ 指定正味財産増減の部 （単位 千円）
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収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

当期指定正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ０ 合 計 ０
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別紙２

令 和 ５ 年 度 事 業 実 績 調 書

１ 事業実績
⑴ 生活衛生関係営業に対する相談・指導事業
ア 相談室運営事業
生活衛生関係営業者からの経営相談及び一般県民からの苦情相談に適切に対処するため、経営指導員２名及び補助職員１名
で、相談室を常時開設し、生活衛生関係営業者等の来訪や電話による相談に対し指導を行った（指導件数８８３件）。
イ 地区相談指導事業
相談室来訪者以外の生活衛生関係営業者に対し、保健所や生活衛生同業組合等の開催する講習会・地区懇談会等に合わせて地
区相談室を開設し、経営指導員による指導業務を行った（指導件数７８件）。
ウ 経営指導事業
経営指導員が巡回方式で事業所に出向き、生活衛生関係営業者に対して、個別に経営指導と経営相談を行った（指導件数７５４
件）。
エ 経営改善融資指導事業
新規開業・転業や小規模事業者への融資について、経営特別相談員が日本政策金融公庫の生活衛生関係営業経営改善資金の活
用等に関する指導を行った（融資指導件数５件）。
オ 特別指導事業
経営指導員が、経営特別相談員や生活衛生同業組合と連携し、標準営業約款登録や営業許可申請・営業届出の手続などについ
て、総合的に相談、指導等を行った（指導件数５３９件）。

⑵ 情報化整備事業
生活衛生業情報ネットワークシステムのデータ更新等を行い、生活衛生関係営業者の経営健全化に役立つ情報や、消費者への安
心・安全・清潔なサービスに係る情報の提供を行った。

⑶ 後継者育成支援事業
生活衛生同業組合や教育関係機関等で後継者育成支援協議会を組織し、業界の特性を踏まえた受入体制の検討や、今後の事業内
容をまとめた冊子の作成・配布を行った。また、高校の進路・就職指導担当者等向けの就職指導関係説明会のほか、高校生等向け
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の合同企業説明会や職場体験教室を実施した。
⑷ 経営指導のための調査事業
ア 景気動向等調査
生活衛生関係営業の１１業種７０店舗について、四半期ごとに景気及び設備投資の動向等を調査した。

イ 経営状況調査
生活衛生関係営業の１１業種７０店舗について、四半期ごとに月次の売上額、原材料費等の経営状況を判断できるデータを調査し
た。

⑸ 生活衛生関係営業振興助成事業
ホームページを通じて生活衛生関係営業に関する情報を発信したほか、生活衛生同業組合の加入のメリットをまとめたパンフ
レットを作成し、新規開業者等への情報提供を行うなど、生活衛生関係営業の振興・活性化を図った。

⑹ 標準営業約款事業
県内の生活衛生関係営業者に対し、標準営業約款の登録の募集を行い、現地調査後、登録を行うとともに、利用者の利益につな
がる制度として普及啓発を行った。

⑺ クリーニング師研修等事業
クリーニング師の資質の向上を図るための研修並びにクリーニング業に従事する者の業務に関する知識の修得及び技術の向上を
図るための講習を行った。

⑻ 衛生水準の確保・向上事業
生活衛生関係営業の衛生水準の確保・向上のため、推進会議において特別講演を実施したほか、組合加入対策として、前年度の
新規開業者に組合加入案内の資料を送付した。

⑼ 生活衛生関係営業経営支援緊急対策事業
中小企業診断士協会、弁護士、行政書士等と連携して、新型コロナウイルス感染症の影響により経営状況が悪化した生活衛生関
係営業者に対するサポート体制を維持し、個別相談・支援を行った（相談・指導件数９件）。

⑽ デジタル化推進・支援体制開発事業
生活衛生関係営業のデジタル化を推進・支援するため、地域デジタル相談員の資質向上を図る研修会及び実店舗研修を実施し
た。
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収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
特 定 資 産 運 用 益 ４４ 事 業 費 ２０，１３２，５６６
事 業 収 益 ２，３５７，３２０ 人 件 費 １３，４５３，７４０
景 況 等 調 査 事 業 収 益 ４５５，０００ そ の 他 経 費 ６，６７８，８２６
経 営 状 況 調 査 事 業 収 益 ７１７，１００
標 準 営 業 約 款 事 業 収 益 １３５，４２０
クリーニング師研修等事業収益 １１２，８００
全国センター受託事業収益 ９３７，０００
受 取 補 助 金 １７，７５２，１６０
雑 収 益 ３７

経 常 収 益 計 ２０，１０９，５６１ 経 常 費 用 計 ２０，１３２，５６６
当 期 経 常 増 減 額 △ ２３，００５

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
当期一般正味 財 産 増 減 額 △ ２３，００５

合 計 ２０，１０９，５６１ 合 計 ２０，１０９，５６１

２ 令和５年度正味財産増減計算書（決算書）
⑴ 公益目的事業会計

ア 一般正味財産増減の部 （単位 円）
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収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

当期指定正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ０ 合 計 ０

収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
受 取 会 費 ３００，０００ 管 理 費 ４２３，７５９
事 業 収 益 ２４５，０００
景 況 等 調 査 事 業 収 益 ２４５，０００

経 常 収 益 計 ５４５，０００ 経 常 費 用 計 ４２３，７５９
当 期 経 常 増 減 額 １２１，２４１

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
当期一般正味 財 産 増 減 額 １２１，２４１

合 計 ５４５，０００ 合 計 ５４５，０００

イ 指定正味財産増減の部 （単位 円）

⑵ 法人会計
ア 一般正味財産増減の部 （単位 円）
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収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

当期指定正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ０ 合 計 ０

イ 指定正味財産増減の部 （単位 円）
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資 産 の 部 負 債 及 び 正 味 財 産 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 ２，９８４，４７８ 流 動 負 債 １，５７９，３４０
現 金 預 金 ２，９８４，４７８ 未 払 金 ２１５，３３５

固 定 資 産 １１，７８６，５９６ 預 り 金 ２１０，２２２
基 本 財 産 ５，０００，０００ 賞 与 引 当 金 １，１５３，７８３
特 定 資 産 ６，６６５，０９５ 固 定 負 債 ９４９，８００
退 職 給 付 引 当 資 産 ９４９，８００ 退 職 給 付 引 当 金 ９４９，８００
基 本 財 産 積 立 資 産 ２００，０００ （負 債 合 計） ２，５２９，１４０
公 益 目 的 事 業 資 産 ３，０００，０００ 一 般 正 味 財 産 ７，２４１，９３４
事 務 所 移 転 資 産 ２，５１５，２９５ 指 定 正 味 財 産 ５，０００，０００
そ の 他 固 定 資 産 １２１，５０１ （正 味 財 産 合 計） １２，２４１，９３４
じゅう

什 器 備 品 １
電 話 加 入 権 １，５００
敷 金 １２０，０００

合 計 １４，７７１，０７４ 合 計 １４，７７１，０７４

令和６年３月３１日現在 （単位 円）

別紙３

貸 借 対 照 表
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別紙１

令 和 ６ 年 度 事 業 計 画 書

１ 事業計画
⑴ 公益目的事業
ア 「市民向け情報教育運営事業」に係る業務
誰もが安全・安心に情報通信技術を利活用し、広く恩恵を受けられるよう、市民の情報活用能力の向上を図るため、スマート
フォンやインターネット等の利用方法に関する教室を開催する。
イ 「企業向け人権啓発活動支援事業」に係る業務
企業が、インターネット等のＩＴを活用する上での人権に関わる諸問題を十分認識し、社会的責任を積極的に果たすために、
情報モラルの重要性について普及啓発活動を実施する。
ウ 「おおいたＡＩテクノロジーセンター運営事業」に係る業務
県内企業等が、ＡＩサービスに必要なコア技術であるＧＰＵを実装し、地域や企業の課題を解決することを目的とした「おお
いたＡＩテクノロジーセンター」の運営を行う。
エ 「先端技術を活用した人材育成支援コーディネーター事業」に係る業務
先端技術人材を育成するため、県立情報科学高校において、学校と企業・団体等との教育活動を支援する体制について構築・
管理マネジメントを行い、育成カリキュラム開発支援を行う。
オ 「ハイパーネットワークワークショップ開催」に係る業務
ハイパーネットワーク社会の早期かつ健全な実現を推進する上で調査・研究が必要な分野からテーマや手法を選定し、有識
者、企業、自治体、市民等が一堂に会して、意見交換、集中的な討議・討論、協働作業、ロールプレイング研修等を行う。
カ 「ＩＣＴ教育サポーター育成プラットフォーム運営事業」に係る業務
学校現場でのＩＣＴ機器の利活用を促進するため、ＩＣＴ教育サポーターの育成・派遣を行う。

キ 「高校生による課題解決アイデアソン及び観光ツアー企画学習」に係る業務
県の魅力をグローバルに発信できる人材を育成するため、高校生を対象として、「課題解決アイデアソン」及び「インバウン
ド向け観光ツアー企画」を実施する。
ク 「ネット安全教育推進事業」に係る業務
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情報モラルに関する専門知識を有する講師を県内の学校現場に派遣し、子ども、教員及び保護者を対象とした出前授業を開催
するとともに、子どもたちのネットトラブルに対し、子ども及び教員からの相談に直接対応できる窓口を設け、トラブル解決を
支援する。
ケ 「中学生・高校生ＩＣＴカンファレンスの開催運営及び保護者向け啓発資料作成事業」に係る業務
学生同士が身近なネットトラブルを議論し、発表してコミュニケーション力及びプレゼンテーション力を育む場として、「中
学生・高校生ＩＣＴカンファレンスｉｎ大分」を開催する。また、県内の中学生未満の子どもを持つ保護者向けにネット啓発資
料の作成を行う。
コ 「地域コミュニティ情報化推進事業」に係る業務
県民のＩＴリテラシーや情報モラルの向上のための拠点として「情報コミュニティセンター」を運営する。

サ 「大分市オープンデータ利活用推進事業」に係る業務
オープンデータの普及・利活用を促進するため、オープンデータを活用したアプリ開発コンテストを実施する。

シ 「教育情報化ファシリテーション事業」に係る業務
「大分県教育情報化推進計画基本構想書」を踏まえて、教育情報化を推進するための具体的な改善策の提示等を行う。

ス 「教育情報化カンファレンス事業」に係る業務
県内外の教育関係者が一堂に会し、有識者による基調講演、教員の実践報告等により、「大分の教育の情報化はどうあるべき
か」を考えるカンファレンスの開催運営を行う。
セ 「林業の情報化」に係る業務
林業の成長産業化に向けた取組を支援するため、先端技術（衛星、ドローン等）の応用及び調査研究を行う。また、カーボン
ニュートラルのためのＧＸ（グリーントランスフォーメーション）について、普及啓発活動を行う。
ソ 「市町村情報化支援」に係る業務
県内の市町村を中心に、ＤＸ推進計画や地域情報化計画等の策定支援を行う。

タ 「量子技術活用研究会」に係る業務
ハイパーネットワーク別府湾会議２０２３を踏まえ、県内企業における量子技術の活用機会を探るため、学識経験者や県内企業等
による研究会を発足する。
チ 「その他の調査研究事業」に係る業務
これまでの活動や調査研究、受託した委託事業や補助事業の成果を基盤にしながら、今後の新たな事業展開を図るために、地
域におけるＩｏＴ・ビッグデータ・ＡＩの利活用等について研究を行う。

⑵ 収益事業等
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県内の企業・団体等を対象に、インターネットを安心・安全に活用するための情報モラル及び情報セキュリティの研修を行う。
また、ソーシャルメディアの組織による利用等に関して、ガイドライン策定等のコンサルティングを実施する。
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収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用

事 業 収 入 ２０８，０３４ 事 業 費 支 出 ２１０，３９２

補 助 金 等 収 入 １，８００

経 常 収 益 計 ２０９，８３４ 経 常 費 用 計 ２１０，３９２

当 期 経 常 増 減 額 △ ５５８

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用

経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０

他 会 計 振 替 額 ５５８ 当期一般正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ２１０，３９２ 合 計 ２１０，３９２

収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

当期指定正味 財 産 増 減 額 ０

２ 令和６年度予算書
⑴ 公益目的事業会計
ア 一般正味財産増減の部 （単位 千円）

イ 指定正味財産増減の部 （単位 千円）
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合 計 ０ 合 計 ０

収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
事 業 収 入 ５００ 事 業 費 支 出 ３９８

経 常 収 益 計 ５００ 経 常 費 用 計 ３９８
当 期 経 常 増 減 額 １０２

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
他 会 計 振 替 額 １０２
当期一般正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ５００ 合 計 ５００

収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

当期指定正味 財 産 増 減 額 ０

⑵ 収益事業等会計
ア 一般正味財産増減の部 （単位 千円）

イ 指定正味財産増減の部 （単位 千円）
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合 計 ０ 合 計 ０

収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
基 本 財 産 利 息 収 入 ５，１３７ 管 理 費 １３，０８５
基 本 財 産 配 当 金 収 入 ８３
賛 助 会 員 会 費 収 入 ８，５００
雑 収 入 ２０

経 常 収 益 計 １３，７４０ 経 常 費 用 計 １３，０８５
当 期 経 常 増 減 額 ６５５

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
他 会 計 振 替 額 ４５６
当期一般正味 財 産 増 減 額 １９９

合 計 １３，７４０ 合 計 １３，７４０

収 益 費 用

⑶ 法人会計
ア 一般正味財産増減の部 （単位 千円）

イ 指定正味財産増減の部 （単位 千円）
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科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

当期指定正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ０ 合 計 ０
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別紙２

令 和 ５ 年 度 事 業 実 績 調 書

１ 事業実績
⑴ 公益目的事業
ア 「市民向け情報教育運営事業」に係る業務
市民の情報活用能力の向上を図るため、情報モラル及び情報セキュリティに関するスマートフォン講座を開催した。

イ 「企業向け人権啓発活動支援事業（情報モラル啓発事業）」に係る業務
企業が、インターネット等のＩＴを活用する上での人権に関わる諸問題を十分認識し、社会的責任を積極的に果たすために、
情報モラルの重要性について普及啓発を行った。
ウ 「ＤＸ推進人材育成事業」に係る業務
県内中小企業、金融機関等を対象として、ビッグデータやＡＩの活用事例等についてのセミナーを開催した。

エ 「おおいたＡＩテクノロジーセンターの運営」に係る業務
県内企業等におけるＡＩ及びＧＰＵの利用を促進し、実装に向けた支援を目的とする「おおいたＡＩテクノロジーセンター」
の運営を行った。
オ 「先端技術を活用した人材育成支援コーディネーター事業」に係る業務
教育情報化を推進するため、県立情報科学高校において、学校と企業・団体等との教育活動を支援する体制について構築・管
理マネジメントを行い、先端技術人材を育成するためのカリキュラム開発・外部講師招へい授業等の支援を行った。
カ 「ＡＩ活用促進事業」に係る業務
県内企業におけるＡＩの活用促進に向けたイベントの開催及び実態調査を行った。

キ 「九州テレコム振興センター支援」に係る業務
一般社団法人九州テレコム振興センターに対して、新たなコミュニティ構築のため、イベント開催に関する業務支援を行っ
た。
ク 「ハイパーネットワーク別府湾会議２０２３の開催」に係る業務

２０２４年２月に、「先端デジタルテクノロジーで『未来』をデザインする～生成ＡＩと量子コンピュータがもたらすもの～」を
テーマに、議論を行った。



（ 193 ）

ケ 「未来の先端技術活用人材育成事業」に係る業務
ＩＴ業界の現状や職種イメージの理解促進を深めるため、県内のＩＴ企業が学校を訪問し、出前授業及び座談会を行った。

コ 「ＩＣＴ教育サポーター育成プラットフォーム運営委託」に係る業務
県立学校におけるＩＣＴの効果的な活用による授業改善等を推進するため、ＩＣＴ教育サポーターの確保・育成をし、学校訪
問を行った。また、プラットフォーム全体のスキルアップを図るため、定例会及びフォローアップ研修を実施した。
サ 「高校生による課題解決アイデアソン及び観光ツアー企画学習業務委託」に係る業務
高校生を対象に、地域課題解決につながるビジネスプランを検討するアイデアソンを実施するとともに、インバウンド向け観
光サービス等の企画、立案及びコンテストを通じて、地域創生を担う人材育成を行った。
シ 「安全・安心なインターネット等利用環境づくり事業」に係る業務
中学生・高校生がインターネットやスマートフォンの利用について主体的に議論や発表を行う場として、「中学生・高校生Ｉ
ＣＴカンファレンス２０２３ｉｎ大分」を開催した。
ス 「ネット安全教育推進事業委託業務（情報モラル出前授業）」に係る業務
専門的な知識を持つ講師を学校現場に派遣し、児童・生徒に対して、情報モラルに関する出前授業を通じ、家庭・地域・学校
における消費者教育の推進を図った。
セ 「地域コミュニティ情報化推進事業」に係る業務
県民や県内企業のＩＴリテラシー、情報モラル及び情報セキュリティの向上のための拠点として、「情報コミュニティセンタ
ー」を運営した。また、広報啓発活動を実施するとともに、ＩＴボランティアの育成等を行った。
ソ 「大分市オープンデータ利活用推進事業業務委託（アプリ・アイデアコンテスト）」に係る業務
市民生活の向上や地域の活性化を目的に、大分市のオープンデータを活用したアプリ・アイデアコンテストを開催した。

タ 「教育情報化ファシリテーション事業」に係る業務
「大分県教育情報化推進計画基本構想書」を踏まえ、学校現場における情報環境を再構築し、持続させるため、大分県ＩＣＴ
利活用推進プランの進捗確認や大分県情報化推進委員会等の企画・運営等を行った。
チ 「ＣＯＲＥハイスクール・ネットワーク構想ＣＩＯ」に係る業務
中山間地域の高校における生徒の多様な進路実現に向けた教育・支援を可能にするため、「習熟度別授業配信型」、「専門科
目特化型」及び「産学連携事業配信型」の遠隔授業を実施した。
ツ 「マイスターハイスクール（大分東高等学校）人材育成事業」に係る業務
農業を学ぶ高校生がデジタル活用を体験・学習・実践できる環境を構築するため、県立大分東高等学校において、事業推進Ｃ
ＥＯとして職員を派遣し、ＡＩ、ＩｏＴ、ドローン等のテクノロジーを学ぶ授業のコーディネートを行った。
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テ 「森林ネットおおいた勉強会」に係る業務
森林資源を活用し、林業の成長産業化に向けた取組を推進するため、情報通信技術（レーザ測量やドローン等）による環境分
野の社会貢献等に係る調査研究を実施した。
ト 「大分県畜産デジタル推進協議会へのシステム構築に関する助言」に係る業務
畜産関係手続に係る情報アクセスの向上や、指導機関による遠隔指導体制の確立、情報分析の深化及び指導力の強化を図るこ
とを目的に、推進協議会に対して「大分県畜産共通システム」の構築に関する助言を行った。
ナ 「その他の調査研究事業」に係る業務
これまでの活動や調査研究、受託した委託事業や補助事業の成果を基盤にしながら、今後の新たな事業展開を図るために、情
報モラル・セキュリティに関する調査研究等を自主事業として実施した。また、報告書を作成し、これまでの研究成果や活動内
容の広報を行った。

⑵ 収益事業等
ア 「ソーシャル・イノベーションの普及が企業・産業・社会構造に与える影響についての調査研究委託」に係る業務
「複合危機を乗り超えるＤＸ動向」をテーマに、ソーシャル・イノベーションの最新動向について調査・研究を行った。

イ 「特定企業等に対する情報化支援」に係る業務
大分大学他６者に対し、各種研修の支援等を行うことで、情報モラルや情報セキュリティの向上に寄与するとともに、ＳＮＳ
等のサービスに関する情報提供を行った。
ウ 「地域ＤＸ促進環境整備事業支援事業」に係る業務
県内に「ＤＸ認定制度」に認定される企業を増やすため、県内企業に対する支援を行った。
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収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
事 業 収 入 ２２７，３０２，４５３ 事 業 費 ２２２，３２５，４９９

経 常 収 益 計 ２２７，３０２，４５３ 経 常 費 用 計 ２２２，３２５，４９９
当 期 経 常 増 減 額 ４，９７６，９５４

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
当期一般正味 財 産 増 減 額 ４，９７６，９５４

合 計 ２２７，３０２，４５３ 合 計 ２２７，３０２，４５３

収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

当期指定正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ０ 合 計 ０

２ 令和５年度正味財産増減計算書（決算書）
⑴ 公益目的事業会計
ア 一般正味財産増減の部 （単位 円）

イ 指定正味財産増減の部 （単位 円）
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収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
事 業 収 入 ５，１６２，６３０ 事 業 費 ４，８５０，３６７

経 常 収 益 計 ５，１６２，６３０ 経 常 費 用 計 ４，８５０，３６７
当 期 経 常 増 減 額 ３１２，２６３

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
法 人 税 等 ２３１，７００
当 期一般正味 財 産 増 減 額 ８０，５６３

合 計 ５，１６２，６３０ 合 計 ５，１６２，６３０

収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

当期指定正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ０ 合 計 ０

⑵ 収益事業等会計
ア 一般正味財産増減の部 （単位 円）

イ 指定正味財産増減の部 （単位 円）
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収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
基 本 財 産 運 用 益 ５，２２０，３４２ 管 理 費 １３，２７５，２２７
受 取 会 費 ８，０００，０００
雑 収 入 ８２，４２２

経 常 収 益 計 １３，３０２，７６４ 経 常 費 用 計 １３，２７５，２２７
当 期 経 常 増 減 額 ２７，５３７

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
当期一般正味 財 産 増 減 額 ２７，５３７

合 計 １３，３０２，７６４ 合 計 １３，３０２，７６４

収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

当期指定正味 財 産 増 減 額 ０

⑶ 法人会計
ア 一般正味財産増減の部 （単位 円）

イ 指定正味財産増減の部 （単位 円）
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合 計 ０ 合 計 ０
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資 産 の 部 負 債 及 び 正 味 財 産 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 １０７，０８４，３７８ 流 動 負 債 ８１，７９０，７４０
普 通 預 金 ２２，５７１，３３４ 未 払 金 ２１，７５１，４４４
未 収 金 ８３，３１５，７５１ 預 り 金 １，８６３，０７６
前 払 金 １，１９７，２９３ 短 期 借 入 金 ５０，０００，０００

固 定 資 産 ４０２，８５０，６１４ 賞 与 引 当 金 ２，９０８，１２０
基 本 財 産 ３９８，２４７，６００ 未 払 法 人 税 等 ７５，７００
そ の 他 の 固 定 資 産 ４，６０３，０１４ 未 払 消 費 税 等 ５，１９２，４００

固 定 負 債 ０
（負 債 合 計） ８１，７９０，７４０
一 般 正 味 財 産 ２９，１４４，２５２
指 定 正 味 財 産 ３９９，０００，０００
（正 味 財 産 合 計） ４２８，１４４，２５２

合 計 ５０９，９３４，９９２ 合 計 ５０９，９３４，９９２

令和６年３月３１日現在 （単位 円）

別紙３

貸 借 対 照 表
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別紙１

令 和 ６ 年 度 事 業 計 画 書

１ 事業計画
⑴ 公益目的事業
ア 地場産品展示普及支援事業
ア 地場産品の販売促進
日田を訪れる観光客をはじめ地域内外へ取扱品の情報を発信し、販路開拓及び消費者ニーズの把握による需要拡大に努め
る。
イ 日田家具の販売促進
日田家具の商品展示場としての機能を充実させ、一般消費者等に対する情報発信を強化し、日田家具の流通促進を図る。

イ 需要開拓事業
ア ＨＩＴＡ ＳＨＯＰにおける販売促進
ＥＣサイト「Ｙａｈｏｏ！ショッピング」を活用し、全国の消費者に地域の観光情報と一体となった地場産品の周知を行

い、販売拡大を図る。
イ 外商による販売促進
福岡をはじめ都市部で開催される各種イベントに参加し、地場産品の販売促進に努め、一般消費者及び飲食店等への販路拡
大を図る。

ウ 地産地消販売強化事業
ア 地元客への販売促進
オリジナルギフトによる差別化や季節に応じた展示等により、地元消費者の購買意欲向上・販売促進に努める。

イ 地産地消物産展
２階の大展示場をメイン会場とし、日田家具・下駄等の各業界の協力を得て日田川開き観光祭に合わせて展示販売イベント
を開催する。

エ 後継者育成支援事業
地場産業に携わる後継者や事業者に対し、販路開拓及び人材育成の支援を図る。
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⑵ 収益事業等
ア 貸館事業
センター内の会議室の貸与を行う。

イ ふるさと納税返礼品発送等業務
特産品を返礼品として全国へ発送し、地場産品の魅力を地域外の多くの消費者に伝え、地域ブランドの向上を図る。
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収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
事 業 収 益 １４，７６２ 事 業 費 ３０，４４８
雑 収 益 ２０５ 人 件 費 １０，３０７

そ の 他 経 費 ２０，１４１
経 常 収 益 計 １４，９６７ 経 常 費 用 計 ３０，４４８

当 期 経 常 増 減 額 △ １５，４８１
経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
他 会 計 振 替 額 １，３２０ 当 期一般正味 財 産 増 減 額 △ １４，１６１

合 計 １６，２８７ 合 計 １６，２８７

収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

当期指定正味 財 産 増 減 額 ０

２ 令和６年度予算書
⑴ 公益目的事業会計
ア 一般正味財産増減の部 （単位 千円）

イ 指定正味財産増減の部 （単位 千円）



（ 204 ）

合 計 ０ 合 計 ０

収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
事 業 収 益 ２０，７７０ 事 業 費 １９，３７９
雑 収 益 ２，８４３ 人 件 費 ７，１１８

そ の 他 経 費 １２，２６１
経 常 収 益 計 ２３，６１３ 経 常 費 用 計 １９，３７９

当 期 経 常 増 減 額 ４，２３４
経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
他 会 計 振 替 額 １，３２０
法人税、住民税及び事業税 ４３７
当期一般正味 財 産 増 減 額 ２，４７７

合 計 ２３，６１３ 合 計 ２３，６１３

（単位 千円）

収 益 費 用

（単位 千円）

⑵ 収益事業等会計
ア 一般正味財産増減の部

イ 指定正味財産増減の部
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科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

当期指定正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ０ 合 計 ０

収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
雑 収 益 １ 管 理 費 ３，９８５

人 件 費 １，２５５
そ の 他 経 費 ２，７３０

経 常 収 益 計 １ 経 常 費 用 計 ３，９８５
当 期 経 常 増 減 額 △ ３，９８４

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
当期一般正味 財 産 増 減 額 △ ３，９８４

合 計 １ 合 計 １

⑶ 法人会計
ア 一般正味財産増減の部 （単位 千円）

イ 指定正味財産増減の部 （単位 千円）
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収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

当期指定正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ０ 合 計 ０



（ 207 ）

別紙２

令 和 ５ 年 度 事 業 実 績 調 書

１ 事業実績
⑴ 公益目的事業
ア 地場産品展示普及支援事業
ア 地場産品の販売促進
地域内の地場産品を集積・展示し、市内外の消費者や商品バイヤー等に地場産品の周知普及を図った。

イ 日田家具の販売促進
日田家具の商品展示場として、ライフスタイルに合わせた展示を実施し、一般消費者や卸・小売店等に対して、日田家具の
販売強化を図った。

イ 需要開拓事業
ア ＨＩＴＡ ＳＨＯＰにおける販売促進
ＥＣサイト「Ｙａｈｏｏ！ショッピング」を活用し、全国の消費者に地域の観光情報と一体となった地場産品の周知を行

い、販売拡大を図った。
イ 外商による販売促進
地場産品の認知度向上を目的に地域内外の観光物産展への出店に取り組んだ。

ウ 地産地消販売強化事業
ギフト商品の充実及び地場産品の発掘に努めるとともに、常設展示場を季節に合わせたレイアウトに変更することで、地元消
費者の購買意欲向上と販売促進を図った。

エ 後継者育成支援事業
ア 若手後継者等による販路開拓
地場産業に携わる事業所の若手後継者や農業後継者と共に催事及び商談会に参加し、販路開拓支援を図った。

イ 日田下駄の鼻緒据え体験
伝統的履物である下駄の素晴らしさを伝え、履く機会を増やし、日本唯一の杉下駄の産地を残すため、大分日田げた組合と
共に鼻緒据え体験を行った。
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⑵ 収益事業等
ア 貸館事業
センター内の会議室等の貸与を行った。

イ ふるさと納税返礼品発送等業務
特産品を返礼品として全国へ発送し、地場産品の魅力を地域外の多くの消費者に伝え、地域ブランドの向上を図った。
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収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
基 本 財 産 運 用 益 １００ 事 業 費 ２７，８６０，３５８
事 業 収 益 ９，９０５，２７８ 人 件 費 １０，９６９，７６９
雑 収 益 ５１３，２８９ そ の 他 経 費 １６，８９０，５８９

経 常 収 益 計 １０，４１８，６６７ 経 常 費 用 計 ２７，８６０，３５８
当 期 経 常 増 減 額 △ １７，４４１，６９１

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
賞 与 引 当 金 戻 入 額 ５３９，２２４

経 常 外 収 益 計 ５３９，２２４ 経 常 外 費 用 計 ０
当 期 経 常 外 増 減 額 ５３９，２２４

他 会 計 振 替 額 ４，８９８，６２２ 当 期一般正味 財 産 増 減 額 △ １２，００３，８４５

合 計 １５，８５６，５１３ 合 計 １５，８５６，５１３

収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

２ 令和５年度正味財産増減計算書（決算書）
⑴ 公益目的事業会計
ア 一般正味財産増減の部 （単位 円）

イ 指定正味財産増減の部 （単位 円）
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当 期指定正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ０ 合 計 ０

収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
事 業 収 益 ３５，８９０，０７９ 事 業 費 ２７，４３５，５３７
雑 収 益 ２，８９４，９６０ 人 件 費 ５，２９２，０７５

そ の 他 経 費 ２２，１４３，４６２
経 常 収 益 計 ３８，７８５，０３９ 経 常 費 用 計 ２７，４３５，５３７

当 期 経 常 増 減 額 １１，３４９，５０２
経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
賞 与 引 当 金 戻 入 額 ２２２，７１１

経 常 外 収 益 計 ２２２，７１１ 経 常 外 費 用 計 ０
当 期 経 常 外 増 減 額 ２２２，７１１
他 会 計 振 替 額 ４，８９８，６２２
法人税、住民税及び事業税 １，３１７，９００
当 期一般正味 財 産 増 減 額 ５，３５５，６９１

合 計 ３９，００７，７５０ 合 計 ３９，００７，７５０

⑵ 収益事業等会計
ア 一般正味財産増減の部 （単位 円）

イ 指定正味財産増減の部 （単位 円）
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収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

当期指定正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ０ 合 計 ０

収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
受 取 配 当 金 ６００ 管 理 費 ３，５７７，４２４
雑 収 益 ２０，１０７ 人 件 費 １，０３３，８０１

そ の 他 経 費 ２，５４３，６２３
経 常 収 益 計 ２０，７０７ 経 常 費 用 計 ３，５７７，４２４

当 期 経 常 増 減 額 △ ３，５５６，７１７
経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
賞 与 引 当 金 戻 入 額 ６３，３０３

経 常 外 収 益 計 ６３，３０３ 経 常 外 費 用 計 ０
当 期 経 常 外 増 減 額 ６３，３０３
当 期一般正味 財 産 増 減 額 △ ３，４９３，４１４

合 計 ８４，０１０ 合 計 ８４，０１０

⑶ 法人会計
ア 一般正味財産増減の部 （単位 円）
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収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

当期指定正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ０ 合 計 ０

イ 指定正味財産増減の部 （単位 円）
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資 産 の 部 負 債 及 び 正 味 財 産 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 ４２，８４９，４１２ 流 動 負 債 ８，７５４，１９９
現 金 預 金 ３９，３３１，２８８ 買 掛 金 ９２３，９０２
売 掛 金 １，５７０，５３５ 未 払 金 ３，２６３，５９５
未 収 金 １，２１５，５５５ 商 品 券 ７８３，０００
商 品 ７３２，０３４ 未 払 費 用 １，２９０，８９５

固 定 資 産 ４１８，６７４，２６３ 未 払 法 人 税 等 １，３１７，９００
基 本 財 産 ５，０００，０００ 未 払 消 費 税 等 ６４８，７００
特 定 資 産 １４，１６７，４００ 賞 与 引 当 金 ５２６，２０７
そ の 他 固 定 資 産 ３９９，５０６，８６３ 固 定 負 債 ２，７４８，１５０

長 期 未 払 金 ８１，４８０
退 職 給 付 引 当 金 ２，６６６，６７０

（負 債 合 計） １１，５０２，３４９
一 般 正 味 財 産 ４４５，０２１，３２６
指 定 正 味 財 産 ５，０００，０００
（正 味 財 産 合 計） ４５０，０２１，３２６

合 計 ４６１，５２３，６７５ 合 計 ４６１，５２３，６７５

令和６年３月３１日現在 （単位 円）

別紙３

貸 借 対 照 表
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別紙１

令 和 ６ 年 度 事 業 計 画 書

１ 事業計画
フラッグショップ坐来大分において、県産のすばらしい食材を使った料理を提供するレストラン運営を中心に、県産品の販売等を

通じて様々な情報発信を行うことにより、おおいたブランドを確立し、それを高めていくことを目指す。
今年度においても、県や市町村等と連携し、メディア関係者を対象とした観光情報発信イベントや、県内の工芸品の制作を体験す

るワークショップの開催等を通じて、観光客の誘致や県産品の販路拡大を図る。
⑴ レストラン運営事業
ア 大分の新鮮ですばらしい食材を生かした質の高い料理やサービスを提供する。
イ 新しい県産食材の発掘や新メニューの開発に取り組む。
ウ 県産食材とともに産地の地域情報等を来店客に紹介するため、スタッフに対し、県内での現地研修を実施し、「大分の語り
部」としての資質向上に取り組む。
エ 県内生産者から提供された食材等の活用方法や料理スタッフ、お客様の感想等を食材等の質の向上に繋げるため、生産者にフ
ィードバックする。
オ 新たに土曜日が休業日となることに伴い、売上高や当期純利益等は減少する見込みではあるが、今後もダイレクトメールやＳ
ＮＳ等を利用した顧客確保を図り、営業体制の強化を目指す。

⑵ 県産品販売事業
ア 県産品展示・販売スペース「ギャラリー坐来」において、従来からの加工品の販売のほか、定期的に入れ替わりで新たな県産
品の展示・販売を行う「坐来大分チャレンジ棚」を開設し、首都圏における県産品の販路拡大を促進する。
イ 百貨店とのタイアップによるレシピ提供及び商品化を行う。
ウ 首都圏において民間企業が開催する各種イベントにて、積極的な出張販売等を行う。
エ 事業年度２０期に当たり、「坐来の贈り物」企画として、特別記念ギフトを通年で販売する。

⑶ 県等と連携した各種事業
ア 首都圏の食品関係バイヤーや飲食店関係者を対象に「大分県食材提案会」等を開催し、県産品の販路拡大に取り組む。
イ 県、市町村等と連携して地域フェアを開催し、観光やすばらしい自然、食材などの地域資源のＰＲや観光誘客等を図る。
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ウ おんせん県おおいた応援店と連携した県産品の販路拡大を図る。
⑷ その他

ホームページやＳＮＳに、大分の食と物産、観光などの情報を充実させるほか、新聞や有力情報誌、テレビ等を中心にマスコミ
の取材に引き続き積極的に対応し、情報発信力の強化に努める。
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科 目 金 額 科 目 金 額

売 上 高 ２３０，７５１ 税 引 前 当 期 純 利 益 ４，６８５
売 上 原 価 ７１，４５０ 法人税、住民税及び事業税 ７０５
売 上 総 利 益 １５９，３０１ 当 期 純 利 益 ３，９８０
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 １５５，７８０
人 件 費 １０８，３５０
諸 費 ４６，４８０
減 価 償 却 費 ９５０

営 業 利 益 ３，５２１
営 業 外 収 益 １，１７０
営 業 外 費 用 ６
経 常 利 益 ４，６８５

（単位 千円）
２ 令和６年度予算書
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別紙２

令 和 ５ 年 度 事 業 実 績 調 書

１ 事業実績
フラッグショップ坐来大分において、県産の新鮮ですばらしい食材を使った料理を提供するレストラン運営を中心に、特色ある県

産品の販売等を通じて、おおいたブランドの確立に向けた様々な情報発信を行った。
令和５年度は、新型コロナウイルス感染症の５類への移行に伴い、経済活動が本格的に活発化し、個人消費やインバウンド需要が

回復したこともあり、開業以来の最高の売上高と来客数を達成した。
⑴ レストラン運営事業
ア 年間来客数は１５，０８２人であり、料理や接遇等に高い評価を受けた。
イ 法人、インバウンド客等の利用が増加した。また、ゲストとして来客した利用者がホストとして来客する等のリピーターの数
も増加した。
ウ 県内各地の２００品目以上にも及ぶ食材をメニューに活用し、県産食材の特長を生かした質の高い料理を提供した。
エ 県内生産者から提供された食材等について、坐来大分での活用方法や料理スタッフの感想等を食材等の質の向上につなげるた
め、生産者にフィードバックした。

⑵ 県産品販売事業
ア 県産品展示・販売スペース「ギャラリー坐来」において、従来からの加工品の販売のほか、定期的に入れ替わりで新たな県産
品の展示・販売を行う「坐来大分チャレンジ棚」を開設し、首都圏での販路拡大を目指す事業者への支援を行った。
イ ギャラリー坐来での販売時の客の反応や意見、改善点等を食材等の質の向上につなげるため、生産者にフィードバックした。
ウ おんせん県おおいた応援店との連携イベントを開催し、県産品のＰＲを実施した。
エ 首都圏の百貨店と連携し、お中元のメニュー開発を行った。

⑶ 県等と連携した各種事業
ア 市、県等と連携して、日出町の地域フェアを開催した。また、長崎県及び熊本県と連携し、三県を周遊する観光旅行商品のプ
ロモーションを行った。
イ 県産酒の認知度向上を図るため、都内のシェフやインフルエンサー等を招き、「大分の酒提案会」を開催し、県産食材を使っ
た坐来のメニューとのペアリングを通じ、県産酒の紹介を行った。
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ウ 首都圏のメディアや旅行会社等を招待し、「坐来サロン」を開催し、ツーリズム関係者との交流を通じて大分県への観光誘客
を図った。

⑷ その他
ＳＮＳを活用した情報発信に取り組んだほか、有力情報誌や新聞等に61回取り上げられるなど、フラッグショップとしての情報
発信力を発揮した。
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科 目 金 額 科 目 金 額

売 上 高 ２５０，６１２，６３８ 税 引 前 当 期 純 利 益 １６，２０３，３８９

売 上 原 価 ７５，４９０，４８６ 法人税、住民税及び事業税 ３，９６８，０００

売 上 総 利 益 １７５，１２２，１５２ 当 期 純 利 益 １２，２３５，３８９

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 １６０，３０５，７９７

人 件 費 １１０，８３９，４２０

諸 費 ４７，０５９，５３７

減 価 償 却 費 ２，４０６，８４０

営 業 利 益 １４，８１６，３５５

営 業 外 収 益 １，５０９，４７０

雑 収 入 １，５０８，２７８

受 取 利 息 １，１９２

営 業 外 費 用 １２２，４３６

経 常 利 益 １６，２０３，３８９

（単位 円）
２ 令和５年度損益計算書（決算書）
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資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 ９２，８１４，５３９ 流 動 負 債 ２６，３５４，４８９
現 金 及 び 預 金 ７１，６９９，１９８ 買 掛 金 ８，５９６，９８２
売 掛 金 １３，５８４，４３３ 未 払 金 １１，３５１，４７６
商 品 １，９９１，２１８ そ の 他 ６，４０６，０３１
原 材 料 ２，６９６，５３１ 固 定 負 債 ２，９４０，０００
未 収 入 金 ９７８，５５１ 長 期 借 入 金 １，０００，０００
そ の 他 １，８６４，６０８ 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 １，９４０，０００

固 定 資 産 ２，１４０，３６８ （負 債 合 計） ２９，２９４，４８９
有 形 固 定 資 産 １，４９１，２７５ 資 本 金 ７７，５００，０００
無 形 固 定 資 産 ３８０，０５０ 資 本 剰 余 金 １７，５００，０００
投 資 そ の 他 の 資 産 ２６９，０４３ 資 本 準 備 金 １７，５００，０００

利 益 剰 余 金 △ ２９，３３９，５８２
繰 越 利 益 剰 余 金 △ ２９，３３９，５８２

（純 資 産 合 計） ６５，６６０，４１８

合 計 ９４，９５４，９０７ 合 計 ９４，９５４，９０７

令和６年３月３１日現在 （単位 円）

別紙３

貸 借 対 照 表
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別紙１

令 和 ６ 年 度 事 業 計 画 書

１ 事業実施計画
⑴ 若年者雇用・人材定住促進事業
ア 若年者を対象に就職支援情報の提供や就職相談及び企業説明会等を実施する。
イ 企業ガイドブックの作成等を通じて、若年者に対して県内企業の情報発信を行う。
ウ 新規学卒者等を対象に積極的な採用活動を実施する県内企業に対し、支援を行う。
エ おおいた地域若者サポートステーションを大分市に、県南常設サテライトを佐伯市にそれぞれ設置し、カウンセリング業務等
を実施する。
オ おおいた産業人財センターを運営し、県内企業の人材確保及びＵＩＪターン就職の支援を行う。
カ 就職氷河期世代の雇用促進のため、求人開拓を実施する。

⑵ 高年齢者・障がい者の雇用に関する事業
ア 70歳まで働ける社会づくり等生涯現役社会実現のため、企業向けガイドブックの作成や企業向け及び求職者向けのセミナーを
実施する。また、高齢者雇用支援のための情報収集、相談、指導及び調査研究を行うとともに、助成金等の周知を図るためのセ
ミナーを行う。
イ 障がい者の雇用促進を図るためのセミナー、就職面接会及び講習会等を実施する。また、障がい者雇用支援のための情報収集
を行うとともに、助成金等の周知を図るためのセミナーを行う。
ウ 雇用促進フェスタを開催し、雇用優良企業及び優良勤労障がい者の表彰を行う。

⑶ 広報啓発事業
人材定住情報システムの運営や広報誌の発行を行うほか、ホームページ等でイベントやサービス等の周知を行う。
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収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用

基 本 財 産 運 用 益 １８，３００ 若年者雇用・人材定住促進事業費 ２０８，０１３

受 取 寄 附 金 ４６，０００ 高齢・障害者雇用支援事業費 ７，６５９

受 取 会 費 ５００ 共 通 費 ２０，９０１

事 業 収 益 １７３，２６３

雑 収 益 １，４００

経 常 収 益 計 ２３９，４６３ 経 常 費 用 計 ２３６，５７３

当 期 経 常 増 減 額 ２，８９０

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用

経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０

当期一般正味 財 産 増 減 額 ２，８９０

合 計 ２３９，４６３ 合 計 ２３９，４６３

収 益 費 用

２ 令和６年度予算書
⑴ 公益目的事業会計
ア 一般正味財産増減の部 （単位 千円）

イ 指定正味財産増減の部 （単位 千円）
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科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

当期指定正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ０ 合 計 ０

収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
受 取 会 費 １０，５００ 管 理 費 １４，１５７
事 業 収 益 ４，１２５
雑 収 益 ９７０

経 常 収 益 計 １５，５９５ 経 常 費 用 計 １４，１５７
当 期 経 常 増 減 額 １，４３８

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
当期一般正味 財 産 増 減 額 １，４３８

合 計 １５，５９５ 合 計 １５，５９５

⑵ 法人会計

ア 一般正味財産増減の部 （単位 千円）

イ 指定正味財産増減の部 （単位 千円）
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収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

当期指定正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ０ 合 計 ０
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別紙２

令 和 ５ 年 度 事 業 実 績 調 書

１ 事業実績
⑴ 若年者雇用・人材定住促進事業
ア 若年者を対象に就職支援情報の提供や就職相談、就職支援セミナー等を実施したほか、合同企業説明会の開催等を通じ企業の
人材確保を支援した。
イ 企業ガイドブックの作成等を通じて、若年者に対して県内企業の情報発信を行った。
ウ 新規学卒者等への積極的な採用活動を実施する県内企業に対する支援を行った。
エ おおいた地域若者サポートステーションを大分市に、県南常設サテライトを佐伯市にそれぞれ設置し、カウンセリング業務等
を実施した。
オ おおいた産業人財センターを運営し、就職相談会・就職支援セミナー等を実施することによりＵＩＪターン就職の支援を行っ
た。
カ 就職氷河期世代の雇用促進のため、求人開拓を行った。

⑵ 高年齢者・障がい者の雇用に関する事業
ア ７０歳まで働ける社会づくり等生涯現役社会実現のため、企業向け及び求職者向けのセミナーを実施したほか、高齢者雇用支援
のための情報収集、相談、助言及び調査研究を行うとともに、助成金等の周知広報・セミナーを行った。
イ 障がい者の雇用促進を図るため、企業向けガイドブックの作成やセミナー、就職面接会及び講習会等を実施したほか、障がい
者雇用支援のための情報収集を行うとともに、助成金等の周知広報・セミナーを行った。
ウ 雇用促進フェスタを開催し、雇用優良企業及び優良勤労障がい者の表彰を行った。

⑶ 広報啓発事業
人材定住情報システムの運営や広報誌の発行を行ったほか、ホームページ等でイベントの周知を行った。
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収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
基 本 財 産 運 用 益 ２１，５５２，８７３ 若年者雇用・人材定住促進事業費 １７８，７７６，５２４
特 定 資 産 運 用 益 ２９９ 高齢・障害者雇用支援事業費 ６，９１８，７４９
受 取 会 費 ５００，０００ 共 通 費 ２２，１８３，１７７
事 業 収 益 １５８，４４３，３０１
受 取 寄 附 金 ２９，０００，０００
雑 収 益 １，４１３，９２０

経 常 収 益 計 ２１０，９１０，３９３ 経 常 費 用 計 ２０７，８７８，４５０
当 期 経 常 増 減 額 ３，０３１，９４３

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
当期一般正味 財 産 増 減 額 ３，０３１，９４３

合 計 ２１０，９１０，３９３ 合 計 ２１０，９１０，３９３

収 益 費 用

２ 令和５年度正味財産増減計算書（決算書）
⑴ 公益目的事業会計
ア 一般正味財産増減の部 （単位 円）

イ 指定正味財産増減の部 （単位 円）



（ 229 ）

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

基 本 財 産 評 価 益 ２，１０２，４００ 一 般正味財産 へ の 振 替 額 ２９，０００，０００
当 期指定正味 財 産 増 減 額 △ ２６，８９７，６００

合 計 ２，１０２，４００ 合 計 ２，１０２，４００

収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
基 本 財 産 運 用 益 ２０ 管 理 費 １３，９５３，５７３
受 取 会 費 １０，９０７，０００
事 業 収 益 ４，３８８，３８７
雑 収 益 １，１２３，９７６

経 常 収 益 計 １６，４１９，３８３ 経 常 費 用 計 １３，９５３，５７３
当 期 経 常 増 減 額 ２，４６５，８１０

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
当期一般正味 財 産 増 減 額 ２，４６５，８１０

合 計 １６，４１９，３８３ 合 計 １６，４１９，３８３

⑵ 法人会計

ア 一般正味財産増減の部 （単位 円）
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収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

当期指定正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ０ 合 計 ０

イ 指定正味財産増減の部 （単位 円）
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資 産 の 部 負 債 及 び 正 味 財 産 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 ８７，２７４，７８０ 流 動 負 債 １７，８２６，３０３
現 金 預 金 ６８，５７３，０５８ 未 払 金 １１，７６９，６５６
未 収 金 １８，４８１，７２２ 未 払 消 費 税 等 ２，７４４，０３４
貯 蔵 品 ２２０，０００ 預 り 金 １，２９２，６４６

固 定 資 産 １，０９１，５９２，１４８ リ ー ス 債 務 １，１９６，３０４
基 本 財 産 １，０６６，７７４，９９６ 賞 与 引 当 金 ８２３，６６３
特 定 資 産 ３，６００，０００ 固 定 負 債 １，６６９，０２２
そ の 他 固 定 資 産 ２１，２１７，１５２ 長 期 リ ー ス 債 務 １，６６９，０２２

（負 債 合 計） １９，４９５，３２５
一 般 正 味 財 産 ９２，５９６，６０７
指 定 正 味 財 産 １，０６６，７７４，９９６
（正 味 財 産 合 計） １，１５９，３７１，６０３

合 計 １，１７８，８６６，９２８ 合 計 １，１７８，８６６，９２８

令和６年３月３１日現在 （単位 円）

別紙３

貸 借 対 照 表
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別紙１

令 和 ６ 年 度 事 業 計 画 書

１ 事業計画
⑴ 公益目的事業
ア 農地中間管理事業
農業経営の規模拡大及び農用地の集団化等による農用地の利用の効率化及び高度化の促進を図るため、農用地等の借受け及び
貸付けによる農用地等の集積並びに貸付けまでの間の農用地等の管理や条件整備を行う。
イ 農地売買支援事業（農地中間管理事業の特例事業）
農地中間管理事業について、効率的かつ安定的な農業経営を営む者に対する面的集積を推進するため、賃貸借以外の手段によ
る集積も重要であることから、売買等の事業を行う。
ウ 豊の国農業人材育成基金事業
ア 農業人材確保対策
新規就農を促進する就農ガイドセンターの活動に対して支援を行う。

イ 農業人材育成対策
農業を体験する児童又は生徒主体の組織や青年農業者で組織する大分県農業青年連絡協議会、新規参入者で組織するアグ
レッシュおおいたの活動等への支援を行う。
ウ 交流促進対策
青年農業者と都市の異業種従事者との交流活動に対して支援を行う。

エ 農業人材確保育成特別対策
地域の実態に即した特色ある農業人材確保の取組に対して支援を行う。

エ 新規就農者確保体制整備事業
就農相談員を配置し、新規就農に関する相談業務を行うとともに、就農支援資金に関する債権管理を行う。また、農業に関す
る求人・求職の情報提供及びあっせんを行う。
オ 新規就農促進事業
ア 移住促進対策
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新規就農セミナー・相談会を大分市や都市圏で開催し、新規就農者の確保を図る。
イ 雇用就農対策
雇用就農の相談会を開催して農業法人等と雇用就農希望者のマッチングの機会を確保し、農業法人等への就職を促進する。

ウ 移住就農者拡大対策
移住専門誌やインターネット広告等を通じて、就農希望者向けの情報発信を強化することで、ＵＩＪターンの喚起を図り新
規就農を促す。

カ 新規就農者育成総合対策事業等
青年の就農意欲の喚起と就農後の定着を図るため、農業経営者となることについて強い意欲を有している者で就農に向けて研
修機関等において研修を受けるものに対して、給付金を給付する。
キ おおいた農業経営・就農支援センター就農サポート活動業務受託事業
ＳＮＳ等を活用して県内外で開催する相談会の周知を図るとともに、就農希望者等に対する就農相談を行う。

ク 大規模リース団地整備支援対策事業
農業用施設の整備・リースを行うことで入植者の初期投資の負担を軽減し、新規就農者の農業参入や後継者の残る農業企業者
の育成を図る。
ケ 大規模園芸団地育成調査業務受託事業
大規模園芸団地の建設を円滑に進めるため、候補地の把握や選定を行う。

コ 草地畜産基盤整備事業計画策定業務受託事業
遊休耕地の畜産的利用や遊休牧野等の粗飼料生産基盤を整備するための計画策定に向けた調査を行う。

サ 世界農業遺産継承事業
県下の世界農業遺産に関連する農業文化の継承や地域の活性化への取組を支援する組織に助成することで、農業遺産の次世代
への継承を図る。

⑵ 収益事業等
ア 大分農業文化公園管理運営受託事業
指定管理者として大分農業文化公園の管理運営を行う。

イ 大分県都市農村交流研修館管理運営受託事業
指定管理者として大分県都市農村交流研修館の管理運営を行う。
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収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
特 定 資 産 運 用 益 ６３，１８７ 事 業 費 １，０７９，２０５
事 業 収 益 ５３２，７９７
受 取 補 助 金 等 ３３７，４１４
受 取 受 託 料 ９，２７０
雑 収 益 ２７

経 常 収 益 計 ９４２，６９５ 経 常 費 用 計 １，０７９，２０５
当 期 経 常 増 減 額 △ １３６，５１０

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
当期一般正味 財 産 増 減 額 △ １３６，５１０

合 計 ９４２，６９５ 合 計 ９４２，６９５

収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

２ 令和６年度予算書
⑴ 公益目的事業会計

ア 一般正味財産増減の部 （単位 千円）

イ 指定正味財産増減の部 （単位 千円）
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特 定 資 産 運 用 益 １３，８４４ 一 般正味財産 へ の 振 替 額 １８，４１４
当 期指定正味 財 産 増 減 額 △ ４，５７０

合 計 １３，８４４ 合 計 １３，８４４

収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
事 業 収 益 １０４，３７０ 事 業 費 ２４２，９１３
受 取 受 託 料 １３７，１７３
雑 収 益 １，４４１

経 常 収 益 計 ２４２，９８４ 経 常 費 用 計 ２４２，９１３
当 期 経 常 増 減 額 ７１

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
法 人 税 等 ７１
当期一般正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ２４２，９８４ 合 計 ２４２，９８４

収 益 費 用

⑵ 収益事業等会計
ア 一般正味財産増減の部 （単位 千円）

イ 指定正味財産増減の部 （単位 千円）
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科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

当期指定正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ０ 合 計 ０

収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
基 本 財 産 運 用 益 １，４００ 管 理 費 ４，５９８
特 定 資 産 運 用 益 １
そ の 他 固 定 資 産 運 用 益 １，０５９
雑 収 益 １

経 常 収 益 計 ２，４６１ 経 常 費 用 計 ４，５９８
当 期 経 常 増 減 額 △ ２，１３７

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
当期一般正味 財 産 増 減 額 △ ２，１３７

合 計 ２，４６１ 合 計 ２，４６１

⑶ 法人会計
ア 一般正味財産増減の部 （単位 千円）

イ 指定正味財産増減の部 （単位 千円）
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収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

基 本 財 産 運 用 益 １，４００ 一 般正味財産 へ の 振 替 額 １，４００
当 期指定正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 １，４００ 合 計 １，４００
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別紙２

令 和 ５ 年 度 事 業 実 績 調 書

１ 事業実績
⑴ 公益目的事業
ア 農地中間管理事業
農業経営の規模拡大及び農用地の集団化等による農用地の利用の効率化及び高度化の促進を図るため、農用地の借受け及び貸
付けによる農用地等の集積並びに貸付けまでの間の農用地等の管理や条件整備を行った。
イ 農地売買支援事業（農地中間管理事業の特例事業）
農地中間管理事業について、効率的かつ安定的な農業経営を営む者に対する面的集積を推進するため、賃貸借以外の手段によ
る集積も重要であることから、売買等の事業を行った。
ウ 草地畜産基盤整備事業（草地林地総合整備型）
畜産産地の強化を図るため、担い手の経営を強化するとともに粗飼料生産基盤の整備を進め、自給飼料活用型の経営を支援し
た。
エ 豊の国農業人材育成基金事業
ア 農業人材確保対策
新規就農者の発掘や相談活動等を行う就農ガイドセンターの活動に対して支援を行った。

イ 農業人材育成対策
農業体験を行う児童又は生徒主体の組織や青年農業者で組織する大分県農業青年連絡協議会、新規参入者で組織するアグ
レッシュおおいたの活動に対して支援を行った。
ウ 交流促進対策
青年農業者と都市の異業種従事者との交流活動等に対して支援を行った。

エ 農業人材確保育成特別対策
地域の実態に即した効果的かつ特色のある活動等を実施する団体に対して支援を行った。

オ 新規就農者確保体制整備事業
就農相談員を配置し、関係機関と連携して相談業務や就農支援資金の債権管理等を行うとともに、求職者への無料職業紹介事
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業を行った。
カ 新規就農促進事業
ア 移住促進対策
「おんせん県おおいた就農・就業応援フェア」を大分市等で開催し、就農希望者と県内産地のマッチングを行った。

イ 雇用就農対策
雇用就農に特化した相談会を開催し、参入企業と雇用就農希望者のマッチングを行った。

ウ 移住就農者拡大対策
移住専門誌やインターネット広告等を通じて就農希望者向けの情報発信を行うとともに、新規就農を促すための農業体験等
を支援した。

キ 新規就農者育成総合対策事業等
青年の就農意欲の喚起と就農後の定着を図るため、農業経営者となることについて強い意欲を有している者で就農に向けて研
修機関等において研修を受けるものに対して、給付金を給付した。
ク 大分県研修体制整備促進事業
女性の独立就農に向けた研修施設体制整備に対する支援を行った。

ケ 大規模園芸団地育成調査受託事業
大規模園芸団地の建設に当たり早期建設と継続的・安定的な運営を図るため、導入作物に適し、かつ、今後の団地の運用をス
ムーズに行うことができる候補地の把握及び選定を行った。
コ 世界農業遺産継承事業
県下の世界農業遺産に関連する農業文化の継承や地域の活性化への取組を支援する組織に助成することで、農業遺産の次世代
への継承を図った。

⑵ 収益事業等
ア 大分農業文化公園管理運営受託事業
指定管理者として大分農業文化公園の管理運営を行った。

イ 大分県都市農村交流研修館管理運営受託事業
指定管理者として大分県都市農村交流研修館の管理運営を行った。
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収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
特 定 資 産 運 用 益 ５７，６８２，５５２ 事 業 費 １，０４７，６４８，１３２
事 業 収 益 ５０７，５８２，５１２
受 取 補 助 金 等 ３１３，９９３，９８９
受 取 受 託 料 １，７７０，３５０
雑 収 益 １４１，４１４

経 常 収 益 計 ８８１，１７０，８１７ 経 常 費 用 計 １，０４７，６４８，１３２
当 期 経 常 増 減 額 △ １６６，４７７，３１５

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 費 用 ２５，０００，００３

経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ２５，０００，００３
当 期 経 常 外 増 減 額 △ ２５，０００，００３

他 会 計 振 替 額 ３，１７２，１８８ 当 期一般正味 財 産 増 減 額 △ １８８，３０５，１３０

合 計 ８８４，３４３，００５ 合 計 ８８４，３４３，００５

収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

２ 令和５年度正味財産増減計算書（決算書）
⑴ 公益目的事業会計

ア 一般正味財産増減の部 （単位 円）

イ 指定正味財産増減の部 （単位 円）



（ 242 ）

特 定 資 産 運 用 益 １１，８９５，９３８ 一 般正味財産 へ の 振 替 額 １１，８９５，９３８
一般正味財産からの振替額 ２５，０００，０００ 当 期指定正味 財 産 増 減 額 ２５，０００，０００

合 計 ３６，８９５，９３８ 合 計 ３６，８９５，９３８

収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
特 定 資 産 運 用 益 ８３ 事 業 費 ２３７，００６，１５９
事 業 収 益 １０６，５１１，２３８
受 取 受 託 料 １３７，２０２，５２０
雑 収 益 １，４４７，７９３

経 常 収 益 計 ２４５，１６１，６３４ 経 常 費 用 計 ２３７，００６，１５９
当 期 経 常 増 減 額 ８，１５５，４７５

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
法人税、住民税及び事業税 １，０８８，７００
他 会 計 振 替 額 ７，０６６，７７５
当 期一般正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ２４５，１６１，６３４ 合 計 ２４５，１６１，６３４

⑵ 収益事業等会計
ア 一般正味財産増減の部 （単位 円）
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収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

当期指定正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ０ 合 計 ０

収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
基 本 財 産 運 用 益 １，４００，０００ 管 理 費 ３，９２６，０８７
特 定 資 産 運 用 益 １，３６０
そ の 他 固 定 資 産 運 用 益 １，０３５，６６７
雑 収 益 ９０，５２７

経 常 収 益 計 ２，５２７，５５４ 経 常 費 用 計 ３，９２６，０８７
当 期 経 常 増 減 額 △ １，３９８，５３３

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
他 会 計 振 替 額 ３，８９４，５８７ 当 期一般正味 財 産 増 減 額 ２，４９６，０５４

イ 指定正味財産増減の部 （単位 円）

⑶ 法人会計
ア 一般正味財産増減の部 （単位 円）
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合 計 ６，４２２，１４１ 合 計 ６，４２２，１４１

収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

基 本 財 産 運 用 益 １，４００，０００ 一 般正味財産 へ の 振 替 額 １，４００，０００
当 期指定正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 １，４００，０００ 合 計 １，４００，０００

イ 指定正味財産増減の部 （単位 円）
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資 産 の 部 負 債 及 び 正 味 財 産 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 ３４４，８３８，７２２ 流 動 負 債 ６，３０８，８４５，５８２
現 金 預 金 ２４９，４１２，０７３ 買 掛 金 ２，６９４，４０８
中 間 管 理 事 業 未 収 金 １，２９４，４０６ そ の 他 の 未 払 金 ９８，１１７，６３５
合 理 化 事 業 未 収 金 ６，０９２，２６３ 預 り 金 １３１，０２５，８１２
売 買 支 援 事 業 未 収 金 ２４，１３８，５００ 短 期 借 入 金 １，５００，０００，０００
そ の 他 の 未 収 金 ２３，３４２，７２０ １年内返済予定売買支援事業長期借入金 ２８，８６８，００２
１年内回収予定売買支援事業貸付金 ２，４００，０００ １年内返済予定就農支援資金長期借入金 １０，７３１，０００
１年内回収予定就農支援資金貸付金 ３，６１５，０００ １年内返済予定大規模リース団地
合 理 化 事 業 用 地 ５，９７５，０００ 整備支援対策事業長期借入金 ２６，１００，０９８
売 買 支 援 事 業 用 地 ２７，７８０，８６０ １年内返済予定世界農業遺産
前 払 費 用 ７００，３０７ 継 承 事 業 長 期 借 入 金 ４，５００，０００，０００
立 替 金 １６０，４５１ 賞 与 引 当 金 １１，３０８，６２７
商 品 ２，４３８，５９５ 固 定 負 債 ２１２，７７７，７５２
貯 蔵 品 ５２，０４８ 売 買支援事業 長 期 借 入 金 ２２，８９３，３３５
貸 倒 引 当 金 △ ２，５６３，５０１ 就 農支援資金 長 期 借 入 金 ３７，５５６，０００

固 定 資 産 ８，４１０，３１４，３７９ 大規模リース団地整備支援対策事業長期借入金 １１９，４１８，５１２
基 本 財 産 ７０，０００，０００ 就農支援資金貸付金利息預り金 ５２６，１８７

令和６年３月３１日現在 （単位 円）

別紙３

貸 借 対 照 表
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特 定 資 産 ８，２３４，０４１，７５８ 就農支援資金貸付金違約金預り金 １，８７１，９２６
そ の 他 固 定 資 産 １０６，２７２，６２１ 退 職 給 付 引 当 金 ２８，０２７，３７２

リ ー ス 債 務 ２，４８４，４２０
（負 債 合 計） ６，５２１，６２３，３３４
一 般 正 味 財 産 １，３１３，４７７，８４３
指 定 正 味 財 産 ９２０，０５１，９２４
（正 味 財 産 合 計） ２，２３３，５２９，７６７

合 計 ８，７５５，１５３，１０１ 合 計 ８，７５５，１５３，１０１



（ 247 ）

報
第
三
十
号

一
般
財
団
法
人
大
分
県
主
要
農
作
物
改
善
協
会
の
経
営
状
況
を
説
明
す
る
書
類
の
提
出
に
つ

い
て

地
方
自
治
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
六
十
七
号
）
第
二
百
四
十
三
条
の
三
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
、
一

般
財
団
法
人
大
分
県
主
要
農
作
物
改
善
協
会
の
事
業
の
経
営
状
況
を
説
明
す
る
書
類
を
次
の
と
お
り
提
出
す

る
。

令
和
六
年
九
月
四
日
提
出

大
分
県
知
事

佐

藤

樹

一

郎

一

令
和
六
年
度
事
業
計
画
書

別
紙
一

二

令
和
五
年
度
事
業
実
績
調
書

別
紙
二

三

貸
借
対
照
表

別
紙
三



（ 248 ）

別紙１

令 和 ６ 年 度 事 業 計 画 書

１ 事業計画
⑴ 種子対策事業

県の採種計画に基づいて、稲・麦・大豆・飼料用米の種子の確保及び供給に関する活動を実施し、需要に即した数量の優良な種
子の確保を目指す。特に、なつほのか等の新品種は、作付推進と連動した種子生産を行う。また、備蓄種子の有効活用を図り、生
産者に対して安定的な供給を行うとともに、種子更新率の向上を図るため、啓発活動を実施する。

⑵ 品質改善対策事業
遺伝的に純粋であり、かつ、病害虫や異物の混入のない種子の確保のための活動を実施する。具体的には、ほ場審査や下見会等
を通じた栽培管理・調製管理に関する指導、円滑な種子の調製を実施するための広域種子センター利用調整会議の開催、搬出入に
関する連絡調整、異品種混入防止用材料の提供等を行う。
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収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
事 業 収 益 ６５，０６０ 事 業 費 ７６，３５０
受 取 補 助 金 等 ２００ 管 理 費 ７，１５１
受 取 寄 附 金 ２５０
雑 収 益 ２

経 常 収 益 計 ６５，５１２ 経 常 費 用 計 ８３，５０１
当 期 経 常 増 減 額 △ １７，９８９

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
当期一般正味 財 産 増 減 額 △ １７，９８９

合 計 ６５，５１２ 合 計 ６５，５１２

収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

当期指定正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ０ 合 計 ０

２ 令和６年度予算書
⑴ 一般正味財産増減の部 （単位 千円）

⑵ 指定正味財産増減の部 （単位 千円）
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別紙２

令 和 ５ 年 度 事 業 実 績 調 書

１ 事業実績
⑴ 種子対策事業

令和５年産種子の確保実績及び令和５年度における種子の供給実績
ア 稲 種 子
採種計画４９２，５００㎏に対し、確保数量は４８８，３８０㎏（計画対比９９．２％）であった。また、供給量は、備蓄種子・県外産種子を含
めて４８９，１００㎏であり、うち４６３，１２０㎏を県内生産者に供給した。
イ 麦 種 子
採種計画２３５，０００㎏に対し、確保数量は２７１，３３０㎏（計画対比１１５．５％）であった。また、供給量は、備蓄種子・転用種子・県
外産種子を含めて２６３，１１５㎏であり、うち２３６，１３０㎏を県内生産者に供給した。
ウ 大 豆 種 子
採種計画４７，１００㎏に対し、確保数量は４９，０８０㎏（計画対比１０４．２％）であった。また、供給量は、転用種子を含めて４５，０００㎏
であり、全量を県内生産者に供給した。
エ 飼料用米種子
採種計画７２，０００㎏に対し、確保数量は４９，３００㎏（計画対比６８．５％）であった。また、供給量は、備蓄種子・県外産種子を含め
て４３，３８０㎏であり、うち４０，９００㎏を県内生産者に供給した。

⑵ 品質改善対策事業
生産においては、ほ場審査で栽培管理や病害虫対策を指導し、収穫される種子については収穫機や乾燥機の清掃徹底を周知する
とともに、利用調整会議や下見会で品質の確認や搬送用ワンウェイフレコン（新品の搬送用容器）の活用による異品種混入防止の
周知徹底に努めた。

⑶ 種苗法の一部改正に伴う対策
「種苗法に基づく表示」に関して自家増殖等の遵守事項の表示を徹底して、許諾契約に基づく登録品種への対応と周知を行った。
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収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
事 業 収 益 ６６，７５６，４２０ 事 業 費 ６３，５４１，８６７
受 取 補 助 金 等 ２００，０００ 管 理 費 ６，５３４，８３２
受 取 寄 附 金 ２５０，０００
雑 収 益 １，５９１

経 常 収 益 計 ６７，２０８，０１１ 経 常 費 用 計 ７０，０７６，６９９
当 期 経 常 増 減 額 △ ２，８６８，６８８

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
当期一般正味 財 産 増 減 額 △ ２，８６８，６８８

合 計 ６７，２０８，０１１ 合 計 ６７，２０８，０１１

収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

当期指定正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ０ 合 計 ０

２ 令和５年度正味財産増減計算書（決算書）
⑴ 一般正味財産増減の部 （単位 円）

⑵ 指定正味財産増減の部 （単位 円）
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資 産 の 部 負 債 及 び 正 味 財 産 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 ３７，０５３，４５４ 流 動 負 債 ６，６５１，１７４
現 金 預 金 ２９，０４７，２３４ 未 払 金 ６，６５１，１７４
未 収 入 金 ８，００６，２２０ 固 定 負 債 １，４０７，５３６

固 定 資 産 １２９，７９２，６４４ 特 定 目 的 積 立 未 払 金 １，４０７，５３６
基 本 財 産 ２０，０００，０００ （負 債 合 計） ８，０５８，７１０
特 定 資 産 １０９，７９２，６４４ 一 般 正 味 財 産 １５８，７８７，３８８

指 定 正 味 財 産 ０
（正 味 財 産 合 計） １５８，７８７，３８８

合 計 １６６，８４６，０９８ 合 計 １６６，８４６，０９８

令和６年３月３１日現在 （単位 円）

別紙３

貸 借 対 照 表
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別紙１

令 和 ６ 年 度 事 業 計 画 書

１ 事業計画
⑴ 経営支援課実施事業
ア 肉用牛経営安定対策補完事業
ア 地域において多様な系統群による改良基盤の強化を推進するため、生産者集団等が雌牛を購入し、一定期間自ら飼養する場
合、又は雌牛を購入し、農業者・公共牧場・農事組合法人を含む農業生産法人に対して一定期間貸し付けた場合、１頭当たり
６０，０００円（要件によっては９０，０００円）以内を補助する。
イ 農家の高齢化等に対応し、肉用牛生産の労働負担の軽減を図るため、ヘルパー利用組合が実施する肉用牛ヘルパー活動の組
織化、要員確保、傷病時等の際のヘルパー利用に係る互助制度の推進等の活動支援を実施するとともに、本事業を円滑に実施
するための会議の開催、実態調査及び推進指導を行う。

イ 畜産特別資金等推進指導事業
畜産経営体が抱えている営農負債を長期低利の資金に借り換えることにより、畜産経営体の経営安定を図る。新規の資金借入
希望者への計画書の作成指導や既借受者に対する計画達成指導を実施するとともに、借受者に対して重点指導を実施する。ま
た、融資機関のスキルアップを図るための研修会を開催する。
ウ 家畜防疫・衛生指導対策事業
家畜伝染病等の発生時に備えた防疫演習・防疫対策の取組啓発等を行うとともに、地域防疫体制の整備・定着を図る。また、
農場ＨＡＣＣＰ認証に向けた構築指導や認証後のフォローアップを行うとともに農場ＨＡＣＣＰ認証取組促進の周知活動を行い
農場ＨＡＣＣＰ認証制度の構築、強化・維持及び普及を図る。
エ 大分県和子牛生産基盤安定化臨時支援事業
県内農業者及び農業者の組織する集団に対して、肉用牛の生産基盤の強化のため、高齢の繁殖雌牛等から優良な若い繁殖雌牛
に更新する場合に１頭当たり５０，０００円以内を補助する。
オ 畜産コンサルタント委託事業
畜産経営の安定を図り、飼養規模の維持・拡大を推進するために、会員及び振興局から依頼のあった肉用牛経営者及び酪農経
営者を対象に、経営診断による経営改善指導、経営管理指導及び報告書作成を行う。
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カ 貸付事業指導等事業
公益財団法人畜産近代化リース協会の機械施設借受者に対して、機械施設の保管状況の確認、管理状況の調査及び適正な利用
についての指導を実施する。また、農業協同組合や畜産経営体に対して、新規利用推進を実施する。
キ 公庫資金活用推進事業（課題解決サポート事業）
畜産コンサルタントと連携を取り、公庫資金借入希望者の相談対応、計画書の作成支援、資金借入後の改善支援及び経営状況
の把握を行う。
ク 畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（全国推進事業・機械導入事業・優良繁殖雌牛更新加速化事業）
ア 畜産クラスターに係る取組を全国で推進するために必要な情報として、県内の先進的な経営体を対象に経営調査を行う。ま
た、畜産クラスター事業を活用して機械導入や施設整備又はその両方を実施した畜産経営体を対象に畜産クラスター事業導入
前後の経営内容に係る調査を実施し、事業の効果を検証する。
イ 地域を支える畜産農家の支援として、各畜産クラスター協議会の策定したクラスター計画に基づき収益性の向上を図るため
に、畜産経営の支援を行う。
ウ 肉用牛の生産基盤の強化を図るため、クラスター計画に基づき高齢の繁殖雌牛から増体や肉質に優れた若い繁殖雌牛への更
新を支援する。

ケ 酪農緊急パワーアップ事業（酪農労働力省力化対策事業）
酪農家における労働負担軽減・省力化及び飼養管理技術の高度化に資する機械装置の導入並びに当該機械装置と一体的な施設
整備を支援するとともに、搾乳などに関する作業を複数経営の協業化等により集中管理し、外部化するモデル的な取組を支援す
る。
コ 畜産経営体生産性向上対策事業（ＩＣＴ化等機械装置等導入事業）
酪農・肉用牛経営の生産基盤強化に資するため、酪農・肉用牛経営におけるＩＣＴ等の新技術を活用した省力化機器の導入を
支援することにより、過重となっている労働時間の削減を加速化し、計画的に生産性の向上を推進する。
サ 畜産物輸出対応生産円滑化緊急対策事業
県内畜産生産者に対して、輸出に関する理解醸成や意識向上を図るために普及啓発資料を配布する。

シ 畜産コンサルタント総合育成強化事業（県協会単独事業）
経営面・技術面に関する分析を行う技術を身に付け、畜産農家に対して的確な支援・助言指導を行うため、研修プログラムを
作成し、関係機関の指導者及び協会職員の技術の取得及び向上を図るための研修会等を開催する。
ス 畜産共進会及び畜産フェスタ開催事業
大分県農林水産祭の一環行事として、大分市・別府市・豊後大野市で開催される第８５回大分県畜産共進会を支援する。また、
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県産畜産物の消費拡大及び認知度向上を図るため、畜産フェスタを１０月に別府市で開催する。
セ 種豚登録業務
大分県養豚協会から業務委託を受け、一般社団法人日本養豚協会の規程に基づき種豚の改良増殖を推進するとともに、養豚経
営体の生産基盤強化を図るために登録業務を実施する。

⑵ 価格安定課実施事業
ア 肉用子牛生産者補給金制度
肉用子牛価格の異常低落時に経営に与える影響を緩和して肉用子牛生産の安定を図るため、肉用子牛生産安定等特別措置法に
基づき、品種ごとに平均売買価格が保証基準価格及び合理化目標価格を下回った場合に、生産者に対し生産者補給金を交付する
（個体登録見込頭数１４，０００頭）。
イ 肉用牛肥育経営安定交付金制度委託事業
独立行政法人農畜産業振興機構が実施する肉用牛肥育経営安定交付金制度において、生産者積立金の管理や交付金の交付事務
等を行い、肥育経営の安定を図る（契約見込頭数１３，９５０頭）。
ウ 大分県肉豚価格安定対策事業
独立行政法人農畜産業振興機構が実施する肉豚経営安定交付金制度において、県内の肉豚生産者が積み立てる生産者負担金の
一部を補助する事業を実施する。
エ 優良和子牛生産推進緊急支援事業
市場等で取引される和子牛の平均価格が発動基準価格を下回った場合に、飼養管理向上のための取組を行う和子牛生産者に対
して、奨励金を交付する。

⑶ 家畜衛生課実施事業
ア 家畜生産農場衛生対策事業
ヨーネ病・牛伝染性リンパ腫・牛ウイルス性下痢の清浄化を推進するとともに、吸血昆虫媒介疾病の発生・流行を防止するた
めの組織的なワクチン接種を推進し、また、生産者自らが飼養衛生管理の向上に取り組むための支援を行い、生産農場の防疫面
の向上に資する。
イ 牛疾病検査円滑化推進対策事業
死亡牛の円滑な収集・輸送及び適正な処理を促進することにより、ＢＳＥ検査の円滑な実施、良好な家畜衛生及び環境の維持
を図り、もって畜産の健全な発展に資する。
ウ 獣医療提供体制整備推進総合対策事業
産業動物診療や家畜防疫体制を強化・維持するため、本県での就業を希望する獣医系学生に対する修学資金の給付を行う。
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エ 家畜防疫互助基金支援事業
てい

豚熱、口蹄疫等の特定家畜伝染病が発生した場合に、生産者等が飼養する豚・牛の処分に伴う損失を生産者などが互助補償す
るための仕組みについて、関係団体等との連携により支援するとともに事業内容等の周知徹底に努める。
オ 自衛防疫強化総合対策事業
推進会議の開催、豚・鶏の基礎頭羽数の調査及び広報活動事業を通じて、今後の大分県家畜衛生事業の発展に努める。

カ 死亡牛適正処理促進事業
死亡牛の適正な保管・処理を推進するとともに、ＢＳＥ検査の円滑な実施を図るため、死亡牛の一時冷蔵保管施設の有効活用
を行う。
キ 馬飼養衛生管理特別対策事業
競走馬以外の馬（乗用馬等）の飼養衛生管理体制の総合的な整備を図るため、県馬飼養衛生管理体制整備委員会及び馬飼養衛
生管理技術地方講習会を開催し、並びに地域馬獣医療実態調査を実施し、多様な飼養目的・飼養形態下にある馬飼養衛生の向上
に資する。
ク 馬伝染性疾病防疫推進対策事業
地域における自主防疫活動の強化を図るため、競走馬以外の馬（乗用馬等）に対する馬インフルエンザのワクチン接種の推進
及び馬飼養衛生状況等の知識の普及啓発等の取組を行う。
ケ 野生獣衛生対策促進事業

ぱ

野生獣による伝染病の伝播拡散を防止するため、中山間地域における野生獣の衛生実態調査を行い、家畜衛生関係者を中心と
した畜産分野の情報発信体制を地域に構築・整備する。
コ 牛せき柱適正管理等推進事業
化製業者と牛脊柱以外分別供給契約を締結した上で、牛脊柱を適正に管理し、適正管理の確認や作業者に対する指導・監督等
を行う責任者を設置するとともに、自ら研修会を実施した食肉事業者に対して交付される促進費の交付事務に関する手続を行う
（事業対象食肉業者１社）。
サ 特定疾病予防推進事業
牛五種混合、イバラキ病、牛異常産四種混合、牛ヘモフィルス、牛流行熱・イバラキ病混合及びＮＤ・ＮＤＩＢのワクチン接
種を実施し、家畜の損耗防止及び疾病の発生・流行防止に努める。
シ 種畜精液保管譲渡推進事業（県協会単独事業）
大分県肉用牛振興の基本方針に基づき、豊後牛の生産基盤及び銘柄の確立のため、地域の実情に応じ精液の保管・譲渡を実施
する。
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ス 高能力雌牛保留促進事業（ゲノム育種価検査）
繁殖農家等がゲノム育種価評価の手法を活用し、能力が一定以上ある高能力雌牛を選抜保留するため、雌子牛のゲノム育種価
検査を実施する。

⑷ 管理課実施事業
畜産経営技術指導事業（地域畜産支援指導等体制強化）
ア 畜産農家の経営支援や畜産の担い手支援を行うことで、地域畜産の活性化及び安全な畜産物の安定的な供給を促進する。
イ 県産畜産物を使った食育活動や消費拡大のための広報活動により、県産畜産物に対する理解醸成を図る。
ウ 地方競馬において、畜産の普及啓発のため冠競走へ県産畜産物を副賞として授与するとともに、酪農家支援に向けてイベン
トを実施し、県産乳製品の消費拡大を図る。
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収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
特 定 資 産 運 用 益 １，８６０ 事 業 費 ３４７，２３２
受 取 会 費 ４，０８６ 補 助 金 負 担 分 ３０１，９１７
事 業 収 益 １６，４３７ 自 己 負 担 分 ４５，３１５
受 取 補 助 金 １９７，１７４ 雑 費 １，５００
受 取 受 託 金 ２５，８５４
受 取 種 豚 登 録 事 業 １５５
そ の 他 受 取 事 業 ９４，９８８
受 取 事 務 委 託 収 入 １，１００
雑 収 益 ２，６６０

経 常 収 益 計 ３４４，３１４ 経 常 費 用 計 ３４８，７３２
当 期 経 常 増 減 額 △ ４，４１８

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
当期一般正味 財 産 増 減 額 △ ４，４１８

合 計 ３４４，３１４ 合 計 ３４４，３１４

２ 令和６年度予算書
⑴ 公益目的事業会計

ア 一般正味財産増減の部 （単位 千円）

イ 指定正味財産増減の部 （単位 千円）
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収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

当期指定正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ０ 合 計 ０

収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
基 本 財 産 運 用 益 ３，７１０ 管 理 費 ４，２０７
特 定 資 産 運 用 益 １，８０１ 人 件 費 ２，１５７
受 取 会 費 ２，７２４ 会 議 費 １３６
雑 収 益 ４１１ 事 務 費 ６６６

そ の 他 １，２４８
経 常 収 益 計 ８，６４６ 経 常 費 用 計 ４，２０７

当 期 経 常 増 減 額 ４，４３９
経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
当期一般正味 財 産 増 減 額 ４，４３９

⑵ 法人会計
ア 一般正味財産増減の部 （単位 千円）
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合 計 ８，６４６ 合 計 ８，６４６

収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

当期指定正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ０ 合 計 ０

イ 指定正味財産増減の部 （単位 千円）
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別紙２

令 和 ５ 年 度 事 業 実 績 調 書

１ 事業実績
⑴ 経営支援課実施事業
ア 肉用牛経営安定対策補完事業
ア 本県肉用牛の増頭を促進することを目的として、地域の中核的担い手が計画的に優良な繁殖雌牛を増頭した場合、増頭実績
に応じて１頭当たり８０，０００円（要件によって１００，０００円）を補助した（３３頭に３，１８０，０００円の補助金交付）。
イ 地域において多様な系統群による改良基盤の強化を推進するため、生産者集団等が雌牛を購入し、肉用牛経営に対し一定期
間貸し付けた場合、１頭当たり６０，０００円（要件によって９０，０００円）を補助した（７頭に５４０，０００円の補助金交付）。
ウ 生産者集団等が維持・増頭を図るために繁殖雌牛を購入し、一定期間自ら飼養し、又は生産者に貸し付けた場合、１頭当た
り５０，０００円を補助した（９頭に４５０，０００円の補助金交付）。
エ 担い手の高齢化等に対応し、肉用牛生産の労働負担の軽減を図るため、ヘルパー利用組合が実施する肉用牛ヘルパー活動の
組織化、要員確保、傷病時等の際のヘルパー利用に係る互助制度の推進等の活動支援を実施するとともに、各肉用牛ヘルパー
利用料金の３分の１（定休型）～２分の１以内を補助した（ヘルパー組織４組織に３，４１９，４０４円の補助金交付）。
オ 地域における肉用子牛の早期出荷を図るため、要件を満たした代用乳を購入し強化哺乳技術の活用等の取組を実施する肉用
子牛生産者に対して、出荷した子牛１頭当たり６，０００円を補助した（３７４頭に２，２４４，０００円の補助金交付）。

イ 畜産特別資金等推進指導事業
畜産経営体が抱えている営農負債を長期低利の資金に借り換えることにより畜産経営体の経営安定を図るため、借受者に対す
る計画達成指導及び見直し計画の作成支援を実施し、関係者を中心に指導体制の強化を図るための研修会を開催した。
ウ 家畜防疫・衛生指導対策事業
家畜伝染病等の発生時に備えた防疫演習・防疫対策の取組啓発等を行うとともに、地域防疫体制の整備・定着を図った。ま
た、農場ＨＡＣＣＰ認証に向けた構築指導や認証後のフォローアップを行うとともに農場ＨＡＣＣＰ認証取組促進の周知活動を
行い農場ＨＡＣＣＰ認証制度の構築、強化・維持及び普及を図った。
エ 畜産経営技術指導事業
畜産農家の経営支援や畜産の担い手支援を行うことで、地域畜産の活性化及び安全な畜産物の安定的な供給に向けた事業を
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行った。また、県産畜産物を使った食育活動や消費拡大のための広報活動により、県産畜産物に対する理解を図った。
オ 畜産コンサルタント委託事業
畜産経営の安定を図り、飼養規模の維持・拡大を推進するために、会員及び振興局から依頼のあった肉用牛経営者（２０戸）、
酪農経営者（２戸）を対象に、経営診断による経営改善指導、経営管理指導及び報告書作成を行った。
カ 肉用牛担い手確保総合対策事業（畜産インターンシップ対策）
本県への肉用牛経営の新規参入促進を図るため、新規就農希望者を対象とした先進農家４戸での現地研修並びに新規就農者を
対象とした削蹄研修及び経営計画作成研修を実施した。
キ 貸付事業指導等事業
公益財団法人畜産近代化リース協会の機械施設借受者に対して、機械施設の保管状況の確認、管理状況の調査及び適正な利用
についての指導を実施した（調査指導戸数１１戸、調査台数１４台）。また、各農業協同組合に対して本事業の説明をするととも
に、新規利用推進を図った。
ク 畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（全国推進事業・機械導入事業・生産基盤拡大加速化事業）
ア 畜産クラスターに係る取組を全国で推進するために必要な情報を収集するため、県内の先進的な経営体等を対象に経営調査
を行った（肉用牛１０戸）。また、畜産クラスター事業を活用して機械を導入した畜産経営体等を対象に畜産クラスター事業導
入前後の経営内容に係る調査を実施し、事業の効果を検証した（肉用牛１戸）。
イ 地域を支える畜産農家の支援として、各畜産クラスター協議会が策定したクラスター計画に基づき収益性の向上を図るため
に、畜産経営の支援を行った。
ウ 輸出の拡大に向けて和牛の増産を推進し各畜産クラスター協議会の構成員が取り組む繁殖雌牛の増頭を支援するため、１頭
当たり１７５，０００円（要件によって２４６，０００円）を補助した（３６０頭に７８，８３３千円の補助金交付）。

ケ 酪農緊急パワーアップ事業（酪農労働省力化対策事業）
酪農家における労働負担軽減・省力化及び飼養管理技術の高度化に資する機械装置の導入並びに当該機械装置と一体的な施設
整備を支援するため、大分県酪農業協同組合及び酪農家に対し事業の普及推進を行った。
コ 畜産経営体生産性向上対策事業（ＩＣＴ等機械装置等導入事業）
酪農・肉用牛経営におけるＩＣＴ等の新技術を活用した省力化機器の導入を支援することにより、過重となっている労働時間
の削減及び計画的な生産性向上を支援するため、事業の普及推進を行った。
サ 畜産物輸出対応生産円滑化緊急対策事業
県内畜産生産者に対して、肉用牛の輸出に関する理解醸成や意識向上を図るために普及啓発資料を配布した。

シ 畜産共進会及び畜産フェスタ開催事業
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新型コロナウイルス感染症による移動制限の緩和に伴い、１０月に第８４回大分県畜産共進会に係る肉牛の部を豊後大野市で、肉
用牛の部を別府市で、乳用牛の部を大分市で開催した。また、１０月に別府市で開催された大分県農林水産祭において畜産フェス
タを開催し、一般消費者を対象にした県産畜産物の展示販売により、畜産に関する理解醸成及び県産畜産物の消費拡大の推進に
取り組んだ。
ス 種豚登録業務
大分県養豚協会から業務委託を受け、一般社団法人日本養豚協会の規程に基づき種豚の改良増殖を推進するとともに、養豚経
営体の生産基盤強化を図るために登録業務を実施した。

⑵ 価格安定課実施事業
ア 肉用子牛生産者補給金制度
令和５年１月～令和５年１２月の間において、黒毛和種、その他の肉専用種及び乳用種の品種で平均売買価格が保証基準価格を
下回ったため生産者補給金を交付した（交付対象頭数５，９７８頭、交付金額１９７，８７５，３００円）。なお、褐毛和種及び交雑種について
は発動はなかった（個体登録頭数１３，８３９頭）。
イ 肉用牛肥育経営安定交付金制度委託事業
独立行政法人農畜産業振興機構が実施する肉用牛肥育経営安定交付金制度において、生産者積立金の管理や交付金の交付事務
等を行い、肥育経営の安定を図った（交付実績１２，６５４頭、７２６，６８７，１６１円）。
ウ 大分県肉豚価格安定対策事業
独立行政法人農畜産業振興機構が実施する肉豚経営安定交付金制度において、県内の肉豚生産者が積み立てる生産者負担金の
一部を補助する事業を実施した。
エ 和子牛生産者臨時経営支援事業
市場等で取引される和子牛の平均売買価格が発動基準価格を下回った場合に、和子牛生産者に対し、販売頭数に応じて平均売
買価格と発動基準価格の差額の４分の３を交付した（交付実績７，５１０頭、２７７，５９９，８００円）。
オ 大分県和子牛生産基盤安定化臨時支援事業
肉用子牛生産者補給金制度の全国平均価格が保証基準価格を下回り、かつ、和子牛生産者臨時経営支援事業の九州・沖縄ブ
ロック平均価格が全国平均価格を下回った場合に、販売頭数に応じて差額の４分の１の支援金を交付した（交付実績４，９１７頭、
２５，３７０，５００円）。

⑶ 家畜衛生課実施事業
ア 家畜生産農場衛生対策事業
ヨーネ病、牛伝染性リンパ腫、牛ウイルス性下痢の清浄化を推進するとともに、吸血昆虫媒介疾病の発生・流行を防止するた
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めの組織的なワクチン接種を推進した。また、生産者自らが飼養衛生管理の向上に取り組むための支援を行い、生産農場の防疫
面の向上に取り組んだ。
イ 牛疾病検査円滑化推進対策事業
死亡牛の円滑な収集・輸送及び適正な処理を促進することにより、ＢＳＥ検査の円滑な実施、良好な家畜衛生及び環境の維持
を図った。
ウ 獣医療提供体制整備推進総合対策事業
産業動物診療や家畜防疫体制を強化・維持するため、本県での就業を希望する獣医系学生（１０名）に対する修学資金の貸与を
行った。
エ 家畜防疫互助基金支援事業
豚熱、口蹄疫等の特定家畜伝染病が発生した場合に、生産者等が飼養する豚・牛の処分に伴う損失を生産者などが互助補償す
るための仕組みについて、生産者が行う積立てを支援することにより畜産経営の安定的発展に努めた。
オ 自衛防疫強化総合対策事業
今後の大分県家畜衛生事業の発展のため、推進会議の開催、調査資料の作成及び広報活動を行った。

カ 死亡牛適正処理促進事業
死亡牛の適正な保管・処理を推進するとともに、ＢＳＥ検査の円滑な実施を図るため、死亡牛の一時冷蔵保管施設の有効活用
を行った。
キ 馬飼養衛生管理特別対策事業
競走馬以外の馬（乗用馬等）の飼養衛生管理体制の総合的な整備を図るため、地域馬飼養衛生管理体制整備委員会及び馬飼養
衛生管理技術地方講習会を開催し、並びに地域馬獣医療実態調査（３４戸）を実施し、多様な飼養目的・飼養形態下にある馬飼養
衛生の向上に取り組んだ。
ク 馬伝染性疾病防疫推進対策事業
地域における自主防疫活動の強化を図るため、競走馬以外の馬（乗用馬等）に対する馬インフルエンザのワクチン接種の推進
及び馬飼養衛生状況等の知識の普及啓発等の取組を行った（馬インフルエンザのワクチン接種頭数４０頭）。
ケ 野生獣衛生対策促進事業
野生獣による伝染病の伝播拡散を防止するため、中山間地域における野生獣の衛生実態調査（イノシシ７４頭、シカ２６頭）を行
い、家畜衛生関係者を中心とした畜産分野の情報発信体制を地域に構築・整備した。
コ 牛せき柱適正管理等推進事業
化製業者と牛脊柱以外分別供給契約を締結した上で、牛脊柱を適正に管理し、適正管理の確認や作業者に対する指導・監督等
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を行う責任者を設置するとともに、自ら研修会を実施した食肉事業者に対して交付される促進費の交付事務に関する手続を行っ
た（事業対象食肉業者１社）。
サ 特定疾病予防接種推進事業
牛五種混合、イバラキ病、牛流行熱・イバラキ病混合、牛異常産四種混合、牛ヘモフィルス及びＮＤ・ＮＤＩＢのワクチン接
種を実施し、家畜の損耗防止及び疾病の発生・流行防止に努めた。
シ 種畜精液保管譲渡推進事業
大分県肉用牛振興の基本方針に基づき、豊後牛の生産基盤及び銘柄の確立のため、地域の実情に応じ大分県肉用牛改良方針に
沿った精液の保管譲渡を実施した（譲渡本数１１，５５０本）。
ス 高能力雌牛保留促進事業（ゲノム育種価検査）
繁殖農家等がゲノム育種価評価の手法を活用し、能力が一定以上ある高能力雌牛を選抜保留するため、雌子牛のゲノム育種価
検査を実施した（検査頭数３４４頭）。
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収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
特 定 資 産 運 用 益 １，８６０，３５８ 事 業 費 ５６０，９５４，４７４
受 取 会 費 ４，０８６，０００ 補 助 金 負 担 分 ５２１，６１５，０２６
事 業 収 益 １６，４８７，０２０ 自 己 負 担 分 ３９，３３９，４４８
受 取 補 助 金 ４２０，０２８，８７８ 雑 費 １，７１５，５６０
受 取 受 託 金 ２５，１１８，８５８ 支 払 返 戻 金 ６８４，８５１
受 取 種 豚 登 録 事 業 １２８，１５０
そ の 他 受 取 事 業 ９４，６０５，８３４
受 取 事 務 委 託 収 入 ８５３，０５４
雑 収 益 ４，８６９，６８２

経 常 収 益 計 ５６８，０３７，８３４ 経 常 費 用 計 ５６３，３５４，８８５
当 期 経 常 増 減 額 ４，６８２，９４９

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
受 取 補 助 金 返 還 金 ３，６００，０００

じゅう

什 器 備 品 除 却 損 １５
支 払 補 助 金 返 還 金 ３，６００，０００

経 常 外 収 益 計 ３，６００，０００ 経 常 外 費 用 計 ３，６００，０１５
当 期 経 常 外 増 減 額 △ １５
当期一般正味 財 産 増 減 額 ４，６８２，９３４

２ 令和５年度正味財産増減計算書（決算書）
⑴ 公益目的事業会計

ア 一般正味財産増減の部 （単位 円）
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合 計 ５７１，６３７，８３４ 合 計 ５７１，６３７，８３４

収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

当期指定正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ０ 合 計 ０

収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
基 本 財 産 運 用 益 ３，７１０，０００ 管 理 費 ４，９７４，７００
特 定 資 産 運 用 益 １，８００，５７１ 人 件 費 ２，２４３，４１７
受 取 会 費 ２，７２４，０００ 会 議 費 ２８６，８０４
雑 収 益 ４２０，９３０ 事 務 費 ９８５，５３２

そ の 他 １，４５８，９４７
経 常 収 益 計 ８，６５５，５０１ 経 常 費 用 計 ４，９７４，７００

当 期 経 常 増 減 額 ３，６８０，８０１
経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

イ 指定正味財産増減の部 （単位 円）

⑵ 法人会計
ア 一般正味財産増減の部 （単位 円）
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当 期 経 常 外 増 減 額 ０
当期一般正味 財 産 増 減 額 ３，６８０，８０１

合 計 ８，６５５，５０１ 合 計 ８，６５５，５０１

収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

当期指定正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ０ 合 計 ０

イ 指定正味財産増減の部 （単位 円）
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資 産 の 部 負 債 及 び 正 味 財 産 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 １５７，８７５，１７７ 流 動 負 債 ３３，８８１，９３３
普 通 預 金 ９６，５４５，９６７ 未 払 金 ２１，１６４，０２０
定 期 預 金 ４，６３９，１２７ 預 り 金 ７，０９４，６１６
未 収 金 ５４，９９７，５４６ 仮 受 金 １，１７１，２５２
棚 卸 資 産 １，６９２，５３７ 賞 与 引 当 金 ３，６０８，５４５

固 定 資 産 １，４８５，９５０，４５８ 未 払 消 費 税 ８４３，５００
基 本 財 産 資 産 ２１７，６３４，８０８ 固 定 負 債 １，２２６，２００，４４０
退 職 給 付 引 当 資 産 ３３，９７３，０００ 業 務 運 営 基 金 ２９０，２４０，０００
減 価 償 却 引 当 資 産 １３，４０４，７５０ 肥 育 安 定 基 金 ２７８，２１７，２３６
生 産 者 積 立 資 産 １３５，５９８，２７２ 生 産 者 積 立 金 １３５，５９８，２７２
生 産 者 積 立 準 備 資 産 １７２，１７７，９１４ 生 産 者 積 立 準 備 金 １７２，１７７，９１４
特 別 の 積 立 資 産 ５０，４７６，７９０ 特 別 の 積 立 金 ５０，４７６，７９０
償 還 円 滑 化 積 立 資 産 ５８，３６２，０６９ 償 還 円 滑 化 積 立 金 ５８，３６２，０６９
肉豚価格差補てん準備資産 １０９，０７９，７１１ 肉 豚価格差補 て ん 準 備 金 １０９，０７９，７１１
業 務 運 営 基 金 資 産 ２９０，２４０，０００ 肥 育 積 立 準 備 金 ６０，８５１，８４９
緊急防疫対策等特別基金預金 ３０，７５０，０００ 退 職 給 付 引 当 金 ３３，９７３，０００

令和６年３月３１日現在 （単位 円）

別紙３

貸 借 対 照 表



（ 271 ）

事 故 積 立 預 金 １，９８２，５９９ 緊 急防疫対策 等 特 別 基 金 ３０，７５０，０００
事 故 手 当 積 立 資 産 ４，４９１，０００ 事 故 積 立 金 １，９８２，５９９
肥 育 安 定 基 金 資 産 ２７７，５０６，２９６ 事 故 手 当 積 立 金 ４，４９１，０００
肥 育 積 立 準 備 資 産 ６０，８５１，８４９ （負 債 合 計） １，２６０，０８２，３７３
畜 産デジタル 化 準 備 資 産 ７，５００，０００ 一 般 正 味 財 産 ３８３，７４３，２６２
全 国畜産共進 会 準 備 資 金 ２，０００，０００ 指 定 正 味 財 産 ０
什 器 備 品 ５，３６９，８００ （正 味 財 産 合 計） ３８３，７４３，２６２
ソ フ ト ウ ェ ア ２０，７２６，３５０
投 資 有 価 証 券 ６３０，０００
長 期 預 け 金 ６，６００，０００
什 器備品減価 償 却 累 計 額 △ １，３９８，０３８
ソフトウェア減価償却累計額 △ １２，００６，７１２

合 計 １，６４３，８２５，６３５ 合 計 １，６４３，８２５，６３５
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別紙１

令 和 ６ 年 度 事 業 計 画 書

１ 事業計画
⑴ 林業労働者確保対策事業

森林整備法人（林業労働者を常用雇用し、機械化林業を実施する林業事業体であって、森林ネットおおいたが認定したものをい
う。以下同じ。）に対し、林業労働者の社会保険料等の事業主負担に対する助成を行う。

⑵ 林業担い手対策事業
認定事業体（「林業労働力の確保の促進に関する法律」の規定により認定を受けた事業体をいう。以下同じ。）に対し、次の経
費に係る助成を行う。
ア 林業労働者の労働災害補償保険上乗せ保険料
イ 若年新規労働者の雇用経費
ウ 林業労働者の林業退職金共済掛金
エ 職員の中小企業退職金共済掛金

⑶ 林業労働力確保支援センター事業
林業事業体の指導及び新規参入普及啓発等を行う。

⑷ 林業経営基盤強化対策事業
林業事業体等を対象に、先進的な作業システム及び高性能林業機械に係る研修を実施する。

⑸ 林業機械導入推進事業
機械化林業への理解を得るため、林業関係者等に対する調査研究及び普及啓発並びに高性能林業機械の短期貸付けを行う。

⑹ 林業雇用改善事業
林業労働者の雇用改善を促進するため、林業事業体に対する相談指導、研修等を実施する。

⑺ 林業に関する研修事業
ア 指定管理者として県から受託した大分県林業研修所の管理及び運営を行う。
イ 林業の現場技能者を段階的かつ体系的に育成するため、緑の雇用育成研修事業を実施する。
ウ 林業への就業希望者を対象とした１年間のおおいた林業アカデミー研修を実施するとともに、研修生に対し就業準備金の給付
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を行う。
⑻ 森林整備事業
ア 県営林の管理を県から受託し、間伐等の保育事業及び作業道の開設等を実施する。
イ 県営林における間伐材の売払処分を行う。

⑼ 緑化推進事業
ア 緑化基金の運用益を活用し、緑化に関する普及啓発を実施する。
イ 緑の募金等を活用し、植樹等による緑化の推進や、緑化に関する普及啓発を主とした緑化推進事業を実施する市町村への交付
金の交付等を実施する。
ウ 地域の活動組織が実施する森林の保全管理や山村活性化の取組に対し助成を行う。

⑽ 県民の森事業
指定管理者として県から受託した大分県県民の森の管理及び運営を行う。
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収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
財 産 収 入 ７０，６５６ 林業労働力確保対策事業費 ３０，１２５
林業労働力確保対策事業収入 １５，７８９ 林 業 担 い 手 対 策 事 業 費 ２２，６５３
指 定 管 理 受 託 料 収 入 １０７，１６０ 林 業機械導入 推 進 事 業 費 ４，４００
自 主 事 業 収 入 ３，１４５ 林 業 雇 用 改 善 事 業 費 ２６０
緑 の 雇 用 研 修 事 業 収 入 １４，９００ 林業労働力確保支援センター事業費 １１，９１９
林業就業準備支援事業収入 ２９，２７１ 指 定 管 理 受 託 事 業 費 １１，６５５
県 営 林 事 業 収 入 ３２６，７７２ 緑 の 雇 用 事 業 費 ６，０００
県 民有林その 他 事 業 収 入 ６９，４３２ 林 業 ア カ デ ミ ー 事 業 費 １９，２７１
県 営林産物処 分 事 業 収 入 １３２，１３８ 県営林（県民有林）事業費 １７２，４６１
緑 化 推 進 事 業 収 入 ５，６３５ 県 営林（県営 林 ） 事 業 費 ４４，２６１
募 金 収 入 ３３，０００ 県 民 有 林 そ の 他 事 業 費 ３１，６５０
森林・山村多面的機能発揮対策事業収入 ８，４１４ 県 営 林 産 物 処 分 費 １１８，８３８
そ の 他 事 業 収 入 ２，６４１ 森 林 基 金 助 成 金 事 業 費 ２，０４０
そ の 他 収 入 １０，３９８ 緑 化 基 金 活 用 事 業 費 １，０８６

緑 の募金森林 整 備 事 業 費 １，９７０
緑 の募金緑化 推 進 事 業 費 ２１，８８３
募 金 資 材 購 入 費 １，２０６
募 金 活 動 推 進 費 ３，７９１
国 土緑化推進 機 構 交 付 金 ８５０

２ 令和６年度予算書
⑴ 公益目的事業会計
ア 一般正味財産増減の部 （単位 千円）
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山村多面的機能発揮事業交付金 ４，７７４
そ の 他 事 業 費 １，４５３
事 業 管 理 費 ３３４，３７３

経 常 収 益 計 ８２９，３５１ 経 常 費 用 計 ８４６，９１９
当 期 経 常 増 減 額 △ １７，５６８

経 常 外 収 益 ２，５００ 経 常 外 費 用 ５００
経 常 外 収 益 計 ２，５００ 経 常 外 費 用 計 ５００

当 期 経 常 外 増 減 額 ２，０００
他 会 計 振 替 額 ３４８ 当期一般正味 財 産 増 減 額 △ １５，２２０

合 計 ８３２，１９９ 合 計 ８３２，１９９

収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

当期指定正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ０ 合 計 ０

収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

イ 指定正味財産増減の部 （単位 千円）

⑵ 収益事業等会計
ア 一般正味財産増減の部 （単位 千円）



（ 277 ）

経 常 収 益 経 常 費 用
付 帯 事 業 収 入 １５，１９４ 付 帯 事 業 費 １１，７４５

事 業 管 理 費 ２，４３９
経 常 収 益 計 １５，１９４ 経 常 費 用 計 １４，１８４

当 期 経 常 増 減 額 １，０１０
経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
他 会 計 振 替 額 ３４８
法 人 税 等 １００
当 期一般正味 財 産 増 減 額 ５６２

合 計 １５，１９４ 合 計 １５，１９４

収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

当期指定正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ０ 合 計 ０

収 益 費 用

イ 指定正味財産増減の部 （単位 千円）

⑶ 法人会計
ア 一般正味財産増減の部 （単位 千円）
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科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
財 産 収 入 ４６，８２５ 管 理 費 １９，１５１
そ の 他 収 入 ８５８

経 常 収 益 計 ４７，６８３ 経 常 費 用 計 １９，１５１
当 期 経 常 増 減 額 ２８，５３２

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
当期一般正味 財 産 増 減 額 ２８，５３２

合 計 ４７，６８３ 合 計 ４７，６８３

収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

当期指定正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ０ 合 計 ０

イ 指定正味財産増減の部 （単位 千円）



（ 279 ）

別紙２

令 和 ５ 年 度 事 業 実 績 調 書

１ 事業実績

⑴ 林業労働者確保対策事業

森林整備法人に対し、社会保険料等の事業主負担に対する助成を行った。

助成対象事業体 １４ 事 業 体 総 助 成 額 ２６，７０７，０００円

⑵ 林業担い手対策事業

ア 労働災害補償保険上乗せ保険料に対する助成

民間認定事業体に対し、労働災害補償保険上乗せ保険料に対する助成を行った。

助成対象事業体 １４ 事 業 体 総 助 成 額 ２，９１２，６００円

イ 若年新規労働者の雇用経費に対する助成

認定事業体に対し、若年新規労働者の雇用経費に対する助成を行った。

助成対象事業体 １３ 事 業 体 総 助 成 額 ４，７２０，０００円

ウ 林業退職金共済掛金の助成

認定事業体に対し、作業班員の林業退職金共済掛金に対する助成を行った。

助成対象事業体 １１ 事 業 体 総 助 成 額 ７，９０６，５２０円

エ 中小企業退職金共済掛金の助成
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認定事業体に対し、職員の中小企業退職金共済掛金に対する助成を行った。

助成対象事業体 １４ 事 業 体 総 助 成 額 ４，０３４，４００円

⑶ 林業労働力確保支援センター事業

林業事業体の労働環境改善及び林業労働者の確保・育成を目的とした指導・相談を実施し、また、労働災害の発生を防止するた

め、ＶＲ等を活用した研修を実施した。

⑷ 林業経営基盤強化対策事業

林業事業体等が持続的な林業経営を確立するため、林業の作業システムの改善を図る先進的な林業機械の現地研修等を実施し

た。

⑸ 林業機械導入推進事業

高性能林業機械による機械化林業への理解を得るため、林業関係者等に対する調査研究及び普及啓発を行い、高性能林業機械の

短期貸付けを行った。

⑹ 林業雇用改善事業

林業労働者の雇用改善を促進するため、林業事業体に対する相談指導、研修等を実施した。

⑺ 林業に関する研修事業

ア 指定管理者として県から受託した大分県林業研修所の管理及び運営を行った。

イ 林業の現場技能者を段階的かつ体系的に育成する緑の雇用育成研修事業を実施した。

ウ 林業への就業希望者を対象とした１年間のおおいた林業アカデミー研修を実施するとともに、研修生に対し就業準備金の給付

を行った。

⑻ 森林整備事業

ア 県営林の管理を県から受託し、間伐等の保育事業及び作業道の開設等を実施した。

イ 市町村の相談窓口として森林環境譲与税活用支援センターを設置し、譲与税の活用や森林経営管理制度の運用に関する支援等

を行った。
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⑼ 緑化推進事業

ア 緑化基金の運用益を活用し、緑化に関する普及啓発を実施した。

イ 緑の募金等を活用し、植樹等による緑化の推進や、緑化に関する普及啓発を主とした緑化推進事業を実施する市町村への交付

金の交付等を実施した。

ウ 地域の活動組織が実施する森林の保全管理や山村活性化の取組に対し助成を行った。

⑽ 県民の森事業

指定管理者として県から受託した大分県県民の森の管理及び運営を行った。
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収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
財 産 収 入 ８３，３９７，３６３ 林業労働力確保対策事業費 ２６，７０７，０００
林業労働力確保対策事業収入 ２０，６７９，７４８ 林 業 担 い 手 対 策 事 業 費 ２０，１０１，５２０
指 定 管 理 受 託 料 収 入 １０６，０５９，１９６ 林 業機械導入 推 進 事 業 費 ３，５１７，０６８
自 主 事 業 収 入 ３，１４０，１５７ 林 業 雇 用 改 善 事 業 費 １８５，４９６
緑 の 雇 用 研 修 事 業 収 入 １４，４３４，８３５ 林業労働力確保支援センター事業費 １３，５６３，６４４
林業就業準備支援事業収入 ２９，２７１，０００ 指 定 管 理 受 託 事 業 費 １１，１３７，４１８
県 営 林 事 業 収 入 ２９２，００２，２００ 緑 の 雇 用 事 業 費 ６，２１７，８１０
県 民有林その 他 事 業 収 入 １１０，３６４，１００ 林 業 ア カ デ ミ ー 事 業 費 ２０，８０８，９２９
県 営林産物処 分 事 業 収 入 １３９，５７２，４４６ 県営林（県民有林）事業費 １７０，４８９，２６１
緑 化 推 進 事 業 収 入 ５，４８７，６１０ 県 営林（県営 林 ） 事 業 費 ４０，６７６，６１７
募 金 収 入 ２８，４３４，０８４ 県 民 有 林 そ の 他 事 業 費 ３１，１９３，２３０
森林・山村多面的機能発揮対策事業収入 ８，８６６，８６０ 県 営 林 産 物 処 分 費 １２８，８４９，６４６
そ の 他 事 業 収 入 ２，６４１，１００ 森 林 基 金 助 成 金 事 業 費 ２，０９５，０６９
そ の 他 収 入 １４，００８，７２６ 緑 化 基 金 活 用 事 業 費 ９３１，１９５

緑 の募金森林 整 備 事 業 費 １，１１８，５４６
緑 の募金緑化 推 進 事 業 費 ２１，０４４，８８７
募 金 資 材 購 入 費 １，００１，３３１
募 金 活 動 推 進 費 ２，６３９，８４２

（単位 円）

２ 令和５年度正味財産増減計算書（決算書）
⑴ 公益目的事業会計
ア 一般正味財産増減の部 （単位 円）
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国 土緑化推進 機 構 交 付 金 ７９０，０００
山村多面的機能発揮事業交付金 ５，００４，９４２
そ の 他 事 業 費 １，８７８，０４０
事 業 管 理 費 ３２７，６６２，８６３

経 常 収 益 計 ８５８，３５９，４２５ 経 常 費 用 計 ８３７，６１４，３５４
当 期 経 常 増 減 額 ２０，７４５，０７１

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
他 会 計 振 替 額 ４４，７０６ 当 期一般正味 財 産 増 減 額 ２０，７８９，７７７

合 計 ８５８，４０４，１３１ 合 計 ８５８，４０４，１３１

収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

当期指定正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ０ 合 計 ０

収 益 費 用

イ 指定正味財産増減の部 （単位 円）

⑵ 収益事業等会計
ア 一般正味財産増減の部 （単位 円）
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科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
付 帯 事 業 収 入 １６，１６４，２８０ 付 帯 事 業 費 １３，８３４，４２８
そ の 他 収 入 ６３ 事 業 管 理 費 １，８７２，９９５

経 常 収 益 計 １６，１６４，３４３ 経 常 費 用 計 １５，７０７，４２３
当 期 経 常 増 減 額 ４５６，９２０

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
他 会 計 振 替 額 ４４，７０６
法 人 税 等 １４０，５００
当 期一般正味 財 産 増 減 額 ２７１，７１４

合 計 １６，１６４，３４３ 合 計 １６，１６４，３４３

収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

当期指定正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ０ 合 計 ０

イ 指定正味財産増減の部 （単位 円）

⑶ 法人会計
ア 一般正味財産増減の部 （単位 円）
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収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
財 産 収 入 ５５，６０８，８４２ 管 理 費 １９，９６５，３２１
そ の 他 収 入 １，２２７，０６７

経 常 収 益 計 ５６，８３５，９０９ 経 常 費 用 計 １９，９６５，３２１
当 期 経 常 増 減 額 ３６，８７０，５８８

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
当期一般正味 財 産 増 減 額 ３６，８７０，５８８

合 計 ５６，８３５，９０９ 合 計 ５６，８３５，９０９

収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

当期指定正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ０ 合 計 ０

イ 指定正味財産増減の部 （単位 円）
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資 産 の 部 負 債 及 び 正 味 財 産 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 ８３９，０２８，０８８ 流 動 負 債 １２７，８９３，８８５
現 金 ３５，７００ 未 払 金 １１５，６８２，７８５
普 通 預 金 ３６０，７７７，２１８ 預 り 金 １，１６７，６００
資 産 安 定 基 金 ２９１，１７０，２６８ 未 払 法 人 税 等 １４０，５００
未 収 入 金 １６４，９３５，４１１ 期 末 勤 勉 手 当 引 当 金 １０，９０３，０００
前 払 費 用 １０９，４９１ 固 定 負 債 １５，９４９，１０８
そ の 他 有 価 証 券 ２２，０００，０００ 退 職 給 付 引 当 金 １５，９４９，１０８

固 定 資 産 ４，５１３，１６０，４３６ （負 債 合 計） １４３，８４２，９９３
基 本 財 産 ４，２６８，０７４，８９３ 一 般 正 味 財 産 ５，２０８，３４５，５３１
普 通 預 金 基 本 ４，５６１，０２６ 指 定 正 味 財 産 ０
普 通 預 金 ２０，０００，０００ （正 味 財 産 合 計） ５，２０８，３４５，５３１
定 期 預 金 基 本 ７４，８９３
投 資 有 価 証 券 ４，２４３，４３８，９７４
特 定 資 産 ９２，０８９，２４２
機 械 購 入 積 立 資 産 ６９，１１４，６００
森 林 管 理 積 立 資 産 ７，０２５，５３４
退 職 給 与 積 立 資 産 １５，９４９，１０８
そ の 他 固 定 資 産 １５２，９９６，３０１

令和６年３月３１日現在 （単位 円）

別紙３

貸 借 対 照 表
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高 性 能 林 業 機 械 ３０，３７８，７０６
建 物 ７０２，７２０
建 物 附 属 設 備 ４２，２８２
電 話 加 入 権 ４７１，１５２
土 地 １５，７７９，５００
森 林 ２８，１３２，５３２
備 品 ３，５２８，４０９
出 資 金 ７３，９６１，０００

合 計 ５，３５２，１８８，５２４ 合 計 ５，３５２，１８８，５２４
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別紙１

令 和 ６ 年 度 事 業 計 画 書

１ 事業計画
⑴ 生産事業

漁業協同組合等の需要に応じるため、次のとおり放流用種苗及び養殖用種苗の生産等を行う。
ア 放流用くるまえび種苗生産 ６８万５，０００尾
イ 放流用がざみ種苗生産 ２７万尾
ウ 放流用いさき種苗生産 ９万７，０００尾
エ 放流用ひらめ種苗生産 ４万２，０００尾
オ 放流用あわび種苗生産 １６万個
カ 放流用あゆ種苗生産 ９５万尾
キ 養殖用あゆ種苗生産 １５５万４，０００尾
ク その他種苗生産

⑵ 自主放流事業
ア 豊後水道広域栽培漁業推進事業として、会員の要請により、北部ではいさき種苗１０万尾、まこがれい種苗１万３，０００尾、まだ
い種苗３万尾、南部ではまだい種苗２万８，０００尾、いさき種苗６万尾の生産、中間育成及び放流を行う。
イ 瀬戸内海かれい広域牧場推進事業として、会員の要請により、まこがれい種苗９万尾の生産、中間育成及び放流を行う。

⑶ 受託事業
大分県等から委託を受け、次の事業を行う。
ア くるまえび種苗生産 ３０１万１，０００尾
イ がざみ種苗生産 １９万９，０００尾
ウ あわび種苗生産 １６万５，０００個
エ まこがれい種苗生産 ３６万２，０００尾
オ いさき種苗生産 ２１万３，０００尾
カ まだい種苗生産 ６万４，０００尾
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キ その他種苗生産
ク 種苗中間育成事業
ケ 施設管理（県種苗生産施設の維持管理）
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収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
事 業 収 益 １６２，５２６ 事 業 費 １６２，８５４
種 苗 生 産 事 業 収 益 ５２，３８４
負 担 金 収 益 ２０，８５７
受 託 収 益 ８９，２８５

経 常 収 益 計 １６２，５２６ 経 常 費 用 計 １６２，８５４
当 期 経 常 増 減 額 △ ３２８

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
当期一般正味 財 産 増 減 額 △ ３２８

合 計 １６２，５２６ 合 計 １６２，５２６

収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

当期指定正味 財 産 増 減 額 ０

２ 令和６年度予算書
⑴ 公益目的事業会計

ア 一般正味財産増減の部 （単位 千円）

イ 指定正味財産増減の部 （単位 千円）
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合 計 ０ 合 計 ０

収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
事 業 収 益 ３５，２６１ 事 業 費 ３１，４６０
種 苗 生 産 事 業 収 益 ３５，２６１

経 常 収 益 計 ３５，２６１ 経 常 費 用 計 ３１，４６０
当 期 経 常 増 減 額 ３，８０１

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
当期一般正味 財 産 増 減 額 ３，８０１

合 計 ３５，２６１ 合 計 ３５，２６１

収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

⑵ 収益事業等会計
ア 一般正味財産増減の部 （単位 千円）

イ 指定正味財産増減の部 （単位 千円）
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当 期指定正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ０ 合 計 ０

収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
管 理 費 ３，１７０

経 常 収 益 計 ０ 経 常 費 用 計 ３，１７０
当 期 経 常 増 減 額 △ ３，１７０

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
当期一般正味 財 産 増 減 額 △ ３，１７０

合 計 ０ 合 計 ０

収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

⑶ 法人会計

ア 一般正味財産増減の部 （単位 千円）

イ 指定正味財産増減の部 （単位 千円）
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当 期指定正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ０ 合 計 ０
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別紙２

令 和 ５ 年 度 事 業 実 績 調 書

１ 事業実績
⑴ 生産事業

漁業協同組合等の需要に応じ、次のとおり放流用種苗及び養殖用種苗の生産等を行った。
ア 放流用がざみ種苗生産 ２５万５，０００尾
イ 放流用くるまえび種苗生産 ５６万尾
ウ 放流用いさき種苗生産 １０万９，０００尾
エ 放流用ひらめ種苗生産 ５万１，０００尾
オ 放流用あわび種苗生産 １４万８，０００個
カ 放流用あゆ種苗生産 ９７万９，０００尾
キ 養殖用あゆ種苗生産 ２００万尾
ク その他種苗生産

⑵ 自主放流事業
ア 豊後水道広域栽培漁業推進事業として、会員の要請により、北部ではいさき種苗１０万６，０００尾、まこがれい種苗１万３，０００尾、
まだい種苗２万６，０００尾、南部ではまだい種苗３万１，０００尾、いさき種苗３万９，０００尾の生産、中間育成及び放流を行った。
イ 瀬戸内海かれい広域牧場推進事業として、別府湾から豊後灘地域においてまこがれい種苗６万１，０００尾の生産、中間育成及び
放流を行った。

⑶ 受託事業
大分県等から委託を受け、次の事業を行った。
ア くるまえび種苗生産 ７０万２，０００尾
イ がざみ種苗生産 １８万８，０００尾
ウ あわび種苗生産 ２１万７，０００個
エ いさき種苗生産 ２０万３，０００尾
オ まこがれい種苗生産 １７万２，０００尾
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カ まだい種苗生産 ５万５，０００尾
キ その他種苗生産
ク 種苗中間育成事業
ケ 施設管理（県種苗生産施設の維持管理）
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収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
事 業 収 益 １５３，９２０，８６９ 事 業 費 １５７，１２２，９６４
種 苗 生 産 事 業 収 益 ５６，９５３，１４４
負 担 金 収 益 ２０，８４７，０００
受 託 収 益 ７６，１２０，７２５
受 取 入 会 金 ５０，０００
雑 収 益 ２，９００

経 常 収 益 計 １５３，９７３，７６９ 経 常 費 用 計 １５７，１２２，９６４
当 期 経 常 増 減 額 △ ３，１４９，１９５

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
他 会 計 振 替 額 ３，６４５，８８４ 当 期一般正味 財 産 増 減 額 ４９６，６８９

合 計 １５７，６１９，６５３ 合 計 １５７，６１９，６５３

収 益 費 用

２ 令和５年度正味財産増減計算書（決算書）
⑴ 公益目的事業会計

ア 一般正味財産増減の部 （単位 円）

イ 指定正味財産増減の部 （単位 円）
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科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

当期指定正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ０ 合 計 ０

収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
事 業 収 益 ３６，５０８，３１３ 事 業 費 ２９，６０５，１５４
種 苗 生 産 事 業 収 益 ３６，５０８，３１３
貸 倒 引 当 金 戻 入 ９００，０００

経 常 収 益 計 ３７，４０８，３１３ 経 常 費 用 計 ２９，６０５，１５４
当 期 経 常 増 減 額 ７，８０３，１５９

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
他 会 計 振 替 額 △ ３，６４５，８８４
法 人 税 等 ２６５，７００
当 期一般正味 財 産 増 減 額 ３，８９１，５７５

合 計 ３７，４０８，３１３ 合 計 ３７，４０８，３１３

⑵ 収益事業等会計
ア 一般正味財産増減の部 （単位 円）
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収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

当期指定正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ０ 合 計 ０

収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
受 取 入 会 金 ５０，０００ 管 理 費 ３，２２５，４９８
雑 収 益 １７，７８８

経 常 収 益 計 ６７，７８８ 経 常 費 用 計 ３，２２５，４９８
当 期 経 常 増 減 額 △ ３，１５７，７１０

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
当期一般正味 財 産 増 減 額 △ ３，１５７，７１０

合 計 ６７，７８８ 合 計 ６７，７８８

イ 指定正味財産増減の部 （単位 円）

⑶ 法人会計
ア 一般正味財産増減の部 （単位 円）
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収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

当期指定正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ０ 合 計 ０

イ 指定正味財産増減の部 （単位 円）
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資 産 の 部 負 債 及 び 正 味 財 産 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 ９３，７５９，６７６ 流 動 負 債 ２２，９３０，４６３
現 金 預 金 ３４，９３２，４６５ 未 払 金 ８，９８０，６０６
売 掛 金 ６，２８８，６２０ １年内返済予定長期借入金 ４，０００，０００
未 収 入 金 ６，５７２，４１０ 未 払 法 人 税 等 ２６５，７００
棚 卸 資 産 ４６，８５１，６３５ 賞 与 引 当 金 ４，４７５，２５７
貯 蔵 品 １，１６５，０９１ 未 払 消 費 税 ５，２０８，９００
前 払 費 用 １９３，０３５ 固 定 負 債 ５０，４１５，５８０
貸 倒 引 当 金 △ ２，２４３，５８０ 退 職 給 付 引 当 金 ２１，９１５，５８０

固 定 資 産 ２９，５２０，１４７ 長 期 借 入 金 ２８，５００，０００
土 地 １，９００，０００ （負 債 合 計） ７３，３４６，０４３
建 物 附 属 設 備 ３９８，２４６ 一 般 正 味 財 産 ４９，９３３，７８０
機 械 装 置 ７ （正 味 財 産 合 計） ４９，９３３，７８０
車 両 運 搬 具 ３
器 具 備 品 ２，１３７，２８４
電 話 加 入 権 ２９５，９００
出 資 金 １，５５０，０００

令和６年３月３１日現在 （単位 円）

別紙３

貸 借 対 照 表
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長 期 前 払 費 用 １，３２３，１２７
退 職 給 付 引 当 預 金 ２１，９１５，５８０

合 計 １２３，２７９，８２３ 合 計 １２３，２７９，８２３
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別紙１

令 和 ６ 年 度 事 業 計 画 書

１ 事業計画
⑴ 研修広報事業

県・市町村職員、建設業関係者及び一般県民を対象にした良質な社会資本整備に寄与する研修や広報を実施する。
ア 研 修 事 業 県及び市町村職員並びに建設業関係者を対象に、社会資本整備に関する技術・技能向上の研修を実施

する。また、一般県民を対象に、安心・安全なまちづくり、防災等の研修を実施する。
イ 新規採用職員研修 県及び市町村の新規採用土木技術職員等を対象に、積算、災害復旧等の個別指導を実施する。
ウ 長期建設技術実務研修 市町村技術職員を対象に、長期（１年以内）の実務研修を実施する。
エ 講 師 派 遣 事 業 建設関係団体や地域住民の要請に基づき、社会資本整備推進や技術者育成のため、講師等として職員

を派遣する。
オ 広 報 事 業 土木技術等に関する情報の収集及び発信を行うとともに、出前講座の開催などにより建設事業に対す

る一般県民の理解を促進する。
⑵ 土木積算等技術支援事業

地方自治体の社会資本整備に対して、公正・中立な立場で技術審査・積算等の技術的な支援を行う。
⑶ 建設材料試験及び審査事業
ア 建設工事における工事用材料の強度、品質等に関する試験業務を行う。
イ アスファルト混合物の事前審査及び品質認定を行う。

⑷ 情報化支援事業
ア 電子入札、電子納品及び情報共有システムを推進するため、システムの運用や研修などを実施する。
イ 県市町村共同利用型積算システムに関する運用保守等を実施する。
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収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
基 本 財 産 運 用 益 １６ 事 業 費 ４２８，０７４
特 定 資 産 運 用 益 ３ 人 件 費 ２８５，０７９
事 業 収 益 ４４１，８９０ そ の 他 経 費 １４２，９９５
研 修 事 業 収 益 ５，８３５
技術審査・積算支援事業収益 １４８，０００
品 質 監 理 支 援 事 業 収 益 ３１，０００
災害等緊急時支援事業収益 ２，０００
建設材料試験、審査事業収益 ９４，０００
積算システム運用事業収益 ３２，０００
資料作成等支援事業収益 １５，９００
データベース化事業収益 １１３，１５５
雑 収 益 ２，９１６

経 常 収 益 計 ４４４，８２５ 経 常 費 用 計 ４２８，０７４
当 期 経 常 増 減 額 １６，７５１

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
当期一般正味 財 産 増 減 額 １６，７５１

２ 令和６年度予算書
⑴ 公益目的事業会計

ア 一般正味財産増減の部 （単位 千円）
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合 計 ４４４，８２５ 合 計 ４４４，８２５

収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

当期指定正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ０ 合 計 ０

収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
事 業 収 益 １２，８４５ 管 理 費 １２，８４５
データベース化事業収益 １２，８４５ 人 件 費 ８，４６６

そ の 他 経 費 ４，３７９
経 常 収 益 計 １２，８４５ 経 常 費 用 計 １２，８４５

当 期 経 常 増 減 額 ０
経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０

イ 指定正味財産増減の部 （単位 千円）

⑵ 法人会計
ア 一般正味財産増減の部 （単位 千円）
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当 期一般正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 １２，８４５ 合 計 １２，８４５

収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

当期指定正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ０ 合 計 ０

イ 指定正味財産増減の部 （単位 千円）
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別紙２

令 和 ５ 年 度 事 業 実 績 調 書

１ 事業実績
⑴ 研修広報事業

県・市町村職員、建設業関係者及び一般県民を対象にした良質な社会資本整備に寄与する研修や広報を実施した。
ア 研 修 事 業 県及び市町村職員並びに建設業関係者を対象に、社会資本整備に関する技術・技能向上の研修を３４件

実施した。
イ 新規採用職員研修 県及び市町村の新規採用土木技術職員１６３名を対象に、積算、災害復旧等の実務研修を実施した。
ウ 長期建設技術実務研修 日田市から研修生１名を受け入れ、積算や施工監理の実務研修を１年間実施した。
エ 講 師 派 遣 事 業 県の要請に基づき、社会資本整備や技術者育成のための事業に、講師等として職員を派遣した。
オ 広 報 事 業 土木技術等に関する情報の収集及び発信を行うなどにより、建設事業に対する一般県民の理解を促進

した。
⑵ 土木積算等技術支援事業

地方自治体の社会資本整備に対して、公正・中立な立場で技術審査・積算等８５件の技術的な支援を実施した。
⑶ 建設材料試験及び審査事業
ア 建設工事における工事用材料の強度、品質等に関する７，０２６件の試験業務を行った。
イ アスファルト混合物に関する２９件の事前審査及び品質認定を行った。

⑷ 情報化支援事業
ア 電子入札、電子納品及び情報共有システムを推進するため、システムの運用や研修等を実施した。
イ 県市町村共同利用型積算システムに関する運用保守等を実施した。
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収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
基 本 財 産 運 用 益 １５，７００ 事 業 費 ４０７，４３６，７２９
特 定 資 産 運 用 益 ２，１９３ 人 件 費 ２７３，５５０，０１２
事 業 収 益 ５１２，６１６，５７４ そ の 他 経 費 １３３，８８６，７１７
研 修 事 業 収 益 ４，４９３，５１２
技術審査・積算支援事業収益 １９５，４３４，０００
品 質 監 理 支 援 事 業 収 益 ４２，４７９，０００
建設材料試験、審査事業収益 ９４，４６３，２６４
積算システム運用事業収益 ３２，９９８，５６０
資 料 作 成 支 援 事 業 収 益 １５，６２２，０００
デ ー タ ベ ー ス 事 業 収 益 １２７，１２６，２３８
雑 収 益 ４０７，０９０

経 常 収 益 計 ５１３，０４１，５５７ 経 常 費 用 計 ４０７，４３６，７２９
当 期 経 常 増 減 額 １０５，６０４，８２８

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
固 定 資 産 除 売 却 損 １

経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 １
当 期 経 常 外 増 減 額 △ １
当期一般正味 財 産 増 減 額 １０５，６０４，８２７

２ 令和５年度正味財産増減計算書（決算書）
⑴ 公益目的事業会計

ア 一般正味財産増減の部 （単位 円）
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合 計 ５１３，０４１，５５７ 合 計 ５１３，０４１，５５７

収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

当期指定正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ０ 合 計 ０

収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
事 業 収 益 １３，９６４，７６２ 管 理 費 １３，９６４，７６２
デ ー タ ベ ー ス 事 業 収 益 １３，９６４，７６２ 人 件 費 ８，５７３，１１１

そ の 他 経 費 ５，３９１，６５１
経 常 収 益 計 １３，９６４，７６２ 経 常 費 用 計 １３，９６４，７６２

当 期 経 常 増 減 額 ０
経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０

イ 指定正味財産増減の部 （単位 円）

⑵ 法人会計
ア 一般正味財産増減の部 （単位 円）
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当 期一般正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 １３，９６４，７６２ 合 計 １３，９６４，７６２

収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

当期指定正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ０ 合 計 ０

イ 指定正味財産増減の部 （単位 円）
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資 産 の 部 負 債 及 び 正 味 財 産 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 ２３６，８０２，９１７ 流 動 負 債 ４６，１４０，８０９
現 金 預 金 １２３，０１６，１０６ 未 払 金 １５，２５８，９８７
未 収 金 １０５，７４７，７２８ 預 り 金 ４，２０３，１８１
前 払 金 ７，９１５，２４７ 賞 与 引 当 金 １６，２５３，２４１
仮 払 金 １２３，８３６ 未 払 消 費 税 等 １０，４２５，４００

固 定 資 産 １，５７８，３２０，４３７ 固 定 負 債 １０７，４０４，６５３
基 本 財 産 ３０，０００，０００ 退 職 給 付 引 当 金 １０７，４０４，６５３
定 期 預 金 ３０，０００，０００ （負 債 合 計） １５３，５４５，４６２
特 定 資 産 ９６６，４３９，２５２ 指 定 正 味 財 産 ３０，０００，０００
施 設 整 備 積 立 資 産 ５６４，２４９，５０４ 一 般 正 味 財 産 １，６３１，５７７，８９２
財 政 調 整 積 立 資 産 １１０，７３８，８８９ （正 味 財 産 合 計） １，６６１，５７７，８９２
器 具 備 品 等 積 立 資 産 １４７，２８１，５４５
退 職 給 付 引 当 資 産 １０７，４０４，６５３
建設技術実務研修準備資産 ３６，７６４，６６１
そ の 他 固 定 資 産 ５８１，８８１，１８５
建 物 ４１９，８２１，８１７
車 両 運 搬 具 ２，２０３，６４１

令和６年３月３１日現在 （単位 円）

別紙３

貸 借 対 照 表
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器 具 及 び 備 品 ３１，４２２，９６２
土 地 １０７，０００，０００
無 形 固 定 資 産 ２１，４３２，７６５

合 計 １，８１５，１２３，３５４ 合 計 １，８１５，１２３，３５４
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区 分 件 数

件

面 積

㎡

金 額

千円公 有 地 取 得 事 業 １０ ３９，０２６．６７ １，２９７，９３１

土 地 造 成 事 業 ２ － １，５６９

あ っ せ ん 等 事 業 ３ － ４３，０７９

関 連 施 設 整 備 事 業 ５ － ２，２５８，２７３

合 計 ２０ ３９，０２６．６７ ３，６００，８５２

区 分 件 数

件

面 積

㎡

金 額

千円公 有 地 売 却 事 業 １１ ３０，２１１．３４ １，８７４，９０２

土 地 造 成 売 却 事 業 ２ － ２０８，０４１

合 計 １３ ３０，２１１．３４ ２，０８２，９４３

別紙１

令 和 ６ 年 度 事 業 計 画 書

１ 事業計画
⑴ 用地取得事業

⑵ 用地売却事業
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科 目 金 額 科 目 金 額

事 業 収 益 ４，３８４，２９５ 事 業 外 収 益 ８，０１１
公 有 地 取 得 事 業 収 益 １，８７４，９０２ 受 取 利 息 ２２５
土 地 造 成 事 業 収 益 ５，６８６ 受 取 配 当 金 ３
あ っ せ ん 等 事 業 収 益 ４３，０７９ 雑 収 益 ７，７８３
関 連 施 設 整 備 事 業 収 益 ２，２５８，２７３ 事 業 外 費 用 ０
補 助 金 等 収 益 ２０２，３５５ 経 常 利 益 ２３，８４９

事 業 原 価 ４，３４３，２０７ 特 別 損 失 ０
公 有 地 取 得 事 業 原 価 １，８５６，４５６ 当 期 純 利 益 ２３，８４９
土 地 造 成 事 業 原 価 ２０８，０４１
あ っ せ ん 等 事 業 原 価 ４２，６５５
関 連 施 設 整 備 事 業 原 価 ２，２３６，０５５

事 業 総 利 益 ４１，０８８
一 般 管 理 費 ２５，２５０
人 件 費 １４，２４５
諸 費 １１，００５

事 業 利 益 １５，８３８

（単位 千円）
２ 令和６年度予算書
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区 分 件 数

件

面 積

㎡

金 額

円公 有 地 取 得 事 業 １１ ２４，９８８．２４ １，７９７，０３２，４５８

土 地 造 成 事 業 ２ － １，５７１，１０９

あ っ せ ん 等 事 業 ２ － ９５，６８９，０００

関 連 施 設 整 備 事 業 ５ － １，５５８，５９７，３００

合 計 ２０ ２４，９８８．２４ ３，４５２，８８９，８６７

区 分 件 数

件

面 積

㎡

金 額

円公 有 地 売 却 事 業 １２ ５４，７８０．９４ ２，６７６，９２４，１０３

土 地 造 成 売 却 事 業 ２ － ２００，１０５，１９７

合 計 １４ ５４，７８０．９４ ２，８７７，０２９，３００

別紙２

令 和 ５ 年 度 事 業 実 績 調 書

１ 事業実績
⑴ 用地取得事業

⑵ 用地売却事業
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科 目 金 額 科 目 金 額

事 業 収 益 ４，４４８，３３６，０００ 事 業 外 収 益 １０，８３１，８１１
公 有 地 取 得 事 業 収 益 ２，６７６，９２４，１０３ 受 取 利 息 ２２５，６７３
土 地 造 成 事 業 収 益 １０５，１９７ 受 取 配 当 金 ３，０８０
あ っ せ ん 等 事 業 収 益 ９３，６６９，４００ 雑 収 益 １０，６０３，０５８
関 連 施 設 整 備 事 業 収 益 １，４７７，６３７，３００ 事 業 外 費 用 １，０９９，９０６
補 助 金 等 収 益 ２００，０００，０００ 経 常 利 益 ２６，１６０，２２１

事 業 原 価 ４，４１１，８９４，８３５ 特 別 利 益 ０
公 有 地 取 得 事 業 原 価 ２，６６２，２８０，５６０ 特 別 損 失 １００，７１８，６２３
土 地 造 成 事 業 原 価 ２００，１０５，１９７ 前 期 損 益 修 正 損 ６，３９７，８９０
あ っ せ ん 等 事 業 原 価 ９２，０４９，６７０ 固 定 資 産 除 却 損 ９１，６２９，０３３
関 連 施 設 整 備 事 業 原 価 １，４５７，４５９，４０８ そ の 他 特 別 損 失 ２，６９１，７００

事 業 総 利 益 ３６，４４１，１６５ 当 期 純 利 益 △ ７４，５５８，４０２
一 般 管 理 費 ２０，０１２，８４９
人 件 費 １７，３５６，０３８
諸 費 ２，６５６，８１１

事 業 利 益 １６，４２８，３１６

（単位 円）
２ 令和５年度損益計算書（決算書）
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資 産 の 部 負 債 及 び 資 本 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 ６，８６３，４９４，２５１ 流 動 負 債 １，６６６，４１９，５３０
現 金 及 び 預 金 １，１１３，５４１，０９９ 事 業 未 払 金 １，１３１，３７８，２７２
事 業 未 収 金 １，６５４，１５３，６８０ 短 期 借 入 金 ３８９，２１３，３６３
公 有 用 地 ７２５，５４２，８４０ 未 払 費 用 ３８，０１０，０４０
完 成 土 地 等 ３，２４０，５３３，２７２ 未 払 費 用 ３７，０００，８８５
関 連 施 設 ８０，９６０，０００ 未 払 利 息 １，００９，１５５
受 託 事 業 費 ２，０１９，６００ 前 受 金 ８０，０００，０００
事 業 外 未 収 金 ４６，６１１，５３２ 預 り 金 ２１，４１９，９６５
未 収 収 益 １３２，２２８ 引 当 金 ６，３９７，８９０

固 定 資 産 ３１４，１７２，８０５ 賞 与 引 当 金 ６，３９７，８９０
有 形 固 定 資 産 ３１３，９８２，７７２ 固 定 負 債 ４，０１２，２０１，００２
建 物 又 は そ の 付 属 設 備 １６，１３８，４９７ 長 期 借 入 金 ３，９２５，４２６，８０９
工 具 ・ 器 具 及 び 備 品 １，２３１，０８８ 引 当 金 ８６，７７４，１９３
土 地 ２９６，６１３，１８７ 退 職 給 付 引 当 金 ８６，７７４，１９３
無 形 固 定 資 産 ８０，０３３ （負 債 合 計） ５，６７８，６２０，５３２
電 話 加 入 権 ２１，０００ 資 本 金 ３０，０００，０００
ソ フ ト ウ ェ ア ５９，０３３ 基 本 財 産 ３０，０００，０００

令和６年３月３１日現在 （単位 円）

別紙３

貸 借 対 照 表
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投 資 そ の 他 の 資 産 １１０，０００ 準 備 金 １，４６９，０４６，５２４
出 資 金 １１０，０００ 前 期 繰 越 準 備 金 １，５４３，６０４，９２６

当 期 純 利 益 △ ７４，５５８，４０２
（資 本 合 計） １，４９９，０４６，５２４

合 計 ７，１７７，６６７，０５６ 合 計 ７，１７７，６６７，０５６
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別紙１

令 和 ６ 年 度 事 業 計 画 書

１ 事業計画
⑴ 自社所有である大分国際貿易センタービル、冷凍冷蔵倉庫及び食品流通加工センターの効率的な運営を行う。
⑵ 大分港大在コンテナターミナルの指定管理者として管理業務を行う。
⑶ 関係機関と連携してポートセールスを行い、航路の維持及びコンテナターミナルの利用拡大を図る。
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科 目 金 額 科 目 金 額

売 上 高 １３９，４３４ 税 引 前 当 期 純 利 益 ２４，０１４
売上原価、販売費及び一般管理費 １２８，７２０ 法人税、住民税及び事業税等 ７，０６４
営 業 利 益 １０，７１４ 当 期 純 利 益 １６，９５０
営 業 外 収 益 １３，３００
受 取 利 息 ６００
雑 収 入 １２，７００

経 常 利 益 ２４，０１４

（単位 千円）
２ 令和６年度予算書
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別紙２

令 和 ５ 年 度 事 業 実 績 調 書

１ 事業実績
⑴ 自社所有である大分国際貿易センタービル、冷凍冷蔵倉庫及び食品流通加工センターを効率的に運営した。
⑵ 大分港大在コンテナターミナルの指定管理者として管理業務を約定どおり行った。
⑶ 関係機関と連携したポートセールスを行い、航路の維持及びコンテナターミナルの利用拡大を図った。
⑷ 令和５年の外貿コンテナ取扱量は５０，７７１ＴＥＵ（２０フィートコンテナ換算）となり、過去最高の取扱量となった。

なお、外貿定期コンテナ航路は、韓国（釜山）航路、韓国（釜山・光陽）航路、中国（上海）航路及び台湾（基隆・台中・高
雄）航路の６航路・週６便で、国際フィーダーは３航路・週３便となっている。
⑸ コスト管理の徹底及び業務の効率化に努め、２３年連続の黒字決算となった。



（ 325 ）

科 目 金 額 科 目 金 額

売 上 高 １４１，３１０，９０４ 税 引 前 当 期 純 利 益 ３３，３２４，８２９
売 上 原 価 ９８，１３２，４８４ 法人税、住民税及び事業税等 ９，８０２，６６９
売 上 総 利 益 ４３，１７８，４２０ 当 期 純 利 益 ２３，５２２，１６０
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ２５，６６７，９１５
営 業 利 益 １７，５１０，５０５
営 業 外 収 益 １５，８１４，３２４
受 取 利 息 １，４６５，５０６
雑 収 入 １４，３４８，８１８

経 常 利 益 ３３，３２４，８２９

（単位 円）
２ 令和５年度損益計算書（決算書）
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資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 ５４８，７１４，８０２ 流 動 負 債 ４３，８０６，２３７
現 金 及 び 預 金 ５３６，４６６，５１９ 未 払 金 １５，２９６，４６１
未 収 入 金 １１，８６０，１４９ 前 受 金 ８，０６２，９５６
立 替 金 ２６４，０００ そ の 他 ２０，４４６，８２０
仮 払 金 １２４，１３４ 固 定 負 債 ３２，８４２，３８０

固 定 資 産 ４０７，０６１，３２７ 預 り 保 証 金 ３２，８４２，３８０
有 形 固 定 資 産 ２０１，３２５，９１０ （負 債 合 計） ７６，６４８，６１７
無 形 固 定 資 産 ４３６，８００ 資 本 金 ４００，０００，０００
投 資 そ の 他 の 資 産 ２０５，２９８，６１７ 資 本 剰 余 金 ２５９，０００，０００

資 本 準 備 金 ２５９，０００，０００
利 益 剰 余 金 ２２０，１２７，５１２
利 益 準 備 金 １，９７４，０００
繰 越 利 益 剰 余 金 ２１８，１５３，５１２

（純 資 産 合 計） ８７９，１２７，５１２

合 計 ９５５，７７６，１２９ 合 計 ９５５，７７６，１２９

令和６年３月３１日現在 （単位 円）

別紙３

貸 借 対 照 表
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種 別 位 置 構 造 戸 数 又 は
区 画 数 事 業 費

千円分 譲 宅 地 国 東 市 ５区画 ２４，８００

合 計 ５ ２４，８００

別紙１

令 和 ６ 年 度 事 業 計 画 書

１ 事業計画
⑴ 分譲事業

⑵ 賃貸管理事業 １０６戸ほか １２５，５９７千円
⑶ 管理受託住宅等管理事業
ア 県営住宅管理事業 ８，５０１戸 ３７９，１６３千円
イ 大分市営住宅管理事業 ２，７７３戸 １７０，０００千円
ウ 佐伯市営住宅管理事業 １，６５８戸 １１２，７６２千円
エ 竹田市営住宅管理事業 ４７７戸 ３３，７１１千円
オ 豊後高田市営住宅管理事業 ４３５戸 ２８，６０３千円
カ 豊後大野市営住宅管理事業 １，００１戸 ６７，４６２千円
キ 臼杵市営住宅管理事業 ５７２戸 ３６，８７６千円
ク 杵築市営住宅管理事業 ３８９戸 ３１，０２９千円
ケ 別府市営住宅管理事業 ２，３８２戸 １５８，２２５千円
コ 中津市営住宅管理事業 １，２６４戸 ８０，９８８千円
サ 由布市営住宅管理事業 ５５３戸 ３４，６２９千円
シ 津久見市営住宅管理事業 ２４１戸 ２０，２６７千円
ス 国東市営住宅管理事業 ８４２戸 ６８，５０３千円
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セ 別府市南部振興開発ビル管理事業 ９３戸ほか ３８，９０４千円
⑷ その他事業
ア 受託事業 ５件 １，８９０千円
イ 業務連携事業 ２件 １３，２２４千円
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科 目 金 額 科 目 金 額

事 業 収 益 １，４２６，６３３ そ の 他 経 常 収 益 ３２０
分 譲 事 業 収 益 ２４，８００ 受 取 利 息 １９
賃 貸 管 理 事 業 収 益 １２５，５９７ そ の 他 の 収 益 ３０１
管理受託住宅等管理事業収益 １，２６１，１２２ そ の 他 経 常 費 用 １８，１９０
そ の 他 事 業 収 益 １５，１１４ 支 払 利 息 ４，３９９
受 託 事 業 収 益 １，８９０ そ の 他 の 費 用 １３，７９１
業 務 連 携 事 業 収 益 １３，２２４ 経 常 利 益 ２６，８２２

事 業 原 価 １，２７７，８２６ 特 別 利 益 ０
分 譲 事 業 原 価 ２１，９９１ 特 別 損 失 ０
賃 貸 管 理 事 業 原 価 ３１，７７４ 当 期 純 利 益 ２６，８２２
管理受託住宅等管理事業原価 １，２１８，４７７
そ の 他 事 業 原 価 ５，５８４
受 託 事 業 原 価 １，５４８
業 務 連 携 事 業 原 価 ４，０３６

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 １０４，１１５
事 業 利 益 ４４，６９２

（単位 千円）
２ 令和６年度予算書
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種 別 位 置 構 造 戸 数 又 は
区 画 数 事 業 費

円分 譲 宅 地 国 東 市 ４区画 ２１，３００，０００

合 計 ４ ２１，３００，０００

別紙２

令 和 ５ 年 度 事 業 実 績 調 書

１ 事業実績
⑴ 分譲事業

⑵ 賃貸管理事業 １０６戸ほか １２６，１８７，７５２円
⑶ 管理受託住宅等管理事業
ア 県営住宅管理事業 ８，５８６戸 ３７９，１６２，７２８円
イ 大分市営住宅管理事業 ２，７７３戸 １７０，７１３，０９１円
ウ 佐伯市営住宅管理事業 １，６５８戸 １０１，７２３，６２７円
エ 竹田市営住宅管理事業 ４７７戸 ２９，９０９，５４６円
オ 豊後高田市営住宅管理事業 ４３５戸 ２８，６４５，０９１円
カ 豊後大野市営住宅管理事業 ９９６戸 ６２，８８０，９１０円
キ 臼杵市営住宅管理事業 ５７２戸 ３６，８７６，３６４円
ク 杵築市営住宅管理事業 ３９３戸 ３１，０２９，０９１円
ケ 別府市営住宅管理事業 ２，３９８戸 １５７，７０６，７２８円
コ 中津市営住宅管理事業 １，２４６戸 ７５，２９７，９２６円
サ 由布市営住宅管理事業 ５５６戸 ３４，６９７，２７３円
シ 津久見市営住宅管理事業 ２４１戸 ２０，２６７，２７３円
ス 国東市営住宅管理事業 ８４９戸 ６３，４１４，１３７円
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セ 別府市南部振興開発ビル管理事業 ９３戸ほか ３３，１２２，８６４円
⑷ 受託事業 ７件 １０，００１，６０６円
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科 目 金 額 科 目 金 額

事 業 収 益 １，３８２，９３６，００７ そ の 他 経 常 収 益 ３８９，７７３
分 譲 事 業 収 益 ２１，３００，０００ 受 取 利 息 １９，４１４
賃 貸 管 理 事 業 収 益 １２６，１８７，７５２ そ の 他 の 収 益 ３７０，３５９
管理受託住宅等管理事業収益 １，２２５，４４６，６４９ そ の 他 経 常 費 用 １５，２７６，６１５
そ の 他 事 業 収 益 １０，００１，６０６ 支 払 利 息 ５，４５５，０１９
受 託 事 業 収 益 ９，１４５，１０６ そ の 他 の 費 用 ９，８２１，５９６
提 携 事 業 収 益 ８５６，５００ 経 常 利 益 ９９，３８８，３８６

事 業 原 価 １，１９４，５９１，６６７ 特 別 利 益 ４９７，１５６
分 譲 事 業 原 価 １８，５０７，０００ 特 別 損 失 １９，２４７，５７５
賃 貸 管 理 事 業 原 価 ３０，３３０，２０３ 当 期 純 利 益 ８０，６３７，９６７
管理受託住宅等管理事業原価 １，１３６，４７５，９１２
そ の 他 事 業 原 価 ９，２７８，５５２
受 託 事 業 原 価 ９，２７８，５５２

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ７４，０６９，１１２
事 業 利 益 １１４，２７５，２２８

（単位 円）
２ 令和５年度損益計算書（決算書）
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資 産 の 部 負 債 及 び 資 本 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 ７９８，６８３，５４９ 流 動 負 債 ２８３，７３５，４９１
現 金 預 金 ７０７，８８９，７６６ 次 期 返 済 長 期 借 入 金 ３０，９９６，０００
未 収 金 ６２，６１７，８７１ 未 払 金 ２４２，４７５，５３５
分 譲 事 業 資 産 ２１，９９１，０００ 前 受 金 ２６４，３８０
前 払 金 ４，１７２，３４８ 預 り 金 ９，９９９，５７６
そ の 他 流 動 資 産 ２，０１５，８９７ 固 定 負 債 ３９４，９５９，５９１
貸 倒 引 当 金 △ ３，３３３ 長 期 借 入 金 １８１，０３６，０００

固 定 資 産 ２，３４２，４５４，５５５ 預 り 保 証 金 ５３，１４１，５８０
賃 貸 事 業 資 産 ２，１０６，１２４，４７４ 引 当 金 １６０，７８２，０１１
事 業 用 土 地 資 産 ２３５，６９６，０３１ （負 債 合 計） ６７８，６９５，０８２
有 形 固 定 資 産 ５６５，３８３ 資 本 金 １０，０００，０００
無 形 固 定 資 産 ６８，６６７ 剰 余 金 ２，４５２，４４３，０２２

（資 本 合 計） ２，４６２，４４３，０２２

合 計 ３，１４１，１３８，１０４ 合 計 ３，１４１，１３８，１０４

令和６年３月３１日現在 （単位 円）

別紙３

貸 借 対 照 表
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別紙１

令 和 ６ 年 度 事 業 計 画 書

１ 事業計画
⑴ 暴力根絶のための広報及び啓発活動

機関誌「暴追だより」の発行等や諸事業・行事の開催に併せ、あらゆる機会を活用し、幅広い広報啓発活動を行う。
「暴力追放・銃器根絶大分県民大会」を別府市で開催し、県内各地から来場者を募り、暴力団排除意識の高揚及び浸透を図る。
警察、防犯協会、暴力絶滅対策協議会等との共催により、県下の小・中・高生及び一般県民に対し「暴追標語」を募集し、優秀
作品を表彰の上、暴力団排除意識の普及及び浸透に努める。

⑵ 暴力追放運動組織に対する支援活動
県下各地区の暴力絶滅対策協議会に対する助成金の交付及び地域・職域の暴力団排除活動の支援を行う。

⑶ 暴力団員による不当な行為に関する相談活動
暴力追放相談委員を中心とした暴力団等反社会的勢力に関する相談受理体制を確立し、迅速かつ適切な事案解決を図る。
また、不当要求情報調査員による事業所訪問等を実施し、暴力団等からの被害防止に努めるとともに暴力団排除意識の高揚及び
定着化を図る。

⑷ 少年に対する暴力団の影響排除活動
警察をはじめとする少年補導関係機関・団体等との連携を強化し、少年に対する暴力団の影響排除活動の充実を図る。

⑸ 暴力団からの離脱援助活動
警察と連携を密にして、離脱意思を有する者の把握に努めるとともに、「大分県暴力団離脱者社会復帰対策協議会」を効率的に
運用し、離脱者に対する社会復帰のための支援を幅広く行う。

⑹ 事業者に対する援助活動
県公安委員会の委託を受けて、各事業所の不当要求防止責任者に対し、暴力団による被害防止のための講習を行う。

⑺ 暴力団員による不当な行為の被害者の保護及び支援救済活動
暴力団関係の民事訴訟当事者に対する訴訟費用の無利子貸付け、暴力団被害者に対する見舞金の支給等を行う。

⑻ 暴力団事務所の使用差止請求関係業務の推進
暴力団事務所の使用差止請求をしようとする者から委託を受けたときは、当該委託をした者のため、付近住民、自治体、県弁護
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士会及び警察と連携して差止訴訟関係業務を推進する。
⑼ 少年指導委員に対する研修の実施

警察の支援を得て、県内の少年指導委員に対し、暴力団による少年への不当な影響を排除するための研修を行う。
⑽ 暴力団に関するモニター活動

暴力追放推進員を通じて、暴力団関連事案の情報集約を行い、各事業に反映させる。
⑾ 暴力団の市民生活に与える影響等に関する調査研究

事業所、公務所等にアンケート調査を行い、暴力団被害の実態を把握し、暴力団排除諸施策に反映させる。
⑿ 民事介入暴力対策協議会に関する活動

警察や県弁護士会と一体となって、暴力団関連事案の迅速かつ適切な処理を行う。
定例会を開催し、情報交換を行うとともに、活動方策等を検討する。

⒀ その他の事業
暴力追放活動に関する功労者及び団体に対する表彰を行う。
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収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
基 本 財 産 受 取 利 息 ７，６１７ 人 件 費 １４，５３４
賛 助 会 員 受 取 会 費 ３，５００ 通 信 運 搬 費 ４０１
委 託 事 業 収 益 ８，５０４ 印 刷 消 耗 品 費 １，３５０

旅 費 交 通 費 ６４１
使 用 料 及 び 賃 借 料 １，２５１
光 熱 水 料 費 １４０
会 場 借 上 費 ３６８
支 払 負 担 金 ７７
食 糧 費 ４１
手 数 料 ７０
諸 謝 金 ４２０
雑 費 １８２
報 償 費 ９３６
保 険 料 ４５４
燃 料 費 １７３
広 告 料 ２２０
交 付 金 ３００
離 脱 者 雇 用 給 付 金 １８０
見 舞 金 ２００

２ 令和６年度予算書
⑴ 公益目的事業会計
ア 一般正味財産増減の部 （単位 千円）
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経 常 収 益 計 １９，６２１ 経 常 費 用 計 ２１，９３８
当 期 経 常 増 減 額 △ ２，３１７

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
当期一般正味 財 産 増 減 額 △ ２，３１７

合 計 １９，６２１ 合 計 １９，６２１

収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

当期指定正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ０ 合 計 ０

収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
基 本 財 産 受 取 利 息 ３，２６５ 人 件 費 ３，３６３
賛 助 会 員 受 取 会 費 １，５００ 会 場 借 上 費 １００

イ 指定正味財産増減の部 （単位 千円）

⑵ 法人会計
ア 一般正味財産増減の部 （単位 千円）
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食 糧 費 ３３
通 信 運 搬 費 ２９
印 刷 消 耗 品 費 １６
光 熱 水 料 費 ６０
使 用 料 及 び 賃 借 料 １４７
旅 費 交 通 費 １１３
保 険 料 ４２
支 払 負 担 金 ２３
租 税 公 課 ５
手 数 料 １８
雑 費 ２０

経 常 収 益 計 ４，７６５ 経 常 費 用 計 ３，９６９
当 期 経 常 増 減 額 ７９６

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
当期一般正味 財 産 増 減 額 ７９６

合 計 ４，７６５ 合 計 ４，７６５

収 益 費 用

科 目 予 算 額 科 目 予 算 額

当期指定正味 財 産 増 減 額 ０

イ 指定正味財産増減の部 （単位 千円）
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合 計 ０ 合 計 ０
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別紙２

令 和 ５ 年 度 事 業 実 績 調 書

１ 事業実績
⑴ 暴力根絶のための広報及び啓発活動

機関誌「暴追だより」、暴力団排除ポスター、「不当要求対応の手引き」等を作成し、県内の各種団体、事業所等に配布したほ
か、各種行事、会議、研修会等に活用し、県民の暴力追放意識の高揚に努めた。
大分市役所が業務で使用する公用共通封筒の広告枠を利用して、当センターの相談窓口活用や不当要求防止責任者講習受講に関
する広報を実施した。

⑵ 暴力追放運動組織に対する支援活動
県下１６地区の暴力絶滅対策協議会に対して合計５０万円の助成金を交付し、地域の暴力団排除活動を支援した。

⑶ 暴力団員による不当な行為に関する相談活動
不当要求情報調査員による計８３６か所の事業所訪問、暴力追放相談委員による面接・電話による相談等で合計１８７件の相談を受理
し、それぞれ適正に処理・解決を図った。

⑷ 少年に対する暴力団の影響を排除するための活動
「大分県青少年健全育成大会」等に参加し、暴力団排除資料の配布等を行い、少年補導関係諸機関・団体等との連携強化に努め
た。

⑸ 暴力団からの離脱援助活動
暴力団離脱者から銀行口座開設相談を受理し、警察と連携し、口座開設依頼を実施した。
警察等と協力の上、離脱者の就労支援事業所との会議を開催し、関係強化を図った。

⑹ 事業者に対する援助活動
事業所等が選任した不当要求防止責任者に対して講習会を２９回開催し、１，１２３人が受講した。
各事業所等からの要請により計４回研修会に講師を派遣した。

⑺ 暴力団員による不当行為の被害者に対する保護及び支援救済活動
暴力団員による不当行為の被害者に対し、見舞金を支給した。
「大分県犯罪被害者等支援連絡協議会」の相談窓口担当者情報交換会に参加し、情報共有を行った。
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犯罪被害者週間に大分駅前における街頭活動に参加し、ビラの配布及び支援の呼び掛けを実施した。
⑻ 暴力団事務所の使用差止請求関係業務の推進

「九州ブロック暴力追放運動推進センター連絡協議会・定例会」に参加し、暴力団事務所の使用差止請求に関係する技術の研さ
んに努めた。

⑼ 少年指導委員に対する研修活動
少年指導委員に対し、警察の協力の下で研修会を開催し、暴力団の現状及び少年に対する暴力団の影響を排除するために必要な
知識、技能等の習熟に努めた。

⑽ 暴力団に関するモニター活動
暴力追放推進員等研修会を開催し、県内外の暴力団情勢の説明及び情報交換を行い、相互連携及び活動強化に努めた。

⑾ 暴力団の市民生活に与える影響に関する調査研究
事業所等の１，０３５人を対象に「暴力団等の不当要求に関する無記名アンケート調査」を実施し、暴力団排除活動の資料として活
用した。

⑿ 民事介入暴力対策協議会活動
警察や県弁護士会と共に「第２３回定例会」を開催し、訴訟事案への取組状況等について検討を行い、関係機関の連携強化を図っ
た。

⒀ その他の活動
暴力追放活動に関する功労者及び団体に対する表彰を行った。
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収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

経 常 収 益 経 常 費 用
基 本 財 産 受 取 利 息 ７，６８１，２２８ 人 件 費 １３，６０２，７９９
特 定 資 産 受 取 利 息 ２，５０５ 通 信 運 搬 費 ３４０，９８６
賛 助 会 員 受 取 会 費 ３，５２４，５００ 印 刷 消 耗 品 費 １，１２９，３６０
受 託 事 業 収 益 ７，８５５，７８３ 旅 費 交 通 費 ２８２，９１５
受 取 寄 附 金 ６８０，０００ 使 用 料 及 び 賃 借 料 １，０９４，７５９
受 取 利 息 ８１ 光 熱 水 料 費 １０４，３０２

会 場 借 上 費 ６５，１５５
支 払 負 担 金 ８９，０５７
食 糧 費 ２９，３７０
手 数 料 ６０，７２０
諸 謝 金 ７８，０００
雑 費 ５７，５３０
報 償 費 ７９９，０９５
保 険 料 ４２９，１４２
燃 料 費 ８３，４９２
広 告 料 ４４４，６７０
交 付 金 ５００，０００
退 職 手 当 ８６５，５６２

２ 令和５年度正味財産増減計算書（決算書）
⑴ 公益目的事業会計
ア 一般正味財産増減の部 （単位 円）
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見 舞 金 ３０，０００
賞 与 引 当 繰 入 額 １３９，２３８

経 常 収 益 計 １９，７４４，０９７ 経 常 費 用 計 ２０，２２６，１５２
当 期 経 常 増 減 額 △ ４８２，０５５

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
当期一般正味 財 産 増 減 額 △ ４８２，０５５

合 計 １９，７４４，０９７ 合 計 １９，７４４，０９７

収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

一般正味財産 へ の 振 替 額 ３，３８３
当 期指定正味 財 産 増 減 額 △ ３，３８３

合 計 ０ 合 計 ０

収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

イ 指定正味財産増減の部 （単位 円）

⑵ 法人会計
ア 一般正味財産増減の部 （単位 円）
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経 常 収 益 経 常 費 用
基 本 財 産 受 取 利 息 ３，２９１，９５５ 人 件 費 ３，３４３，８２６
特 定 資 産 受 取 利 息 １，０７４ 会 場 借 上 費 ６１，１１５
賛 助 会 員 受 取 会 費 １，５１０，５００ 食 糧 費 ９，９３２
受 取 利 息 ３５ 通 信 運 搬 費 ５４，８２２

印 刷 消 耗 品 費 ４３，７７１
光 熱 水 料 費 ４４，７０２
使 用 料 及 び 賃 借 料 １２８，０３１
旅 費 交 通 費 ５８，３７５
支 払 負 担 金 ２０，３３１
租 税 公 課 ３，１００
手 数 料 ２３，８７０
諸 謝 金 ２０，０００
雑 費 １，５００
保 険 料 ３４，９０２
退 職 手 当 ８６５，５６１

経 常 収 益 計 ４，８０３，５６４ 経 常 費 用 計 ４，７１３，８３８
当 期 経 常 増 減 額 ８９，７２６

経 常 外 収 益 経 常 外 費 用
経 常 外 収 益 計 ０ 経 常 外 費 用 計 ０

当 期 経 常 外 増 減 額 ０
当期一般正味 財 産 増 減 額 ８９，７２６

合 計 ４，８０３，５６４ 合 計 ４，８０３，５６４

イ 指定正味財産増減の部 （単位 円）
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収 益 費 用

科 目 決 算 額 科 目 決 算 額

当期指定正味 財 産 増 減 額 ０

合 計 ０ 合 計 ０
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資 産 の 部 負 債 及 び 正 味 財 産 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 １０，２１１，６００ 流 動 負 債 ８０９，８６９
現 金 預 金 ９，８５０，５１９ 未 払 金 ３４５，６４１
前 払 金 ７７，６５１ 預 り 金 ３２４，９９０
未 収 金 ２８３，４３０ 賞 与 引 当 金 １３９，２３８

固 定 資 産 ６１７，０９２，５４５ 固 定 負 債 ０
基 本 財 産 ６０９，０９２，５４５ （負 債 合 計） ８０９，８６９
定 期 預 金 １，６５０，０００ 一 般 正 味 財 産 ６２１，４９４，２７６
投 資 有 価 証 券 ６０７，４４２，５４５ 指 定 正 味 財 産 ５，０００，０００
特 定 資 産 ８，０００，０００ （正 味 財 産 合 計） ６２６，４９４，２７６
訴 訟 費 用 積 立 資 産 ３，０００，０００
差 止 請 求 費 用 準 備 資 産 ５，０００，０００

合 計 ６２７，３０４，１４５ 合 計 ６２７，３０４，１４５

令和６年３月３１日現在 （単位 円）

別紙３

貸 借 対 照 表
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別紙１

信 託 の 概 要

１ 土地の所在地及び地積
大分市東春日町５１番６、５１番８及び５１番１３
７，３８３平方メートル

２ 受託者
⑴ 変更日

令和６年４月１日
⑵ 変更前

東京都千代田区丸の内１丁目４番１号
三井住友信託銀行株式会社

⑶ 変更後
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

３ 信託期間
昭和６２年２月４日から令和１１年３月３１日まで
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収 益 の 部 費 用 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

賃 貸 料 収 入 ２５１，８１２ 租 税 公 課 ２５，２２８
共 益 費 収 入 ８１，４８７ 損 害 保 険 料 １，９７１
テ ナ ン ト 使 用 料 ３８，８００ 管 理 委 託 費 ３２，７００
そ の 他 収 入 １，３３０ 保 守 点 検 費 ９２２
雑 収 入 ７２ 消 耗 品 費 １，１００
受 取 利 息 １４ 維 持 修 繕 費 １６３，５００

信 託 報 酬 １４，０００
使 用 料 金 ４６，２００
土 地 賃 貸 借 料 ３，１１４
諸 経 費 ４５０
支 払 手 数 料 ５５
当 期 利 益 金 ８４，２７５

（単位 千円）

別紙２

令 和 ６ 年 度 事 業 計 画 書

１ 事業計画
令和５年度末現在大分ソフィアプラザビル及び大分第２ソフィアプラザビルに入居中の企業については賃貸を継続するとともに、

空室部分については新規テナントの募集に努める。
２ 令和６年度予想損益計算書
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合 計 ３７３，５１５ 合 計 ３７３，５１５
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テ ナ ン ト 名 契 約 床 面 積 テ ナ ン ト 名 契 約 床 面 積

西日本電信電話株式会社 ４１３．９６ 東芝デジタルエンジニアリング株式会社 １，００８．１８

帝人ヘルスケア株式会社 ４０４．１６ ミカサ商事株式会社 ９７．０６

イーストライズ株式会社 ８２．５０ 株式会社 Sharing Innovations １９６．９２

富士フイルムヘルスケア株式会社 ４０．６４ 独立行政法人日本貿易振興機構 ９５．０４

ＮＥＣファシリティーズ株式会社 ２６５．４８ 株式会社エージェント・インシュアランス・グループ １９２．１０

日本たばこ産業株式会社 ３６０．５２ 株式会社サードアイズ ６２．８１

株式会社ミロク情報サービス １９２．１０ Nexperia B.V. ９７．０６

ポールトゥウィン株式会社 ９５．０４

（単位 平方メートル）

別紙３

令 和 ５ 年 度 事 業 実 績 調 書

１ 大分ソフィアプラザビル
令和４年度末現在大分ソフィアプラザビルに入居中の企業については賃貸を継続するとともに、新規テナントの募集等に努めてき

たところであり、継続テナント１社の退去、短期契約による新規テナント１社の入居及び退去並びに新規テナント１社の入居があっ
た。令和６年３月３１日現在の契約状況は、次のとおりである。
⑴ 有効貸室面積 ３，９６２．３８平方メートル
⑵ 賃貸契約面積 ３，６０３．５７平方メートル
⑶ 入 居 率 ９０．９４パーセント
⑷ テナント名及び契約床面積
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テ ナ ン ト 名 契 約 床 面 積 テ ナ ン ト 名 契 約 床 面 積

厚生労働省大分労働局 ２，２０３．２７ おおいたスタートアップセンター ３２４．６４

公益財団法人ハイパーネットワーク社会研究所 ３２４．６４ 沖電気工業株式会社 ３４４．９１

富士フイルムヘルスケア株式会社 １１４．９７ 大分県後期高齢者医療広域連合 ２５９．６３

株式会社日立ビルシステム ２５９．６３ LINEヤフー株式会社 １，３２１．６７

ダイワボウ情報システム株式会社 １１４．９７ 総務省九州総合通信局 １４．３３

（単位 平方メートル）

２ 大分第２ソフィアプラザビル
令和４年度末現在大分第２ソフィアプラザビルに入居中の企業については賃貸を継続するとともに、新規テナントの募集等に努め

てきたところであるが、継続テナント１社の退去があった。令和６年３月３１日現在の契約状況は、次のとおりである。
⑴ 有効貸室面積 ５，８７７．２５平方メートル
⑵ 賃貸契約面積 ５，２８２．６６平方メートル
⑶ 入 居 率 ８９．８８パーセント
⑷ テナント名及び契約床面積
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収 益 の 部 費 用 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

賃 貸 料 収 入 ２６５，２５９，５０９ 借 入 金 利 息 ２，５７０，４４２
共 益 費 収 入 ８４，４２０，８３７ 租 税 公 課 ２５，３７９，６２０
テ ナ ン ト 使 用 料 ３９，４６３，９３９ 損 害 保 険 料 １，９７０，９３８
そ の 他 収 入 １，４０９，０３８ 管 理 委 託 費 ３２，５３７，７００
雑 収 入 １，２６７，１７５ 保 守 点 検 費 ９２１，８８８
受 取 利 息 １４，９０６ 消 耗 品 費 １，０７７，０３５

維 持 修 繕 費 ３０，３１１，４２０
信 託 報 酬 ６，５０４，１５０
使 用 料 金 ４５，６８２，９６５
土 地 賃 貸 借 料 ３，０５０，９４０
諸 経 費 ４４５，２２７
支 払 手 数 料 ５４，５６０
当 期 利 益 金 ２４１，３２８，５１９

合 計 ３９１，８３５，４０４ 合 計 ３９１，８３５，４０４

（単位 円）
３ 令和５年度損益計算書
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項 目 金 額

当 期 利 益 金 ２４１，３２８，５１９

当 期 純 利 益 ２４１，３２８，５１９

信 託 元 本 組 入 額 ２４１，３２８，５１９
借 入 金 敷 金 等 返 済 金 相 当 額 １２８，３１１，２３６
当 期 に お け る 資 本 的 支 出 額 ３０，２２８，０００
共 益 費 会 計 余 剰 金 １７，５３２，５３３
余 剰 資 金 積 立 金 ６５，２５６，７５０

資 金 交 付 額 （信 託 配 当 額） ０

（単位 円）
４ 令和５年度信託利益処分計算書
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資 産 の 部 負 債 及 び 資 本 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

固 定 資 産 ４，５４９，３４４，２４８ 信 託 元 本 ５，１０１，６７５，９６６
土 地 １７６，５６６，１７３ 土 地 １７６，５６６，１７３
建 物 ２，４２６，５４４，５２６ 留 保 口 ４，９２５，１０９，７９３
建 物 附 属 設 備 １，３３２，１８６，８５７ 敷 金 １３４，６８２，７８６
機 械 装 置 ６１，８２４，０１３ 前 受 収 益 ２０，０００
構 築 物 ２５９，８６３，４３６ 当 期 利 益 金 ２４１，３２８，５１９
じゅう

什 器 備 品 ２８９，１４３，５４３
無 形 固 定 資 産 ３，２１５，７００

流 動 資 産 ９２８，３６３，０２３
現 金 ９２８，３６３，０２３

合 計 ５，４７７，７０７，２７１ 合 計 ５，４７７，７０７，２７１

令和６年３月３１日現在 （単位 円）

別紙４

貸 借 対 照 表
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http://cbs.wondershare.com/go.php?pid=5272&m=db
http://cbs.wondershare.com/go.php?pid=5272&m=db
http://cbs.wondershare.com/go.php?pid=5272&m=db




本冊子は、グリーン購入法に適合した用紙を使用しています。
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